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日頃から、新潟県労働者福ࢱ協議会（労福協）へのご支援とご協力に感謝申し上げます。
労福協では、制度・政策改善の社会ӡ動と労働者自主福ࢱӡ動をंの྆ྠとして、「福ࢱは

一つ」の理೦のもとに、「すべての働く人の幸せと๛かさをめ͟して、連ଳ・共同でつくる、
安心・共生の福ࢱ社会」の実現に向け、労働団体や福ࢱ事業団体、/10団体、市民活動団体、
自治体などと連携し෯広く活動を行っています。

ライフサポートセンター事業をபに、行政や各団体とのネοトϫークを強化し、生活上の೰
みや課題を抱えた人たちに対する支援事業を取り組んでいます。また、地域の暮らしや持続可
能社会を支える取り組みでは、企業や団体との連携を深め、多くの皆様から協力をいただき、
子ども食ಊやフーυバンクへの支援も行い、福ࢱ活動の推進及び地域コϛϡχテΟの充実への
取り組みも進めています。さらに、日本ֶ生支援機構の঑ֶ金制度の改善やڭҭඅのෛ୲ܰ減、
国によるڅ付型঑ֶ金制度のさらなる拡充をٻめています。

労福協の活動の一つに、新潟県から助成を受けて行う調査・研究事業があります。
県内外の地域状況や社会の動向を踏まえ、生活・福ࢱ・労働などをテーマとして、ۈ労者の

生活全ൠの課題について様々な੾り口や視点から調査・研究を行っており、皆様から本事業を
高く評価いただいているところです。この度、2025年度の調査研究報告がまとまりましたので、
関܎各位にご報告申し上げます。

「失われた30年」と指摘されるように、1980年代のバϒル期をऴえて、1990年代以降の日本
はデフレ経済に陥り、経済競争力や社会の活力を失い、ͻたすら貧困に向かいาんできました。
雇用破壊や賃金ਫ४の引き下げなど、社会的格差が拡大して困難を抱える労働者・生活者を多
くつくり出しました。

ۙ年では、円安や異ৗ気৅などをݪ因とした物価高騰が続き、さらに生活者を苦しめていま
す。また、物価高は労福協が行う支援事業にも大きな影響があります。

賃上げや地域別最低賃金の引き上げ、年金額の改定も行われていますが、食料品をはじめあ
らΏる物価が急激に上昇し、物価高には追い付かず生活の改善には至っていません。

労福協は、「貧困や社会的ഉআがなく、人と人とのつながりが大੾にされ、平和で、安心し
て働き暮らせる持続可能な社会」をめ͟し今後も取り組みを強化します。

地域社会をৼりฦると、東京一極集中は地方の人口減少を加速させ、急激な高齢化の要因に
なっています。働き手確保や地域の持続性をも揺るがし、地方の大きな課題です。

世界はऴわりのみえない争いが続き、ීว的価値である、平和や人権が踏みにじられていま
す。民主国家が戦後つくりあげてきた世界டংさえ、自国ୈ一主義をܝげる大国により壊され
かけています。東アジアではྡ国とのۓு関܎が高まり、平和と安定を揺るがしています。労
福協は平和活動も取り組んでおり、新たな戦前にしない活動が大੾です。

こうした社会情勢を踏まえ本年度の調査・研究は、「限界集落や消滅自治体、地域社会の維
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持」をテーマといたしました。
人口減少や超高齢社会により਎ۙな地域の課題は多く、市民生活の安心と向上をめ͟し、地

域で生き生きと働き暮らせる社会の構ஙがٻめられています。
本調査・研究は、新潟県内で自治研究のγンクタンクとして活動されている「公益社団法人　

新潟県自治研究センター」にҕ託をいたしました。新潟県自治研究センターのご౒力には感謝
しております。多くの皆様のご活動の参考に供していただければ幸いです。

　　　　　　2026年̏月

一ൠ社団法人　新潟県労働者福ࢱ協議会　　　
理事長　຀　野　茂　෉　　　
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日頃から、新潟県自治研究センターへのご指導とご協力に感謝申し上げます。
当センターでは、県内唯一の自治研究センターとして、皆様からの多大なご支援のもと地方

自治にかかわる政策を中心に調査・研究・提言を行っています。
季刊情報誌『新潟自治』を一年に４回発刊し、特集テーマを設定して調査と論考を行ってい

ます。さらに、新潟県の財政課題や公立病院改革など個別の研究テーマによる調査・研究事業
も受託しています。

「失われた30年」と指摘されるように、1990年代以降の日本は、デフレ経済に陥り国際競争
力や社会の活力を失い、国民の生活は苦しくなるばかりです。非正規労働者の増加による雇用
破壊や実質賃金の引き下げなど、社会的な格差は拡大し、困難を抱える労働者・生活者を多く
つくり出しました。

戦争の無くならない不安定な国際情勢により、エネルギー価格や輸入品価格の上昇をもたら
し、そこに円安も加わり物価高騰が収まらず生活者を苦しめています。食料品をはじめ生活に
欠かせない商品の物価が急激に上昇し、賃上げや最低賃金の引き上げ、年金額の改定も行われ
ていますが、物価上昇率に追い付かず生活改善には至っていません。

新潟県の人口減少は激しく、新型コロナウイルス感染症で減少していた人口移動も、2022年
以降増加に転じ、東京一極集中がますます顕著となっています。県人口は、社会減と少子化の
加速による自然減で、減少に歯止めがかかりません。ピークだった250万人から今年１月現在
の県の速報値で、207万人まで減少し、毎年約２万７千人が減っています。200万人の大台を割
り込むのは時間の問題で、急激な高齢化の要因にもなっています。人口減少により、働き手の
確保が困難になり、地域の持続性をも揺るがしかねない地方の大きな課題です。政府の地方創
生は、名前を変えながら10年が過ぎたものの、人口減少や東京一極集中の大きな流れは変わっ
ていません。補助金のバラマキでは、政府の本気度が伝わってきません。

こうした社会情勢を踏まえ、本年度の調査・研究は「限界集落や消滅自治体、地域社会の維
持」をテーマといたしました。

少子化・人口減少、高齢化は日々の生活や、地域の経済・社会の疲弊が深刻化し、活力維持
にも大きく影響を与えています。自治体も、人口減少とともに財政や組織の縮小が進み、公共
サービスの提供にも課題を抱えています。持続可能な社会を、自治体や企業、労働組合などの
民主団体が、それぞれの立場でお互いの力を発揮し連携しなければなりません。

多くの皆様から報告書をご一読いただき、今後のご活動の参考に供していただければ幸いで
す。
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平成の市町村合併から四半世紀。新潟県は112市町村が30市町村に大きく合併が進んだ。
総務省は2010年に、平成の合併10年を節目に総括を公表している。
合併による主な効果は、①専門職員の配置など住民サービス提供体制の充実強化、②少子高

齢化への対応、③広域的なまちづくり、④適正な職員の配置や公共施設の統廃合など行財政の
効率化をあげた

一方、合併による主な問題点・課題としては、①周辺部の旧市町村の活力喪失、②住民の声
が届きにくくなっている、③住民サービスの低下、④旧市町村地域の伝統・文化、歴史的な地
名などの喪失をあげている。総括では、「これまでのような地域における住民サービスを行政
だけが支える仕組みは根本的に見直していく必要がある」としている。

新潟県は、社会減による人口減少は激しさを増し、少子化も加速して自然減少が続いてい
る。2024年新生児の８人に一人は東京都生まれで、東京一極集中はますます顕著となっている。
ピークだった250万人の新潟県人口は、すでに210万人を下回り、年間２万人以上減少している。

団塊の世代がすべて後期高齢者となり、日本は超高齢社会につき進み、新潟県など東北や九
州の各県は全国に比して高齢化率は高い。

2023年12月、国立社会保障・人口問題研究所は、「日本の地域別将来推計人口（令和５年推
計）」をまとめ公表した。

新潟県では2020年（国勢調査）で高齢化率が32.8％であったが、2050年に43.2％と10.4ポ
イント上昇する。町村では、阿賀町の63.8％を最高に５町村が50％を超え、市では加茂市の
54.3％を最高に７市が50％を超える。一方、粟島浦村は41.4％が30.2％と唯一高齢化率が減少
する。

昨年４月、民間有識者でつくる「人口戦略会議」は、全国の市区町村のうち４割超にあたる
744自治体が「消滅する可能性がある」との報告書を発表、新潟県内では、小千谷市、加茂市、
十日町市、村上市、糸魚川市、妙高市、五泉市、阿賀野市、佐渡市、魚沼市、胎内市、田上町、
阿賀町、出雲崎町、湯沢町、津南町、関川村、粟島浦村の18市町村が「消滅可能性自治体」と
評価された。

これらの市町村は、20～39歳の若年女性人口が2050年に半減し、少子化により人口減少に歯
止めがかからないとして、国や自治体の対策が急務だとしている。

石破政権は、「令和の日本列島改造と位置付ける」と年頭の会見で強調し、地方創生2.0に
より政府機関の地方移転推進や人口減少に歯止めをかけるとしている。

昨年６月に、内閣官房（デジタル田園都市国家構想実現会議事務局）及び内閣府（地方創生
推進事務局）が、地方創生10年の取り組み成果や課題を検証した報告書を公表した。検証報告
書では自治体アンケートの取り組みから、評価と課題が述べられている。
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評価では、地域企業や住民との意見交換、地域の状況を把握するための統計データ活用、他
地域の優良事例の把握や視察、外部講師の研修などの職員の能力向上の取り組みは増え、地域
によっては人口増加等があるとして、政策に一定の効果があったと評価した。

課題では、東京一極集中や人口減少は変わらず、人口減や少子高齢化に歯止めがかかってい
ないと回答した自治体は84％、特に都道府県でその傾向が強い。人口増市区町村はすべてが移
住者の増加による「社会増」が要因であり、「地方が厳しい状況にあることを重く受け止める
必要がある」と期待した成果が出ていないことを認めている。

安倍政権時代に立ち上げた地方創生から10年が経過した。補助金のバラマキや中央主導の少
子化対策では効果につながらないことは明らかだ。

2025年は、国連総会で採択された決議「社会開発における協同組合」のなかで、2025年を国
際協同組合年（IYC）とすると宣言、2012年に次いで二度目であり同一の国際年が二度設けら
れることは異例だ。新自由主義のもたらした、自然・環境の破壊（温暖化、生物多様性の危
機）、労働条件の悪化、貧困・格差の拡大と社会の分断等により、環境・経済・社会の各側面
で持続可能性が危機に瀕している。

これまでの調査・研究報告で指摘したとおり、少子化・人口減少は日々の生活や、地域の経
済・社会の疲弊が深刻化し活力維持にも大きく影響を与える。自治体も、人口減少とともに財
政や組織の縮小が進み、公共サービスの提供にも支障が出始めている。埼玉県での道路陥没な
どは一つの例示だ。次世代以降においても持続可能な環境・経済・社会に改めるためのビジョ
ンが必要だ。

今後ますます人口が減少し高齢化が進む地方を維持するために、何が足りなかったのか、何
が必要であったのかを政府や自治体の課題だけにせず、我々も考えなければならない。労福協
や労働組合など、民主団体も同様である。

2025年度の調査・研究としては、上述の様な社会的な情勢や現状を踏まえた「人口減少が進
む新潟県、地域社会の維持と、民主団体の役割を考える」について、地域社会の活力維持に向
けた我々の役割として考察を行うこととする。

調査・研究にあたっては、世界の動きと日本の現状を踏まえつつ、新潟県内の現状と将来の
予想される姿を様々なデータをもとに考察を深めることとする。

安心して働き暮らし続けられる地域社会は、持続可能な社会でもある。この調査・研究がそ
の杖になることを望むところである。
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～「平成の大合併」後、人口減少と高齢化が進むなか地域をどう支えるか～

内閣官房専門調査員ݩ　　　　　　　　　　　　

横　田　昌　三

１．急激な少子高齢化と人口減少の影響
日本の総人口は、2008年頃をピーク（約１ԯ2
800万人）に、１ԯ2
649万人（2018年５月現

在）に減少している。国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計（2017年推計）では、20年

１ԯ2
500万人、30年に１ԯ1
900万人、40年に１ԯ1
100万人、50年１ԯ200万人、65年に8
800万

人に落ち込む見௨しで、40年以降は毎年１つ政令指定都市が消える計ࢉとなっている。今後100

年間は人口増加の見込みはない。あわせて、労働力人口も減少し、ӈݞ下がりの状ଶとなってい

る。

国౔交௨省「国౔のάランυデβイン2050」（2014年７月）でも、2050年には日本の人口は

１ԯ人を下回り、地方にある人口30万人以上の都市ݍの਺は現在の61から43に減り、全国のډ住

地域の２割では暮らす人がいなくなる状況にある。また、࿝年人口は一؏して増加しているが、

年少人口は1980年をピークに減少し、生࢈年齢人口も95年をピークに減少している。高齢化率は

2010年時点では２割強、将来的に高齢化率は４割ఔ度になると予ଌされている。高齢者の୯਎・

෉්のみ世ଳも増加傾向にあり、10年には全世ଳの２割になった。内閣府「2015年高齢社会ന

書」では、一人暮らし高齢者は、2025年には7
000万人を超え、2035年には7
622万人にୡすると

見込まれていた。

2025年には、団塊の世代が75歳を超えて後期高齢者となり、国民の̏人に１人が65歳以上、５

人に１人が75歳以上という、世界のどの国も経ݧしたことのない超高齢社会にಥ入した。当面大

都市ݍでは人口はあまり減らないものの、高齢者が激増していく。急速な少子高齢化と人口構造

の急激な変化により、様々な問題が生まれてくる。人口減少、とりわけ現役世代の減少は、生࢈

年齢人口にґଘする労働力の減少、消අ人口の減少となり、経済活動の縮小をもたらす。経済活

動のਰୀに加え、人口減少・高齢化による੫収の縮小、スケールϝϦοトの喪失、高齢化の進行

や低所ಘ者૚の増加などに൐う社会保障අ用（民生අ、ැ助අ）の増大、࿝ٺ化する社会インフ

ラの維持ߋ新අ用の増大は、財政悪化にܨがる。さらに、հڭ、ޢҭ、ҩྍ、交௨など社会的ج

൫ྖ域へのध要が増大する一方、୲い手が不足する。

2040年までに生࢈年齢人口は総人口の過半਺を割り込むことになり、高齢化と֩家଒化が生む

ಠډ高齢者やݽಠࢮ、町会・自治会活動の୲い手不足など地域力の低下、過ૄ地の集落機能の低

下・生活インフラのྼ化、地域社会・集落共同体の่壊・消滅、ۭき家、ۭきビル、「限界集

落」、「限界団地」の増加がもたらされる。

こうした人口減少及び高齢化によるध要の増大やχーζの多様化・ෳࡶ化への対応がٻめられ

ている一方、財政が厳しくなり୲い手も不足することから、公共サービスの持続可能性自体が問
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われる状況にある。地域社会や住民生活をकるためにଘ在している自治体こそが、必要な人に必

要なときに必要な公共サービスを提供し、「コϞン・χーζ」（人々にとって共௨のχーζ）を

実現していかなければならない。

総務省は、約30年後の2050年には、人口１万人ະຬの市区町村が約13％増加し、40％を超え、

また、都道府県のうち半਺ۙくの21県で、総人口が100万人ະຬになり、うち４県は50万人ະຬ

になる見௨しであることを明らかにしている。しかし、自治体は、小泉構造改革以降、「平成の

大合併」の推進、正規職員の人員࡟減とྟ時・非ৗۈ等職員の拡大、民間ҕ託、指定؅理者や

1'I、地方ಠ立行政法人、市場化テストの導入などの民間化がすすめられてきた。地方公共団体

の職員਺は2025年４月１日現在、280万9
298人となり、1994年をピークに減少し、17年以降はඍ

増からԣばいの傾向が続いているとはいえ、国際的に見た日本の公務員਺は少なく、長時間労働

にґଘしてきた自治体ӡӦは限界にきている。総務省調査では、自治体の人ࡐ確保について、౔

໦ٕ師、保݈師、ݐஙٕ師、IC5人ࡐ（CI0補佐官以外）、保ҭ࢜、ޢ؃師等の専門ٕज़職の確

保について課題を感じているとされ、ٕज़職員の採用については、約半਺の市町村で「応ืが΄

とんどない」状況にあるという。また、公共サービスを支える自治体੫財政も厳しい状況が続い

ている。ै来੔උしてきたインフラや公共施設のߋ新時期をܴえ、公共施設や社会ࢿ本を今後と

も維持؅理していくためにも、ݡく縮小・統廃合を進めるフΝγϦテΟーマネジϝントの必要性

もڣばれている。

本来は自治体の੹೚による行政サービスの提供が必要であるものの、これまで地域維持に܎る

業務や࡞業を୲ってきた町内会・自治会については、役員のなり手不足や高齢化により่壊の危

機にある。一方で、「こども食ಊ」に見られるような民間の動きが活発になっている。/10や

労働者協同組合、特定地域づくり事業協同組合、指定地域共同活動団体制度などの組織も地方で

つくられ始め୲い手として期待されている。問題や課題はੵࢁしているが、地域性、多様性をଚ

重した持続可能な社会γステϜをいかに構ஙしていくのかが重要となっている。

２．｢平成の大合併」
2001年、小泉७一࿠ट૬は「地方分権の推進のためには、住民に਎ۙな、総合的な行政主体で

ある市町村の行財政ج൫を強化することが不可欠であり、市町村合併によってその規໛、能力を

強化していくことは、地方行政の構造改革を進める上でも極めて重要な課題である」として、市

町村合併特例法の期限である05年̏月までに「市町村合併後の自治体਺を１千を目ඪとするとの

与ౘの方਑を踏まえて、自主的な市町村の合併をより一૚強力に推進していきたい」とଧち上げ

た。小泉政権は「構造改革なくして成長なし」のスローΨンを;りか͟し、規制؇和・自由化を

進めることで市場・競争ݪ理を社会のすみずみにまでԡし広げようとし、小泉「構造改革」の中

਎は、金༥・࢈業࠶ฤやҩྍ・社会保障制度の見直しなどさま͟まであったが、市町村合併をࢥ

い੾って進めるという「平成の大合併」も、小泉改革の大きなபの一つとしてੵ極的に位置づけ

られた。「地方が؁えている」「地方行財政こそが最後のޢૹધ団」という認識で、地方への競

争ݪ理の適用と、自助౒力・自ݾ੹೚論の؏పが前面にԡし出され、自治体のあり方について

− 8 −



も、「個性ある地方の競争、自立しうる自治体」をめ͟すとして、合併推進にさらにഥंがかけ

られた。

小泉構造改革のபに位置づけられる「平成の大合併」は、財政危機の中で分権を୲える受けࡼ

としての「効率的で安上がりの自治体」を目指すものである。小規໛自治体にむかって、「අ用

がかかる、効率が悪い、交付੫に؁えるな」といってղ消ѹ力をかけ、地方අෛ୲のܰ減をਤる

国や、様々なビジネスνϟンスをಘられる企業のϝϦοトは明らかである。

合併ࢉ定ସや合併特例࠴の΄かに特別交付੫による支援、合併補助金、市の人口要件の؇和な

どといったアϝに加えて、小規໛町村の仕事と੹೚を小さくして、他の自治体の内部団体化や

減するという「Ϝν」もଧ࡟や、地方交付੫の割り増しを「しڴ」化するという「市町村ڃ２」

ち出された。「個性ある地方の競争」が強調され、「国にґଘしなくても『自立しಘる自治体』

を確立しなければならない」という؍点での市町村࠶ฤであったといってよい。

小泉政権が「平成の大合併」を推し進めるねらいについて、合併推進の中心にある総務省がま

とめた『平成の市町村大合併の理೦とల望』（以下『理೦とల望』、『全国市町村合併地ਤ』

ぎΐうせい・2001年８月所収）には、「内務官྅」の想いが、かなり率直にޠられている。

൴らは、「բϲ関、Ӭ田町界۾で内政上最重要課題は何かと問われれば」と自問したうえで、

それは「市町村合併であると大多਺の方が答えるだろう」と自৴たっ΀りに言い੾った。内政の

最重要課題といえば、金༥・ܠ気対策や雇用などではなくて合併であった。小泉政権が、地方行

政も「੟域なき構造改革」の対৅であり、例外はないんだとઈڣするなかで、総務省としても、

まさに合併を「内政上の最重要課題」に位置づけ、不ୀ転でとりくまなければならないという

ฒ々なら͵決意、ଶ勢でいることをうかがい஌ることができるものであった。

『理೦とల望』は、「現行の市町村体制は五十年間にわたって維持されてきたものであるか

ら、いまや待ったなしの構造改革を市町村がやらなければならないときにきている」とのج本認

識に立って、「地方行政の構造改革」の目ඪ、強調点をいくつかܝげている。

ୈ一は「自治能力の向上」である。市町村はૅج的自治体であって、総合行政のサービス主体

である以上、市町村中心の「内政体制」を確立することがٻめられている。それだけの能力を市

町村は自力で਎につけなければならない。地域間の競争が激しくなり、国や県も、いままでのよ

うにていねいに指導し面౗をみるような時代でもないとして、人ࡐ確保なども;くめて自分たち

でやっていかなければならない、というのである。

総務省らしいのは、「自治能力の向上」や「市町村中心」をܝげつつも、それらを「内政体制

確立」の؍点からしか論じていないことである。分権とか自治とかいっても、「内務官྅」に

とっての市町村の位置づけは、あくまでも国の行政୯位であり、国家行政機構の຤୺でしかな

かった。「自治能力の向上」とは、国の助けをआりない代わりに、各地域の特৭を生かしながら

自立して޷きなようにやってかまわないではなく、自立をഭりながら、国の行政機関としての役

割はこれまでどおり、あるいはそれ以上の働きを਱行することが期待されるものであった。

ୈ二は、ઌ述の௨り、市町村の「ޢૹધ団」も改革しなければならないということであり、改

革のபとされるのが合併を௨じた市町村制度の࠶ฤであった。「われわれの਎のまわりに五十年
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前のもので、そのまま࢖われているものがあるだろうか」と、50年変わっていないことを改革・

。ฤが必要な理由として持ちだした࠶

ୈࡾは、少子高齢化である。これからは日本全体の人口が減少し、しかも高齢化が進むという

ことは、੫金をෛ୲する૚が減る一方、੫金を࢖う側が増えるということになるが、これまでの

やり方では௨用しないから、「国民共௨の価値؍が、市場ݪ理に立って優উྼഊを当然とするよ

うな厳しい社会」が౸来するなかで、必要最小限のセーフテΟネοトをいかに確保していくかを

考えなければならない。そこでଧち出されたのが、保ݥのݪ理の適用ということだった。『理೦

とల望』は、規໛が小さいと保ݥのϝϦοトが期待できず、したがってセーフテΟネοトになら

ないことから、広くബくෛ୲し合う関܎を成立させるには、૬当ఔ度の規໛が必要になるとし

て、ここから࿩を合併問題につなげていき、「保ݥ୯位としての行政の࿮を広げ、できるだけ多

くの住民のബいෛ୲で地域対策を行う」ことを想定すれば、「合併というのは少子高齢化への行

政の対応策の一つの大きなப」であるとする。

しかし、日本全体の人口が減少するのだから、たとえ合併して一時的に規໛拡大が実現しても

新自治体の人口の長期的な低下は໔れない。規໛を保つには、それこそ無限に合併を܁りฦして

大きくなるしかなく、最ॳから地域・自治体୯位の保ݥにしないで、もっと࿮を大きくとって、

あるいは国レϕルでӡӦする方がセーフテΟネοトとしては当然安定するということには৮れ

ず、「はじめに合併ありき」でなにもかも合併推進論にͻっͺってこようとしていた。

さらに、「ෛ୲を増やさず、行政サービスを落とさずに財ݯを೧出できる、ը期的な行財政改

革の手ஈ」となるのが合併であると強調している。規໛が拡大すればݻ定අの比率が低下して割

安なサービスが可能になるというだけのことで、య型的なスケールϝϦοト論であった。

加えて、「地域経済活性化にࢿする新しい手法」としても合併を位置づけていた。合併によっ

て人口が増加すれば都市的࢈業が集まり、そこに新たな雇用が生まれ、在来のものとはҧった新

成される。つまりスύイラルな成長連関がかたちづくられることから、合併こそはܗ൫もج業࢈

地域経済活性化の੾りࡳになるというのである。

最後は、合併は自治体・地方行政の自ݾ改革・自ݾ実現であり、合併をする、しないが、地方

分権を実現できるか、それとも雲ࢄໄ消してしまうかのターχンά・ポイントになるとの認識で

ある。合併が進まず、市町村がいつまでも旧い࿮組みにとらわれて自ݾ改革できないでいると

「国民は失望」し、国民から見์されるとまでいっている。

このように、合併によって「自治能力の向上」がはかれ、少子高齢化にඋえるセーフテΟネο

トも構ஙでき、Պֶٕज़の有効活用や新たな行政サービス・開発への道も開かれていく、それば

かりか合併は、「ը期的な行財政改革の手ஈ」であり、「地域経済活性化の新しい手法」でもあ

り、地方分権実現のターχンά・ポイントにもなる、ということで自治体・地域が抱える問題、

課題を一੾合財ղ決する、まるで万能ༀでもあるかのような持ち上げͿりであった。しかし、こ

こでイϝージされているのは、あくまでも都市型の自治体が、合併で必要な財ݯと権限を確保

し、「内政体制の中心」に;さわしい総合行政をల開する、というϞデルである。この点につい

て『理೦とల望』は、「自ݾ決定、自ݾ੹೚を中心としたબ択とෛ୲のγステϜに支えられた効
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率的な総合行政自治体ができる」とし、「これこそ地方行政体制の究極的理想૾」であると手์

しで自ࢍしていた。そのような規໛も能力もある都市型自治体を中心にして、現在3
200の市町

村を࠶ฤ成することが「平成の大合併」の最大のねらいであったといえよう。

他方、現に都市型自治体ではなく、また、将来的にもなりそうにない過ૄࢁ間地や条件不ར地

はどうするのかとのٙ問には、総務省からは「そうした地域の住民の生活を維持するためにも合

併は必要であり有効だ。大きな自治体が成立すれば、そのج൫の上に、より多くの住民によって

『ബく広く』経අをෛ୲することになるから、コストのかかる過ૄ地域の維持も可能になる。合

併は立೿に過ૄ対策としても機能する」ࢫの答えがฦってくる。国として支えきれないから、過

ૄ地域は自力でؤுるのはあきらめて、今後は都市型自治体にґଘして生きていきなさいといわ

んばかりであった。

実際、『理೦とల望』は、「現在のા置とは別్のા置で対応していくことになら͟るをえな

い」として、過ૄ地・小規໛自治体に対し、「੾りࣺてられたくなければ、൱も応もなく2005年

̏月までに合併しなさい。優۰ા置はそこまでで、それ以降はアϝをばらまいてでも合併に༠導

するというような方策はとらない」との決断をഭったのである。

３．強まる小規模自治体つぶしの圧力
経済同༑会は、2002年４月に、『自ら考え行動する地域づくりをめ͟してʕ地域主権確立への

行財政改革の提言』を発表、そのなかで「市町村大࠶ฤのྃ׬」をうたう「合併についてのۓ急

提言」をଧち出した。『提言』はୈ一に、「人口規໛の小さい市町村が人口十万人規໛を目指す

合併を重点的に進めるべき」であり、その「十万人規໛の自治体に権限を移ৡして、࢒った小規

໛自治体についての制度のあり方をૣ急に検౼」するようٻめた。

ୈ二に、ै来からの「؁えの構造」を引きずる特例・優۰ા置の期限Ԇ長論へのܯռ感をあら

わにし、「民間企業の合併では、目ඪ時期がはっきりしていてこそ困難を৐りӽえるエネルギー

や஌ܙが生まれる」のであるから、期限はԆ長してはならないとけん制した。

ୈࡾに、期限内の合併支援ા置の拡充にも、もう現状で充分だと൓対を表明した。そのうえで、

小規໛自治体を国が支えているから合併が進まないのであって、合併特例の期限੾れにあわせて

支えを外し、自立・自助ϝΧχζϜを働かせた方が、よ΄ど合併への動機が生まれるとして、小

規໛市町村にかんする新たな制度づくりにまで踏み込むべきだとまで要ٻしたのである。

地域住民の生活のことなどまったく考えず、自治体・地方行政を企業の論理・ࢿ本家的効率性

ฤすべきだと主ுするものであった。重要なのは、『提言』が一؏して小࠶理のపఈによってݪ

規໛自治体をඪ的化し、その੔理による維持ෛ୲の࡟減こそが「大合併」の主目ඪであるとし、

さらに合併せずに࢒った小規໛自治体をॲ۰する「制度のあり方、新たな制度づくり」を「ૣ急

に検౼」するよう要੥していることにあった。

2002年11月、地方制度調査会専門小ҕ員会において、੢ඌউ෭会長（国際جಜڭ大ֶڭत）が

「今後のૅج的自治体のあり方について（ࢲҊ）」を提示した。いわΏる੢ඌࢲҊである。ࢲҊ

は、「現行の合併特例法の失効後は、同法と異なる発想の下に一定期間、さらに強力に合併を推
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進する」という。「異なる発想」とは、『理೦とల望』で総務省の役人が述べていた「別్のા

置」と意ຯするところは同じで、まずは合併によって目指すべき市町村の人口規໛を法に明هし

たうえ、都道府県や国が財政支援策によらずに合併を推進するべきということであった。

そして、それでも合併に至らなかった一定の人口規໛ະຬの団体については、市町村に対して

法令で義務付けられている事務の全部ຢは一部を小規໛な団体には義務付けず、別の行政主体に

当֘事務を義務付けることを検౼すべきとし、法令によりૅج的自治体に義務づけられた事務の

うち૭口サービス等を行うものの、他の事務は都道府県にॲ理を義務づける「事務配分特例方

ࣜ」や、小規໛自治体の業務は周ғۙྡの他のૅج的自治体が代行することにして、その内部団

体となる「内部団体移行方ࣜ」に移行することを提Ҋしていた。権限の制約や、ݑ法に規定され

た地方公共団体であることさえ認めないことを持ち出してきたのである。

本来の分権の発想とは、地域住民が主体になって自治を広げる住民自治の創造をめ͟すもので、

その意ຯでは、国から期待される役割だけを果たしていれば良しとする行政村・行政自治体とし

てのあり方から、いかに୤ൽしてくのかが問われているはずであった。ところが੢ඌࢲҊは、そ

の問題を׬全にٯ立ちさせて、「行政村として期待される役割」をこれまで以上にしっかり୲わ

せるために合併推進であり、強制力を࢖ってでも੔理し、それでもैわない市町村は自治体でさ

えなくしてしまえとまで提言していたのである。

もちろん、こうした小規໛自治体への合併ѹ力、自治体つͿしのܸ߈が強まるなかで、市町

村の側からは໠൓発する声が෸きىこっていた。2002年11月に開࠵された全国町村長会の大会

は、「いま町村はଘ๢の危機に直面している」とૌえるۓ急重点決議を採択し、決議は、「理೦

なき਺値目ඪのもとに半ば強制的に進められる市町村合併は、౸ఈ༰認できない」と൓対の姿勢

を઱明にするとともに、小規໛市町村の「権限を制限・縮小することはઈ対に行わないこと」や、

「町村੫等財ݯの充実確保をはかる」ことを強くٻめるものとなった。

国・総務省の「合併すればすべて良くなる」というϝϦοト論にϦアϦテΟがなく、৴用なら

ないことが歴然としていることから、国は市町村合併を「半ば強制的に」主導せ͟るをえず、そ

の強制に൓発する市町村の఍߅も強まったといえる。

４．合併してどうなる／どうなった
「平成の大合併」は、2005年ごろをピークに2010年̏月まで11年間にわたって続き、全国で市

町村の਺を΄΅半減させた。ୈ29次地方制度調査会が合併推進ӡ動のऴྃを答申し、2010年̏

月、総務省は1999年以来の合併を総括するため、「『平成の合併』について」という文ষを公表

している。

市町村਺は、およそ10年で3
232から1
730となった。目ඪの１千には及ばないものの、平ۉ人

口も平ۉ面ੵも΄΅倍になり、合併は૬当ఔ度進௙したものと評価している。合併の理由とし

て、੫・交付੫・補助金の「ࡾ位一体の改革」によって地方財政を大෯に悪化させる݁果となっ

たことに加えて、合併特例࠴に代表される手ްい財政ા置の期限がഭっていたことから、財政的

な理由で合併をબ択する市町村が多かったと考えられる、としている。
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合併によって「新しいまちづくりが進లし、人口増加、࢈業ج൫の拡大がスύイラル的にもた

らされる」「ෛ୲は低い方にサービスは高い方に」などと、バラ৭のະ来がඳかれた「平成の大

合併」だったが、؊心の住民サービスは、どうなったのか。住民の൓応としては、「合併して悪

くなった」「住民サービスが良くなったとࢥわない」「周辺部はさびれた」「住民の声が届きに

くくなっている」といった声を঺հし、૬対的には合併に൱定的評価がなされているとは受け止

めている。

とはいえ、੢ඌࢯたちが構想するように、合併によって自治体の行財政能力が向上し、新自治

体を受けࡼとして地方分権が前進するということになるのかどうかというと、合併は加速させて

も、新自治体が自立してやっていけるような権限・財ݯの移ৡは、΄とんど۩体化されていない

のが実ଶであった。

自治体の規໛拡大でڊ大ϓロジΣクトや重点౤ࢿが可能になる、ج൫੔උも進むとされていた

が、それも多くの場合、地域の必要性からかけ཭れ、しかも地方財政にとって重大なѹഭ要因と

なる「ϋコϞϊ」づくりでしかなかった。

広域行政が進లすることも合併ϝϦοトに਺えられていたが、「情報௨৴や交௨手ஈの発లに

ともない、生活ݍ・経済ݍがඈ༂的に拡大している」現状に対応した、「多方面にわたる広域行

政のల開・拡充がഭられている」ことが事実だとしても、では合併しなければ広域行政は進まな

いのかといえば、そんなことはない。なにも合併して一ॹになるまでもなく自治体間の連携・協

力の手立てはいくらでもありうるし、現にさま͟まな業務・ྖ域について異なる自治体間を݁Ϳ

制度、γステϜがҊ出され、広域行政がల開されている。それに一口に広域といってもྖ域ごと

に、それぞれҧった適正規໛等があり、十把ͻとからげにはできない。むしろ合併せずに、自治

体間協力ʕ広域行政の適੾な方ࣜを業務・ྖ域ごとにॊೈにબ択する方がϝϦοトがあり、有ར

であるともいえる。

また、合併効果で「サービスは高く、ෛ୲は低く」なるとএえられたが、やろうとすれば破୼

は必至である。ٯに、行政と住民ϘランテΟア組織が一体となってきめこまかなհޢを実施して

いることで有名だったळ田県のୋ૥町は、ͻとたび合併してしまうとୋ૥がಠ自に޻෉して実現

させてきた福ࢱ・հޢサービスは、もうやれなくなってしまうとの೰みが出されていた。

合併の財政ϝϦοトとしては、職員等の人件අ࡟減による節約効果もڍげられていた。しかし

հޢや福ࢱなど、そもそもマンύϫーによって支える分野については人が必要である。人間を減

らすことは、確実にそれだけのサービス低下につながる。当時のୋ૥町長も、「サービスが向上

すればコストがかかるのは当然」であり、「職員਺࡟減がڣばれるけれども、հޢサービスは人

手が必要不可欠な現場ではないか」とޠっていた。ところが合併にともなうコスト࡟減の݁果、

ୋ૥のಠ自施策が失われると地域のհޢਫ४は低下するし、ٯに新自治体全体がୋ૥ฒみをめ͟

すことになれば保ݥ料を大෯にアοϓしなければならない。やはり、「サービスは高く、ෛ୲は

低く」には無理があるのではないか。

新潟県の࿡日町ݍ域では職員人件අ13ԯ円、議員報ु２ԯ１千万円の節約などの効果の予ଌが

示されていた。すべてϞデル計ࢉであり、ص上で࡞られた਺値に過ぎないので実際そのとおりに
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なるとは限らないし、人件අΧοトでුいた部分と交付੫の減額分とをトータルでみていかない

と、合併の財政ϝϦοトとしては൑然としない。もっと重要な問題は、人員࡟減の݁果コストが

下り、効率性が向上するといっても、それはϦストラ効果であることから、代ঈとして人手の必

要なサービス・対応は٘ਜ਼になら͟るをえない。人員࡟減は主に新規採用をͻかえることによる

ため職員構成が高齢化し、どうしても行政はఀ଺しがちになりかねない。ฌݿ県ࣰࢁ市（当時）

では、「行政改革なくして合併もありえない。市になってからపఈした民間ҕ託と民Ӧ化を進め

ている。職員の࡟減も10年間で100人をめ͟していたが、̏年間で40人以上を࡟減した。公共料

金については４町で一൪安い料金を採用したため、とくにਫ道料金は大෯な੺５。ࣈ年間はਾえ

置くことになっているが、その後は適正な見直しをしたい」（ࣰࢁ市公Ӧ企業部長の上田多紀෉

などと、せっかく合併したのだから合併効果を出せといわんばかりに行革が進められた。コ（ࢯ

ストμウン、効率一辺౗の無஡な人員࡟減によって自治体・自治体業務がどうなってしまうの

か、よくよく考えてみなければならない。

民間ҕ託や施設の統廃合にとどまらず、市長が社長を݉ねる行政サービスࣜג会社に市の業務

をؙごとҕ託していく行政サービスを੥けෛうୈࡾセクターを発足させる構想がු上したところ

もあった。ར益・効率優ઌの市場ݪ理に立てば、ઌ進的な取り組みということになるのかもしれ

ないが、自治とは何か、自治体や自治体の仕事はどうあるべきなのかという根ݯ的なテーマを、

人の暮らしを中心にすえた社会のあり方を໛ࡧしつつ、しっかりとࣽ٧め੔理しておかないと、

「平成の大合併」があおる歯止めなき効率性優ઌにనれた݁果、自治体の中਎としては何も࢒ら

なくなってしまうという危ݥ性を見ておかなければならない。

一方、合併に消極的な市町村は、֓して小さいながらもಠ自の施策ల開、まちづくりの取り組

みに౒力し、成果をڍげているところが多い。行政と住民のີな関܎、住民の地域にたいする関

心の高さ（住民意識・主体意識）をはじめとする、小規໛のΏえのར点を活かしてやれる事業が

多く、合併の代ঈとして、そのར点が失われてしまうのは大きなマイナスとなる。

自治体は、効率性なりར益なりを追いٻめることが目的ではなく、୯なる行政経Ӧ体でも国の

下部機関でもない、自治の場である。「平成の大合併」が地域の੾りࣺてや疲弊の拡大につな

がった点をしっかり検証する必要がある。

一ൠに自治体が合併する場合、対৅市町村で別々に取り組まれてきた業務のࡲり合せが行わ

れ、業務のඪ४化・平ۉ化によって、ୋ૥のようなಠ自施策、地域ごとの特৭ある取り組みはど

うしてもബめられてしまうし、まったく失われる可能性もありうる。ಠ自に一生ؤ໋ݒுってい

る市町村΄ど、合併に対して、強い不安やܯռを抱いていたのではないか。

また、合併がもたらす自治の中਎のۭಎ化現৅にも৮れておきたい。੢ඌࢯの行政自治体論に

せよ、自治体経Ӧ論にせよ、自治体を明治以来からの຤୺行政機構ととらえるにしても、あるい

はサービス供څ機構としてとらえるにしても、その機能をいかに低コストで効率的に果たさせる

かしか考えていない。൓面、住民が主権者であり、自治の主体であるとする認識は非ৗにرബで

あった。さいたま市に入った与野市では、定਺25人の市議の਺が新市の定਺割当てでは５人と激

減してしまい、自分たちの代表が５分の１になってしまった。਎ۙな町内に市議が１人２人は必

− 14 −



ずいるという状況ではなく、大෯な政治的権རの縮小とはいえないだろうか。

しかも合併がもたらす自治のۭಎ化、政治的権རの縮小は、地域・地方の問題だけでऴわるこ

とにはならない。日本社会全体を෴って進行する民主主義の後ୀ・֚ܗ化や政治的無関心にいよ

いよഥंをかけ、国家による国民の؅理・統制の強化という危ݥな動向を助長しかねない。

日本ห࢜ޢ連合会の「ۭき家、地域࠶生ϓロジΣクトνーϜ」が೶ࢁ村を調査し、人口4
000

人ະຬの「平成の大合併」で合併しなかった自治体と合併した自治体を比ֱし、「平成の大合

併」の効果や弊֐などを検証した。2019年11月に公表された調査݁果によれば、合併市町村の方

がଘ続をબ択したۙྡの小規໛町村に比べ、人口減が加速傾向にある一方、非合併自治体が人口

減少率が低いなど「ݩ気」であり、高齢化率の進௙も཈えられ、財政の݈全化も進んでいたとい

う。理由として、合併市町村は、役場がなくなったことで公務員が減少し、商ళが廃業したり事

業所ด࠯などがىき、地域がਰୀしたことがڍげられている。非合併の小規໛自治体では、公務

員਺が激減せず、೶業など࢈業面でも個性を生かした地域づくりをల開しているとされる。ま

た、合併した旧町村の方が、合併しなかった町村より、人口が減り、高齢化も進んでいる。役場

がなくなって公務員が減り、Ӧ業をやめる商ళや事業所が૬次いだことから、合併前に小さな町

や村だった地域は、୯ಠでଘ続した町村よりも人口減少が速いという݁果が出た。

読ച新ฉの2023年̏月25日の「平成の大合併で『議員ۭന区』122区域に拡大ʜʜ住民『声は

届きにくくなった』」によると、公益財団法人地方自治総合研究所の2014年の調査では、「平成

の大合併」（1999～2009年度）以降、全国69区域で議員がいない時期があったが、読ച新ฉの調

査では、統合された旧市町村区域のうち、議員ۭന区が122区域に拡大し、規໛が๲らんだ市や

町の住民は「行政のきめࡉかさが届きにくい」「声は届きにくくなった」と感じていることが明

らかになった、と感じるという。一方、国は「地域自治区」などの設置を法੔උしたが、導入

自治体は244市町村（13年４月）から26市町（22年４月）に減少したという。ਆಸ川大ֶの幸田

խ治ڭतは「議員θロ区域は想定以上の速さで広がっている。自治体側はこうした区域の声をฉ

き、しっかりと議論できる仕組みを࡞るべきだ」とする。

大東文化大ֶの島田ڭ࢘ܙतは、合併に関して全国視察を報告しているが、合併後の旧町村役

場は、すでに୯なる住民૭口としての機能しか果たしていないこと、合併中心市への集中化によ

り、地域特性が消え݁果として周辺部はऐれたことを明らかにした。例えば、長Ԭ市は、周辺市

10市町村と2005年から2010年までの間に̏ஈ֊で合併し、人口29万・面ੵ890ὕという広大な自

治体となり、ߓ町のࣉധ町、ࢁ間のࢤݹࢁ村、人口２万のಢඌ市、ඈび地である川口町、これら

がすべて長Ԭ市にฤ入されているが、長Ԭ市は+3長ԬӺ前を中心とした市֗地活性化に力を入

れているものの、旧長Ԭ市の人口減は止まっていない、とする。また、合併した旧市町村役場の

職員਺は激減（51.6％減）していることや、旧長Ԭ市に比べて周辺部は人口減少が激しいことを

明らかにした。島田ࢯは、「平成の大合併の時期、本来であれば全国の町村は、人口減少と高齢

化対策に総力をڍげて取り組むべきであった」のに、「合併という『地域からఫୀする࡞業』に

大半の時間を割いてしまったことは、じつに࢒೦なことであった」と評価し、「今からでも஗く

はない。平成の大合併を൓省し、分཭ಠ立に向けて自治法を改正し、住民のࢍ成がಘられれば合
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併町村地域がಠ立できるとする道を開くべきである」と提ىする。

九州大ֶのౢ田ڿ文ڭतによると、「合併によって住民の声が行政に届きにくくなった」こと

には、各छ施策に関する決定機能が本ிに集約されてしまえば、支所・出ு所等に住民・企業か

ら要望がدせられても、本ிの指示やঝ認をڼがなければならなくなり、ଈ応できなくなること

がある。また、合併した市町村の周辺部はݢฒみ人口減となっている、という。「地域からબ出

される議員の਺」についても、地方自治総合研究所の調査から、「合併後『周辺』化した地域΄

ど合併によって大きく減少している。一度失った議員਺は合併後બڍを重ねても取り໭せるわけ

ではなく、回を重ねるごとに立ީ補者਺も減少していく」ということを述べている。そのうえ

で、「周辺部から予め『声』をୣっておく市町村合併は、今後の政治行政的に『円׈』な周辺部

ਰୀのための෍石となるであろう」という金Ҫར೭東京大ֶڭतの論ߘから、大合併のૂいを、

物の収࡞として、「ௗ्対策や೶݁ؼ戦略の「住前ઢ縮小ډ」。にあるとする「住前ઢ縮小ډ」

֭や出ՙ、૲מり等の೶ྛ地؅理、ۭき家の؅理・修෮、ࡇりの開࠵、ઇかき、病院までの移動

等の生活支援、補助金申੥などをおئいできる人が減ることを意ຯし、その地域で人々が安心し

て暮らせなくなることを意ຯする。安心して暮らせなくなれば、人々はその地域から出ていか͟

るをಘない。それは、周辺部に਺多くଘ在する೶ړࢁ村の消滅につながる」「೶ړࢁ村は、『待

つこと・我ຫすること・助け合うこと』という日本人の良きਫ਼ਆ性のݯであった。こうしたݯを

失うことは、日本人の良きਫ਼ਆ性の喪失、日本社会においてٻめられている連ଳਫ਼ਆのਰୀを意

ຯしている」という。これに対し、ౢ田ࢯは、「人口が一定ఔ度減っても、安心して暮らし続け

ることができる地域」を実現していく΄かないとして、小ֶߍ区୯位等に住民の自主的活動組織

を設け、「集落間を小ֶߍ区୯位等で݁びつけることで、一つͻとつの集落で減少してしまって

いるネοトϫークの਺を増やしていく」こと、そのうえに、「̪・̞ターン者や、地域おこし

協力ୂの力を活かしたり、外部（都市住民、出਎者、/10、企業、大ֶ・ֶ生）とつながって

いったりする」ことを提ىし、「人口が一定ఔ度減っても、安心して暮らし続けることができる

地域」の実現のため、「地域住民とそれを応援する自治体職員の֮ޛと行動」に期待をدせる。

全国町村会は、2008年の「平成の合併をめ͙る実ଶと評価」において、合併によって生じたさ

ま͟まな弊֐として、「合併した市町村で見られた財政支出の࡟減効果は住民サービスの低下を

൐うもの。また、行政と住民૬互の連ଳのऑまり、財政計ըとのဃ཭、周辺部のਰୀなど」が顕

在化したことをڍげている。一方、合併しなかった町村で生まれる、自治の新たな可能性とし

て、「厳しい財政状況の下、行政と住民が『Ѫண』と『੹೚感』を共有し、手৮り感のあるൣғ

で਎のৎに合った地域経Ӧを推進」していることをڍげ、「住民の連ଳを活かした効率的な行財

政ӡӦに取り組む市町村を、正当に評価すること」をٻめている。そのうえで、合併を経た今こ

そٻめられる、地域共同社会の実現として、「住民と行政との関܎のرബ化に対応するため、合

併後の市町村において、地域共同社会をいかに構ஙするか」が課題であり、「地域共同社会の実

現のためには、市町村内分権の視点にجづき、それぞれの地域特性をଚ重した仕組みづくり」が

重要であるとして、「地域自治組織の活用、地域؍察力をもった職員のҭ成、支所機能のあり方

の見直し」が必要であるとしている。
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５．新潟県の状況
新潟県自治研究センターのຟ口හ行ৗ務理事の県民意識調査に関するレポートによると、新潟

県では、次のような状況であることが明らかとなっている。新潟市のように広大な面ੵをもち、

広い೶村部をؚんだ政令指定都市がܗ成されることとなり、また市֗地や中心性を欠く新市が஀

生することにもなった。住民に対して、議員定਺の大෯な࡟減などによって旧市町村の住民の意

見が地域政治に൓өされにくくなり、小・中ֶߍや公立病院、հޢ保ݥ、コϛϡχテΟバスなど

の統合や調੔にも影響し、地域࢈業や文化事業にも多大な影響を与えることとなっている。コ

ϛϡχテΟバスのӡ行では合併地域の一体化にݙߩした場合もみられるが、小・中ֶߍの続廃合

は住民にとって必ずしもϓラスとはならなかった。自治体の行政としては、規໛に૬応しい経Ӧ

的ӡӦが合併の効果として強調されるが、面ੵの拡大を൐った人口拡大ではϝϦοトは少ないの

が現実である。合併による地域格差のੋ正も意ਤされてきたが、財政的に๛かな市町村同࢜の合

併が少なく、貧しい地方ݍの市町村を中心に合併が行われたことを考えると、地域格差はむしろ

拡大したとみることができ、特に新潟市や長Ԭ市とそれ以外の地域との間にみられるとともに、

合併市町村の中心部と周辺部の間にもみられる。新潟県内においても、合併自治体の中心部は人

口減少率も低く、その周辺では高齢化や過ૄ化は進行しているのが実ଶである。合併によってそ

れぞれの市町村の面ੵは大きく拡大したが、貧しい市町村同࢜の合併では、十分な効果が๡し

い。合併後の自治体の財政状況の޷転は、合併ࢉ定ସの期間中にとどまり、規໛の経済によるϝ

Ϧοトも認められないとする研究者も多いとする。

そのうえで、「このஈ֊での『合併の効果』を論じ決めつけることは適当とは考えられない」

としながらも、「合併市町村において、人口減少、少子化、高齢化、ब労人口の減少、地域࢈業

の変化など、決して合併に൐う事ฑではないが地域的な変化は激しさを増している」中にあっ

て、「合併時に発想された様々な課題についてのϝϦοトやデϝϦοトの状況は見௨すことがで

きる時期をܴえているのではないだろうか」とする。

６．注目される住民自治組織
合併の弊֐に対し、地域の住民自治組織として、小ֶߍ区ごとに自治区を設けることや、旧市

町村୯位の地域৹議会を活用したり地域ৼڵ局を設置したりすることが提Ҋされてきた。広島県

高ٶ町には、町内８地区୯位に、「ԕくなった役場」の代わりに自然発生した「地域ৼڵ会」と

行がまかされてࣥࢉばれる自治組織があり、会අと町からの助成で年間100万円～400万円の予ݺ

いる。また京都府のඒࢁ町は住民で構成される地域ৼڵ会とともに地域の自治を۷りىこそう

と、旧５村すべてに地域ৼڵ課長を配置して支所業務を始めている。北九州市やๅ௩市ではֶߍ

区がまちづくりの୯位となっている。ࣛ児島県ࡩ島市は、住民と意見を交換する「市長とޠる

会」や、住民らによる「地域コϛϡχテΟ協議会」を設置し、議員がいなくても住民の声を行政

に൓өさせる仕組みを࡞っている。長野県南部の旧上村は2005年10月、൧田市と合併した。当時

700人いた人口は、今年２月時点で362人に半減した。しかし、４つの自治会などでつくる市ಠ自

の制度「まちづくりҕ員会」が意見を取りまとめ、市に伝えている。
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ઌ述のຟ口ࢯは、「旧市町村を୯位とする地域の歴史や事情を可能な限りଚ重し、これまでの

地域のまとまりを活かす行政ӡӦを優ઌする」こと、「本所（本ி）の役割を総合調੔など限定

的に考え、地域ごとに総合支所や事務所を配置し、その地域での事務事業のࣥ行に必要な財ݯと

人員を配置する、いわΏる地域݁׬型の行政ӡӦを行う」ことを提Ҋし、「地域におけるコϛϡ

χテΟの維持と発లが可能となる仕組みには、配ྀが必要」であるとする。そのうえで、「合併

後の地域自治の充実は、極めて重要である」ことを強調し、地方自治法改正で導入された地域自

治区が঺հされ、「୯に合併前の旧自治体への配ྀというだけではなく、住民自治の充実強化を

ਤろうとしていること」に஫目する。地域自治区を、「合併による旧自治体へのؼଐ意識がബ

れ、地域力が低下しているという「合併の最大のデϝϦοト」の「ࠀ෰に、有効な方策」である

として、「地域自治区が置かれ、住民参ըを前提として਎ۙな事務事業の企ըや実施を୲いಘる

総合支所・事務所が望まれて」おり、「地域に;さわしい様々な方策」や住民の要望をฉき入れ

た「協働」が実現できる、そしてあわせて地域予ࢉの配分制度を提Ҋする。

合併で「過ૄ化」する行政のすき間を਎ۙな自治組織でຒめていかなければならないというこ

と、しかも、そこに何らかのかたちでの住民の関与・参ըをٻめ͟るをえないということになれ

ば、それは国家統治の຤୺を構成する「行政村」としての自治から、住民自਎が自主性・主体性

を発揮してӡӦする分権型自治へと転換を進めるܖ機にもなりうる。

多くの市町村が国の༠導・強制のままに合併し、合併効果を要ٻされてコストμウン、効率化

とͻきかえに自治体としての「姿、かたち」を失っていくという危機、つまりは地域の生活・社

会ج൫を維持するという自治体本来の機能が失われΏく危機に面して、その危機のなかで、いや

危機だからこそ、国が最ऴ的にԡしつͿしてしまおうとする戦後自治の理೦を自治体・住民の側

から۩体化し、日本の自治の๛かな発లをͻらく可能性、機会が๚れている。

７．第二次安倍政権以降の地方創生政策への評価
地方の人口減少ࠀ෰と東京一極集中のੋ正を目指し、政府が地方創生をスタートさせたのは

2014年である。人口減少のࠀ෰や東京一極集中のੋ正を目ඪとした「まち・ͻと・しごと創生

法」が2014年に施行され、本格的に地方創生の取り組みが始まってから10年༨が経過した。

地方創生政策のഎܠには、「全国896の自治体が消滅する可能性がある」として、全国の自治

体をγョοク・υクトϦンのように人口減少対策にۦり立てた、日本創成会議の「ストοϓ少子

化・地方ݩ気戦略」、いわΏる増田レポートがある、人口減少によって消滅しないよう、各都

市、地域は、来๚者਺やډ住人口などをୣい合う競争を܁り広げてきた。多くの自治体は;るさ

とೲ੫のような仕組みを௨じて、๡しいύイをୣい合ういびつな競争にものめり込んできた。し

かし、規制を؇和して都市部の大規໛開発を進める๣らで、移住ଅ進というのも無理があった。

地方創生は地方への移住を重視したため、自治体間の人口争ୣをଅすにとどまり、「東京集

中」に歯止めをかけられなかったし、全体の出生率向上につながっていない。人口が減少し、地

方を中心に世ଳ਺の減少が急速に進む現状に歯止めはかかっていない。政府は、雇用創出や移住

などをج本目ඪとする総合戦略を閣議決定し、自治体にも਺値目ඪを੝り込んだ計ըの策定をٻ
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め、それに応じて配分する「地方創生推進交付金」を2016年度から毎年の当ॳ予ࢉに1
000ԯ円

を計上し、自治体へ交付してきた。しかし、交付金をಘた΄とんどの自治体は、雇用の創出や出

生率の向上という地方創生の目ඪにۙづけていない。省ி事業の無ବをνΣοクする「行政事業

レビϡー」では、17年度、22年度の２度にわたり外部識者から「ൈ本的な改善」が必要だと指摘

され、廃止をٻめる声も上がっている。財政制度等৹議会は24年度予ࢉฤ成のݐ議で「ઌۦ的・

優良事例は示されていない」と指摘している。国の交付金を֫ಘすることが自治体の目的にな

り、申੥に必要な事業計ը書の策定をコンサルタントにґཔするケースは少なくない。բϲ関と

の交বにたけた在京コンサルの受஫が増え、交付金そのものが݁局は東京にؐ流しているともい

える。

政府が配るお金に自治体が܈がる構ਤが定ணし、コロナ危機も経て進んだのは地方の自立では

なく国へのґଘだったともいえる。本来、国と自治体は上下主ैではなく対等協力の関܎であ

り、国から自治体への交付金、それをૂうコンサルタントを中心としたट都ݍの民間企業という

構ਤを変えるためにも、地域のことは地域で決めるという考え方で権限や財ݯを自治体に移すこ

とが重要であった。

地方の抱える課題はෳࡶで、ଉの長い実ફがٻめられるものばかりであり、ॲ方ᝦもそれぞれ

の置かれた状況が異なるのであるから、地方によって異なるのは当たり前である。そもそも国が

ը一的手法でضをৼり、地方がैうਤࣜでは限界があった。ը一的・集権的な対応ではなく、現

場と住民の声を活かした、多様でॊೈな分権的な対応が大事である。自治体と住民が主体にな

り、国は後方支援と全国的課題にపするという役割分୲を確認すべきである。

人口減少や地方の疲弊は、外धґଘや大企業のར益確保を優ઌする経済発ల追ٻの݁ؼでもあ

る。人口減少のࠀ෰、地域経済の活性化というのなら、格差拡大、大企業優ઌのアϕϊϛクスと

はٯの発想がٻめられる。若い人が流出するのは、ັ力ある安定した雇用が๡しいからである。

賃金などの待۰にஉ女差が࢒り、޷待۰をٻめて地方を཭れる女性も多く、「共働き・共ҭて」

の実現が少子化に歯止めをかけるݤを握る。政府の少子化対策には、上がらない賃金や不安定な

雇用など、ະࠗ率増加のഎܠにある社会全体の構造的な問題へのղ決策が決定的に欠けている。

仕事や生活の不安定さ、将来が見௨せないことが、݁ࠗや子どもを望む人がر望を׎えられない

社会になっているݪ因の一つであるにもかかわらず、そこにޫを当てた対策は不十分なままであ

る。「人生前半の社会保障」とݺばれるが、若い世代への雇用や住୐、あるいはڭҭなどへの支

援が、日本は国際的に見ても手ബ。移り住もうとࢥっても仕事や住୐が確保できるかという現実

的なϋーυルがあるので、それをղ消する支援策も必要となる。若い世代がいつまでも安心、շ

適に࢈みҭて働き続けられる環境࡞りが大事である。若者のࠗҽ増、出生増を目指すのであれ

ば、取り組むべきは、雇用のྼ化を食い止めることであり、賃金・労働条件の向上とともに、若

者が「働きたい」とࢥえる環境を࡞ることがٻめられる。若い世代の雇用の改善に൐う所ಘ向上

は、消අの活性化にܨがり、経済ৼڵにもࢿする。ڭҭ、雇用、住୐、移住等、あらΏる分野に

おける若い世代への支援強化が必要である。子ҭてや高齢者福ࢱに力を入れているなど、ັ力を

。り出している自治体は人口が増えている傾向にある࡞
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2024年は、まち・ͻと・しごと創生法が施行され、地方創生の取り組みが本格的に始まってか

ら10年の節目をܴえたことから、政府は「地方創生10年の取組と今後の推進方向」の取りまとめ

などを行った。そこでは、東京一極集中の「大きな流れを変えるには至っていない」とする総括

をまとめている。

８．人口減少の克服から、適応し、希望に
地方創生は、人口減少に対߅して、いかに人口減少をࠀ෰して人口を増やしていくのかに主؟

をおいてきた。しかし実際、東京ݍへの人口流入や人口減少には歯止めがかからず、各自治体・

地域も人口のୣい合いになっている。地域のਰୀにもഥंがかかっている。

ύーιル総合研究所の中ມ良ଠ研究員は、地方創生が「人口減少・ࠀ෰」から「人口減少・適

応」の新たな局面をܴえたとする。人口という「ྔ」の維持・回෮を追いٻめることの限界を指

摘し、「これからの地方創生で問われるのは、『いかに人を増やすか』だけでなく、『今いる

人々が、いかに心਎ともに݈߁で、創造性を発揮し、幸せに働き続けられる社会を構ஙするか』

といった問いになる」として、「人口減少を൵؍的にଊえるだけではなく、その現実を直視し、

自らの地域ならではの๛かさをຏき上げていくこと」を強調する（「地方創生は人口減少『ࠀ

෰』から『適応』の局面へʕ地方のこれからを考える新たなཏ਑൫」）。

広Ҫ良య京都大ֶ名༪ڭतは、「人口減少社会をر望に」の中で、「人口が増えていた時代

は、じつは無理を重ねていた部分があったのではないでしΐうか。そこを見直して、本当の๛か

さに向けた新しいスタートを੾るときというのは、ちΐうどࢲたちが立っている今ではないか」

として、高齢化率がピークをܴえる2060年に向けて、今後は増えてくる「地域ີண人口」が重要

だとするとともに、「௟कの৿・自然エネルギーコϛϡχテΟ構想」をଧち出した。人口減少を

。望にするべく新しいスタートにすべきだというのであるر

人口減少下、地方を中心に働き手が減り、多くの地域のਰୀが進み、地域࢈業のਰୀ、ब業機

会の縮小、不安定ब労・低賃金労働の拡大、公共サービスの縮小、財政危機、地方都市のۭಎ化

等の一連の事৅がෳ合的に生じ、日本社会は持続可能性を失うおそれがあり、地域の࠶生はۓ٤

の課題である。たとえば病院や਍ྍ所の経Ӧはݢฒみ厳しく、地方の生活維持に欠かせない公共

交௨手ஈも持続可能性が危Ϳまれている。

一方、人口減少は、௨ۈ地ࠈのղ消やより広くて良質なډ住ۭ間の੔උ、公園や྘地の増加な

ど、「経済活動のための都市」から「生活のための都市」への転換のνϟンスとなるかもしれな

い。ۭき地や޻場੻地などのۭ間を公園や྘地、市民೶園に転換し、྘๛かなまちづくりを実現

する。غ์࡞ߞ地を৿に໭したり、࿝ٺ化して不要になったμϜをఫڈして自然のՏ川に໭した

りといった、新しいタイϓの公共事業に目を向け、自然との調和を回෮する可能性もある。人口

減少社会は、成ख़社会でもある。人口過ີが؇和されるため、๛かさを実感できるまちづくりや

住環境を実現しやすくなる。成ख़した定ৗ社会に;さわしい落ちணいた都市計ը・まちづくりは

生活の質を高めるνϟンスともなりえる。そのためにも、人のつながりを活かし、さま͟まな立

場の当事者が主体的にかかわって課題をղ決していく必要がある。
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国立国会ਤ書ؗが2024年度に開࠵した国際政策セϛナーのテーマは、「人口減少局面の地域の

持続可能性」であった。セϛナーでは、人口減少下でも地域の活力を維持するための方策とし

て、地域ݯࢿの有効活用、住民参加型のΨバナンス構ங、デジタルٕज़を活用したサービス効率

化、広域連携による機能補׬などの۩体的な取り組みについて検౼が行われていることが঺հさ

れた。また、国際比ֱの؍点から、同様の課題に直面する他国の政策動向や成ޭ事例についても

分ੳが加えられている。

全国஌事会は、2025年11月の提言で、「当面の間、地方の人口減少は深刻な状況が続くことは

ආけられない。人的ݯࢿ全体のׇރが進むなか、人口減少を前提とした社会機能を維持していく

ことが可能な体制を੔える必要があり、『スマートγϡϦンク』の視点を取り入れた社会機能・

行政機能の࠶構ஙや公共施設の統廃合もؚめて検౼を進める必要がある」として、「ݡく縮む」

発想をଧち出した。そして、「住民への行政サービスの直઀の୲い手である市町村職員の減少の

課題には、国及び都道府県が主体的に関与していく必要がある。併せて、行政サービスਫ४の見

直しや民間からのサービスのߪ入など新たな行政機能の在り方もؚめて検౼するとともに、サー

ビスの受け手である住民に対しても意識の変革をଅす必要が」あるとした。そのうえで、「各市

町村が人ࡐやݯࢿを有効に活用し、地域の特৭あるಠ自の取組に஫力できるよう、都道府県がよ

りੵ極的に関与・ݙߩしていくにあたり、必要となる都道府県の権限の見直しなど、国・都道府

県と市町村との間における役割分୲を࠶定義すること」をٻめた（全国஌事会「地方創生・日本

創造への提言」 2025年11月26日）。26年１月に発足したୈ34次地方制度調査会では、「人口減

少により深刻化する人ࡐの不足やภ在、デジタルٕज़の進ల等の課題に対応し、将来にわたり、

地域の特性に応じて、持続可能かつ最適なܗで行政サービスを提供していくため、国・都道府

県・市町村間の役割分୲、大都市地域における行政体制その他の必要な地方制度の在り方につい

て」調査৹議されることになった。

2015年̕月の国連サϛοトで4%(T（エス・デΟー・ジーζ、持続可能な開発目ඪ）が採択さ

れた。17の目ඪのうち地域にとって最も関܎の深い目ඪが、目ඪ11「住み続けられるまちづくり

を」である。公共交௨、大気など環境や֐ࡂへの対応など、10を超えるターήοトが設定されて

いる。「地方公共団体は、住民の福ࢱの増進をਤることをج本として、地域における行政を自主

的かつ総合的に実施する役割を広く୲うものとする」（地方自治法ୈ１条の２）とされている。

福ࢱの増進が自治体の೚務である。自治体の共同体的機能、セーフテΟネοト機能を発揮・発ల

させ、ݑ法ୈ13条の幸福追ٻ権、ୈ25条の生ଘ権を地域から۩現化していく必要がある。生活イ

ンフラ、Ϣχバーサルサービスをどこに住んでいても維持し、持続可能な暮らしをकるため、人

口が減っても、地域に安心をもたらし、住民の福ࢱの増進をどうਤっていくかに஌ܙをߜらなけ

ればならない。自治体が、住民のχーζを充たし、地域経済を支え、住民の意ࢥを൓өした質の

高い公共サービスを提供できるよう、਎ۙな自治体に可能な限り権限・財ݯを移ৡさせ、地域が

自主性と自཯性を発揮できるਅの地方分権・地域主権改革を進める必要がある。֐ࡂの多発化や

新型コロナウイルス感染症の拡大等を受けて、自治体職員の人員不足はますます深刻な問題と

なっている。総人件අ཈制策を転換し、自治体に十分な人ࡐと財ݯを確保する必要がある。
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いまだに日本の都市計ըや経済政策は、経済成長と人口増を前提とした高度成長期の発想から

さ΄ど変化していない。「大規໛、集中、άローバル」を追ٻしてきた日本の経済構造を、低成

長と人口減少、気ީ危機や自然֐ࡂの激ਙ化、経済の成ख़化の時代に;さわしい持続可能な都市

計ըやまちづくり、住୐政策へと転換し、「小規໛、分ࢄ、ローΧル」の視点を重視する必要が

ある。地域のݩ気を取り໭すことが日本全体をݩ気にする。地方分権、地方分ࢄを推進し、東京

一極集中をੋ正し、Ϧスクを分ࢄし、ເとر望が持てるসإあ;れる持続可能な地域社会を創る

ことがٻめられている。地域の住民が生ଘをकり生活の質を上げるために連ଳし、地域のݯࢿを

生かしながら、若い世代を支えて、地域がܧ続していくことを中心に考え、公共サービスの持続

可能性を追ٻし、成長や拡大に対応したまちづくり戦略を転換し、うまく縮小していかにくらし

の質の高い社会をつくるかをあきらめてはならない。

９．地域の担い手の確保
೶協なども統廃合され、೶業などの生業支援、ചళやΨιϦンスタンυなどの事業活動や金༥

機能も地域から失われている。「平成の大合併」によって役所も地域からఫୀし、地域内の人口

減少を加速させている。そうした中、人口減少に対応し୲い手を確保するには、女性、障がい

者、高齢者、外国人をؚめたそれぞれの地域の人ࡐが活༂できるようにする必要がある。そのた

め、உ女差別・格差のੋ正、定年Ԇ長、障がい者の雇用ଅ進、人権をଚ重した外国人労働者受け

入れ等も必要となっている。地域にຒもれた人の活用をਤり、障がい者の力を引き出して社会に

参加できるようにすることがٻめられる。「期間の定めのない雇用」「直઀雇用」をج本とする

「人間らしい働き方」を取り໭すことは、格差と貧困をੋ正し、社会保障のڅ付を節約するとと

もに、社会保障の支え手や地域活動の୲い手を増やすことにつながり、働く者の所ಘの増加は、

̜̙̥の６割ۙい個人消අを活性化させ、地域の活性化にもつながる。

まちづくりは人づくりでもある。地域の୲い手として、人への౤ࢿ、法人・組合等への支援を

行い、多様な୲い手をҭ成、確保する。地域おこし協力ୂ、೶業等への参入支援をはじめ外部

人ࡐの活用、̪・̞・̟ターンにより、;るさと回ؼがすすめられてきた。移住した「定住人

口」、ޫ؍に来た「交流人口」、「二ڌ点地域ډ住」に加え、地域や地域の人々と多様に関わる

「関܎人口」が地域づくりの୲い手となることが期待されている。国は、政府関܎機関の地方移

転や企業・大ֶの地方分ࢄに加え、都市と地方の新たな݁び付き、人ࡐの交流・॥環・݁び付き

をଅ進し、地方への新たな人の流れの創出に向け、「関܎人口」のྔ的拡大・質的向上（実人਺

1
000万人、Ԇべ人਺１ԯ人）をめ͟している。今ൠ、関܎人口の拡大と個性を活かした地域づ

くりを進めるべく、住所地以外の地域にܧ続的に関わる方々をొ࿥し、地域の୲い手確保や地域

経済の活性化等につなげる仕組みとして「;るさと住民ొ࿥制度」を創設することにしている。

地域の関わりやつながりを持ちたい方、地域を応援したい方をੵ極的に支援する必要がある。

地域で非Ӧརの事業体をৼڵする必要がある。طଘの商޻会議所、商޻会、ޫ؍協会、೶ྛړ

業組合、消අ生活協同組合、೶業生࢈法人、γルバー人ࡐセンターをはじめ、̣̥̤、特定地域

づくり事業協同組合、労働者協同組合、地域商社等と೶商޻の連携による地域の活性化をਤる。
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公共機関の地域からのఫୀがすすむ中、༣ศ局は地域の生活を支えるよりどころとなる。༣ஷ、

؆保ࢿ金を有効に活用して、地域経済の活性化に役立てると同時に、全国２万４千局の༣ศ局ネοト

ϫークの強みを最大限活かし地域の期待に応えていくようにする。あまねく全国にଘ在する༣ศ

局と自治体等の連携により、地域の「ຒもれたお困りごと」の発۷とղ決支援、༣ศ局と連携し

たങい物支援サービス、༣ศ局を活用した交流ڌ点づくり、みまもりサービス、集落の課題ղ決

の取り組みへの参ըなど地域のॾ課題ղ決やར用者རศの向上を推進することも期待される。

デジタル化、IP5や"Iの活用によって、๛かな住環境づくりをすすめるとともに、テレϫーク

のଅ進など、他の都市の在住・在ۈする人の地域への協力も༰қになる。υローンを࢖ったଌྔ

や೶ༀࢄ෍、「Φンライン਍ྍ」やి子書੶ਤ書ؗ、ロϘοトを࢖ったհޢや޻事をすることが

できる環境を੔උすることは、住み心地の改善や重労働のܰ減、人手不足対策にܨがるであろう。

2020年に創設された特定地域づくり事業協同組合の設立の動きが各地で広がっている。人口の

急減に直面している地域において、೶業やړ業など地域࢈業の୲い手不足をղ消するため、都道

府県஌事の認定を受け、地域内の事業者への労働者೿ݣ事業を届出により行えることとするもの

であり、2030年̏月31日までԆ長されている。野ౘからは、本当に地域でؤுりたい人のために

なっているのか、地ݩの雇用主が半分しか出さずに公අ助成を受けて都合がいいときだけ雇う制

度になってはいないのか、市町村が必要というのなら正規の職員として雇うべきではないか、い

つまでも公අを出し続けるのはどうなのか等の意見が出されていた。安定した雇用創出によって

地域外からの定住ଅ進という目的ୡ成も道半ばである。

2022年には、労働者協同組合法の施行を受け、働く人ͻとりͻとりが主人公となって力を合わ

せ、お互いを認めあい、支え合いながら、持続可能な地域のະ来を自分たちの手でつくっていく

働き方である協同労働を実ફする新しい法人格としての労働者協同組合がスタートした。労働者

協同組合は、ࣜג会社とは異なり、Ӧརを目的とせず、保ҭ園、ֶಐクラϒ、਌子ͻろば、์課

後等デイサービスなどのӡӦをはじめ、障がい者支援事業、高齢者福ࢱサービスやհޢ予๷、生

活支援など高齢者関連事業、生活困ځ者や生活保ޢ受څ者等の生活・家計૬ஊ、ब労܇࿅、ֶश

支援、ݐ物・施設総合؅理事業、࠶生可能エネルギー事業、安心安全な食の提供、ߞٳ地を活用

した೶業、自െ型ྛ業、地域若者サポートステーγョン事業など若者自立支援事業など、安心し

て暮らせる地域をつくる事業を行っている。ް生労働省によると、2026年１月時点で177の労協

が立ち上がり、組合員਺は１万人を超えた。協同労働は、働く者同࢜の協同、ར用者・家଒との

協同、地域との協同の「̏つの協同」という視点を大੾にしているとされ、これからも地域のた

めの事業体として成長していくことが期待される。

総務省は最ۙ、地域ӡӦ組織づくりに力を入れている。公表されている地域ӡӦ組織は全国で

7
700以上あるが、主たる構成員は自治会・町内会や民生ҕ員・児ಐҕ員となっており、８割以

上が市区町村からの助成金・交付金等を収入ݯとしている。地域ӡӦ組織をさらにてこ入れする

ため、2024年の地方自治法改正で導入されたのが「指定地域活動団体」である。自治会などの地

ԑによる団体、̣̥̤法人などといった地域社会における多様な主体を想定し、中ֶߍ区や旧市

町村などの一定の地域において、高齢者の見कりや子どものډ場所づくり、環境ඒ化、๷൜活動
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など、地域社会の維持及びܗ成にࢿする共同活動を行う団体・組織のうち、法཯や条例で定める

高い公益性や民主性に関する要件をຬたしている団体・組織を市長村長が指定し、支援する仕組

みである。行政財࢈のି付やਵ意ܖ約による事務ҕ託に関して、஄力的なӡ用を可能とする特例

が設けられる。しかし、議会の関与がうすいままであり、ट長のዞ意的な൑断でਵ意ܖ約、行政

財࢈のି付が行われる等ट長との༊ணもݒ೦されている。ಁ明性や公正性はどう୲保されるの

か、自発性や直઀性にັ力がある地域活動を行政活動の一環に組み込まれ下੥け化されること

や、お๽付きのある団体とそうでない団体とが差別されないかといった心配もある。指定の有無

にかかわらず、地域住民が中心となってܗ成され、地域課題のղ決に向けた取り組みを持続的に

実ફする団体に対し、市町村が十分な支援を行う必要がある。

ઌの自治法改正では、「市町村は、ૅج的な地方公共団体として、その事務をॲ理するに当た

り、地域の多様な主体の自主性をଚ重しつつ、これらの主体と協力して、住民の福ࢱの増進を効

率的かつ効果的にਤるようにしなければならない」（ୈ260条の40）とされた。かつて内務省は

1940年̕月11日の「部落会町内会等੔උ指導に関する܇令」において、「部落会」「町内会」組

織を設置するとともに、市町村長を中心に町内会・部落会長、同࿆合会長、各छ団体代表者から

構成する「市町村ৗ会」の設置を義務づけた。「市町村ৗ会」は、毎月一回、市町村内の行政、

化、ॐ後ไ公などの全体的なӡӦを協議する機関とされ、町内会・部落会の上部ڭ、業、経済࢈

の指導組織と位置付けられていた。現代൛の「市町村ৗ会」に変質しないかといった点にはཹ意

する必要がある。

立ݑ民主ౘの੨年組織である「りっけんϢース」は、2024年度の政策提言として、「主役は

地方創生。ŉをテーマに、自治会の活性化について取り組んだ。「りっけんϢース」には地、ࢲ

方在住者や、もとは地方に暮らしていた上京者などが多く在੶しており、現在の地方の抱えるॾ

問題に強い危機感を֮えていることからこのテーマをબんだとのことである。地方には、「長期

的には、過ૄ化や人口流出などの問題」があり、「୹期的には公共交௨機関の縮小や雇用の減少

などの問題」があると指摘し、「地方のਰୀの問題は都市の過ີ化、国౔の保全といったような

問題とも表ཪ一体であり、都市を࠶生しັ力ある地方を創生させることが他の関連するॾ問題を

ղ決する糸口にܨがる」という。10年間の「地方創生」については、「ࢲたちの実感としてその

効果を感じることは出来なかった」ことから、「新しい取り組みがٻめられている」として、

「今を生きる人たちそして次の世代の人たちがշ適に過ごせる社会を࡞っていくこと」「若年૚

の多くが暮らす地方を創生し、より住みやすい環境を࡞っていくこと」の重要性を強調してい

る。そして、全国各地様々な場所にภ在している自治会のଘ在にண目し、自治会への加入率を上

げるために、ղ決に向けた方向性としてデジタル化を活用した自治会の維持と活性化のための政

策を提Ҋしている。

町内会や自治会の機能不全や持続可能性が課題となっている中、若い世代から、「ࢲたちの理

想社会に向けて、まず自分たちの市町村の自治会の状況を஌り、ࢲୡがどのようなことができる

かを考えていくことから始めていきたい」「各地域で財政状況も、人的༨༟もҧうからこそ、国

による全国的なバοクアοϓを行いීว的なサービスとして、その地域の人々を受け入れる地域

− 24 −



コϛϡχテΟを支援する必要がある」というような問題意識で、地域の問題をଊえղ決をਤろう

としている動きが出ていることにもっと஫目していきたい。

೦なことに、都市部を中心に、もっͺら自治体・行政サービスの受け手ʕ市場経済的にい࢒

えば「٬ސ」であるとする意識や、行政・議会の動きを外野੮から๣؍するか、せいͥい評論す

るだけの٬؍的なかかわりが広がっているようにもࢥえる。当事者感֮といってもいい住民の主

体意識、行政と住民との連携が自治を支え、創造する欠くべから͟るج൫である。こうした༕う

べき状況をଧ開し、住民間の議論をىこしていくためには、とりわけ自治体労働者の果たす役割

がきわめて重要になっている。事情にৄしい自治体労働者の側から各छの住民組織に働きかけて

議論のタネをまいていくためのキーύーιンになりうる。地域の生活を支えているさま͟まな自

治体業務の現場で働く立場から、また、そのなかでつちかわれた専門性を活かしながら、住民と

の共同・協力関܎をੵみ上げ、ஙき上げる౒力がٻめられている。

一方、自治体労働者をはじめ現役を引ୀしたୀ職者・0#が地域で活༂する機ӡと意義も高

まっている。ٶ崎県では、「৐って࢒そう、おらがの;るさとバス」ということで、「;るさと

バスをकるٶ崎県民の会」がバス路ઢをकろうと、Ԋઢ自治体にଘ続の要੥活動を続けるキϟラ

バンୂを発足させるなどの取り組みを続けている。「県民の会」は自治労や地域のバス会社のٶ

崎交௨労組をはじめ県労組会議ࡿ下の労働組合やୀ職者会、ਛଁ病のױ者団体など市民団体に

よって構成されている。自治労やٶ崎交௨の0#も活༂している。要੥行動の४උや調੔を自治

労組合員が୲うことで、自治体に対する働きかけがスϜースに進んだという。このようなԣ断的

な౒力の上に構想される新しい交௨政策ӡ動がバスサービスの࠶生に不可欠だと考えられるし、

他の分野でもୀ職者・0#が現役時代の஌識や経ݧ、つながりを地域で活かすことがもっとٻめ

られてくるのではないか。

コロナՒと地方創生10年を経て、自分らしい暮らしを୳る若者世代など、地方移住が活況をఄ

している。このݯ流が、団塊の世代を中心に、地方暮らしというબ択ࢶを提Ҋし、それを地域࠶

生につなげることを目的に始まったのが「;るさと回ؼӡ動」である。分ࢄ・分権型社会をࢤ向

し、地方移住こそが、生きるر望のある社会を構ஙし、次の時代へと持続可能なܗで引き͙ܧこ

とになる。બ択と集中ではなく、回ؼと分ࢄがٻめられているという。スローライフをָしみな

がら、地方の活性化と࠶生のために、都市生活者の஌ܙと஌識と経ݧを役立たせることにもな

る。中央と地方、都市と地域が、この国の創生をテーマに交流を深め、活性化をめ͟す意ຯもあ

る。「;るさと回ؼӡ動」の進లも期待される。

10．最後に
ୈ29次地方制度調査会ҕ員であった全国町村会長のࢁ本文உࢯは、「『合併して良かった』と

いう声は΄とんどฉこえず、むしろ、『住民と行政とのڑ཭がԕくなり、周辺部がऐれ、地域間

格差が拡大した』というのがこれまでの合併の実情ではないか。また、中には、人口と面ੵのず

れが拡大し、むしろ行政の効率的ӡӦが困難になったところ、役所組織のॎ割りが進み、住民と

のڑ཭が拡大したところもあり、合併が住民自治の拡充とはཪෲの݁果をもたらしている側面が
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あることにཹ意すべきである」「平成の合併の本質は、いわΏる੢ඌࢲҊに対するکえと地方交

付੫の大෯࡟減による将来への不安、都道府県の理೦なき指導が多くの町村を合併へと追い込ん

だところにある。合併によってਰୀしていく周ԑ部の実ଶ、غ์࡞ߞ地の推移、公共・公益施設

の統廃合の状況など地域の文化的࢈ࢿや׳श・伝統に与える影響など、国策による大規໛な合併

が人々の暮らしにどのような変化をもたらし、どういった影響を及΅していくかは、少なくと

も、今後さらに20年以上待たなければわからない」「合併がもたらした弊֐の一つは、行政の目

が行き届かなくなり、集落の暮らしの安心感が失われつつあることである。全国の市町村が「総

合行政主体」に合கするまで合併を続けるか、『総合行政主体』に期待される事務をॲ理できな

くなっている小規໛な市町村をૅج自治体の性格を失いつつあると見て、別ѻいにせ͟るをಘな

くなる。『総合行政主体』という見方には、市町村を人口規໛から合規格、規格外に区分けして

いくという発想がみられる」「小さな自治体では、職員が集落の中֩になり、大事な行事には村

中が総出で当たるなど、『行政と住民との協働』は日ৗ的である。住民をؚめた『地域力』を総

合的に見ない限り、小規໛自治体の能力を൑断できるものではない。それぞれが抱えている地域

のॾ事情に配ྀしあい、力の足りないところを互いに補いながらؤுっているのが地方の実ଶで

あり、そのことをこそ正当に評価すべきである」「どの地域においても、国民一人ͻとりが安心

して暮らすことのできる国౔の多様な姿に見合った多࠼なૅج自治体のଘ在こそが地方自治本来

のあり方である」「少子・高齢化の進లや人口流出などによる地域社会の変๴が、人々の暮らし

や役場の行政体制の維持にどのような影響を及΅すかを見௨し、地理的条件のҧいなどに応じて

બ択可能な、有効・適੾な広域的連携の仕組みを検౼することこそが将来に向けた課題である」

と指摘した。「平成の大合併」ऴྃから15年ۙくたった（「自治体のあり方等についてૅج」）

今だからこそ、ࢁ本ࢯのܯ৊が実感を持って受け止められる。

まちのにぎわいと活力のݯ泉は、そこで生活し、集う人々の݈߁と安全の確保にあり、݈߁・

ҩྍ、ֶߍ・保ҭと連携した「まちなかづくり」が重要である。病院・հޢ施設、ֶߍ、保ҭ所

等を地域のインフラとして੔උする。ҩྍ・福ڭ、ࢱҭ・子ҭてで地域活性化をਤり、地ݩで、

お金・ݯࢿが回る仕組みをつくる。お互いにإが見える生活ݍである「地ݩ」から世界を創り直

すことが暮らしの๛かさにつながる。田ࣷの「ີ」、ごۙ所付き合い、世࿩人、お節հといった

長所を生かしていこう。

「地域の࠶生のためには、そこで生活する人の多様性をଚ重し、住民自治と団体自治により、

地域から人権保障と民主主義の実現を目指す住民自らの取り組みが不可欠である」（日本ห࢜ޢ

連合会「地方自治の充実により地域を࠶生し、୭もが安心して暮らせる社会の実現をٻめる決

議」、2021年10月）。住民自਎が主役となり、住み׳れたまちで、いつまでも安全、安心、շ適

に暮らせるようにしていくことがめ͟すべき地域の࠶生である。ਰୀする地方の実ଶは、対症ྍ

法が効かない΄ど深刻だが、ղ決策は、ັ力ある地域をどうつくっていくかにある。問われてい

るのは社会のあり方であり、長続きさせたい暮らし、地域、社会を取り໭すことが大事であると

いえよう。

自治は市民から出発し、地方自治はӡ動で๛෋化される。持続可能なそれぞれの地域を࡞るた
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め、人と人のつながりがرബになってきたが、人と人との連ଳの力、人間力を取り໭していく活

動がٻめられる。まちづくりの主人公である住民自਎の行動、地域を最もよく஌っている住民が

中心となって地域の将来をしっかりと見つめ、考えることに期待したい。一人一人がどう生きて

いきたいか、そのためにどんな社会を࡞るのかをみんなで議論し、どう考え行動していくことに

地域のະ来はかかっている。

【参考文献】

国土交通省「国土のグランドデザイン2050」（2014年７月）
「平成の市町村大合併の理念と展望」（ぎょうせい『全国市町村合併地図』、2001年８月所収）
経済同友会「自ら考え行動する地域づくりをめざして―地域主権確立への行財政改革の提言」（2002年

４月）
「今後の基礎的自治体のあり方について（私案）」（2002年11月）
総務省「『平成の合併』について」（2010年３月）
日本弁護士連合会「空き家、地域再生プロジェクトチーム」報告（2019年11月）
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日本創成会議「ストップ少子化・地方元気戦略」（2014年５月）
内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局・内閣府地方創生推進事務「地方創生10年の取組と

今後の推進方向」（2024年６月）
中俣良太「地方創生は人口減少『克服』から『適応』の局面へ―地方のこれからを考える新たな羅針盤」
（2025年10月）。

広井良典「人口減少社会を希望に」（『家とまちなみ』73号、2016年３月所収〉
総務省「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会報告」（2025年６月24日）
国立国会図書館「人口減少局面の地域の持続可能性」（令和６年度国際政策セミナー報告書）
国立国会図書館「人口減少と地域の課題」（令和６年度総合調査報告書）
全国知事会「地方創生・日本創造への提言」（2025年11月26日）
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澤千絵『「ふるさと回帰」という選択』（岩波ブックレット1112号、2025年９月）
りっけんユース「政策提言2024」（2024年12月24日）
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｢地方創生」の10年を振り返って
～「上」からの政策推進で、失敗に～

　� 公益社団法人　新潟県自治研究センター

研究員　岡　田　浩　人

はじめに
2014年、ୈ２次安倍৾ࡾ政権の؃൘政策としてଧち出されたスローΨンが「地方創生」である。

急速な人口減少をࠀ෰すること、東京への一極集中をੋ正すること、を主な政策目ඪとしてܝげ、

政府の国家戦略ϓロジΣクトとして位置づけられた。

۩体的には「まち・ͻと・しごと創生」とশし、地方の雇用創出や人口流出の཈制、݁ࠗや出

子ҭての支援、ັ力的な地域づくりをபとし、政府は「アϕϊϛクス」の一環として位置づ、࢈

け、約１ஹ円規໛の予ࢉを౤じて推進してきた。

しかし、開始から約10年が経過した今、日本の人口減少は止まらず、地方から東京への人口流

出も新型ウイルスՒの一時期をআけば歯止めがかからない状況が続き、地方のਰୀは加速してい

る。ڊ額の予ࢉと時間、手間をかけて行われた「地方創生」政策は「失ഊ」したと൷൑を集めて

いる。

本論では、「地方創生」政策の歴史的位置づけを戦後日本の地域政策の流れの中で考察した上

で、その「失ഊ」の要因を分ੳする。最ऴ的にこの政策が構造的な問題を抱え、根本的なղ決策

を欠いていたことを明らかにする。

１．歴史的位置づけ …… 戦後の地域活性化政策の延長線上にある「地方創生」
2014年に法੔උされた「地方創生」のج本目ඪは４つだった。

①地方に仕事をつくる

②人の流れをつくる

③݁ࠗ・出࢈・子ҭてのر望をかなえる

④ັ力的な地域をつくる

これにجづき、政府は「長期ビジョン」として「2060年までに人口１ԯ人維持」と、「総合戦

略」として2015～2019年をୈ１期、2020～2024年をୈ２期と位置づけ、政策をܝげた。۩体的に

は、年間１ஹ円規໛の地方創生推進交付金、企業൛;るさとೲ੫、移住支援、地域おこし協力ୂ

の拡充、ޫ؍ৼڵ、などがڍげられる。

ୈ１期では地方自治体に「人口ビジョン」と「地方൛総合戦略」の策定をٻめ、約1
700自治

体の΄とんどが提出した。これが後に「բが関の上から目ઢ」と൷൑され、自治体間競争をটい

たとされる手法だった。

ୈ２期と位置付けられた2020年以降は予期しなかった新型コロナウイルスՒの中での政策実施

となった。2021年に発足した؛田政権下では「デジタル田園都市国家構想」に移行し、%9活用
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を強調したが、ج本的な࿮組みは変わらなかった。

その政策推進過ఔでは、ॎ割り行政のഉআをᨳいつつも各省ிの予֫ࢉಘ競争が目立った。た

とえば内閣府が主導するが೶ྛਫ࢈省の೶業支援や国౔交௨省のインフラ੔උがฒ行し、重ෳす

るような予ࣥࢉ行もみられた。

３．「地方創生」10年の総括報告書
2024年６月10日、؛田政権下で「地方創生10年の取組と今後の推進方向」と題する報告書が内

閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局から発表された。そこでは「地方創生」10年の

総括として「一定の成果」が強調されたが、「人口減少の流れを変えられなかった」として「地

方創生」政策のあり方、進め方の失ഊを認めている。

まず、10年の成果として

ㅡ地方創生に関する地域の関܎者の意識、行動の高まり

ㅡ各自治体による主体的な取組の推進（財政支援、人ࡐ支援、情報支援の活用）

ㅡ地方移住への関心の高まり、移住者਺の増加

ㅡ人口に܎る一定の成果

などをڍげている。

しかし、データ上の「失ഊ」はӅせない。総務省の住民ج本台ா人口移動報告によると、2014

年の東京ݍ転入超過は約11万人だったが、新型コロナウイルスՒがͻとஈ落した2023年も約８万

人とੋ正されていない。合計特घ出生率は1.3前後で推移し、国全体での人口減少は年80万人規

໛に加速している。当ॳの政府の目ඪであった2020年までに転出入ߧۉ、出生率1.8については

ୡ成には΄どԕかった。

「報告書」では࢒された課題として

①東京ݍへの過度な一極集中への対応

②少子化への対応

③地域の生࢈年齢人口の減少への対応

④地域ݯࢿを生かし、付加価値を高める࢈業・事業の創出

ᶇ地域における日ৗ生活の持続可能性の低下などへの対応

など10߲目が課題として࢒ったとまとめている。どれも「地方創生」の政策目ඪとしてܝげら

れた「根װ部分」が、いずれも課題として࢒ったとされた。つまり10年間での取り組みに大きな

成果がなかったことがന日の下にさらされたܗとなった。

４．失敗の要因
以下、この間の「地方創生」推進の「失ഊの要因」を考察する。

まずは、政策推進にあたっての設計上の「失ഊ」である。「地方創生」は「人口減少の歯止

め」を大目ඪとしてܝげ、地方自治体への਺ࣈ目ඪをؚめた政策づくりをܝげたが、そもそも少

子化は国レϕルの構造上の問題であり、地方だけの౒力でղ決できない。前述した増田レポート
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は「消滅可能性都市」をઞったが、地方で進む人口の自然減（高齢化）を無視し、社会増（移住

ଅ進）པみとなっていた。݁果として、地方間での人口争ୣ戦となり、東京一極集中へのղ消に

有効な策を生み出すことはできなかった。

ϕストセラー『ະ来の年表』（講ஊ社現代新書）などで஌られるՏ合խ࢘ࢯは2019年の著書

『ະ来の地ਤா』で、「なͥ地方創生はうまくいかないのかʁ」という論ߘをهしている。そこ

でՏ合ࢯは「最大の要因」として「出発時からのϘタンのֻけҧい」と表現して失ഊ要因を分ੳ

している。「安倍ट૬が人口ビジョンの中で『2060年に１ԯ人ఔ度の人口維持』をܝげたこと

だ、これで官྅たちのࢥ考がストοϓしてしまった」と表現。「国家より省益が優ઌされ」「地

方創生とはఔԕい政策までが大手をৼる」こととなった݁果、"I（人޻஌能）やビοάデータ

を活用した「スーύーγテΟ構想」など「インフラ੔උだけでもല大なඅ用を要する」ものまで

予ࢉ化され、「いまさら全国に何か所ݐ設できるというのか」とあきれている。バラマキとॎ割

り行政の弊֐がここでもࢄ見されたのだ。

中央集権的なアϓローνも「地方創生」では限界を見せた。「地域主権」をᨳいながら実際は

「上意下ୡ」の政策推進だった。自治体は交付金にґଘしたܗでಠ自性を発揮できず、コンサル

タントへのؙ౤げもԣ行した。

地域による経済格差も無視された「Քげる地域」を目指す一཯な方向性も、地方のࠞཚを生み

出した。インバウンυध要の高まりも地方によって格差があり、地域によってೱ୶が生まれた。

「にぎわい創出」などの補助金もイϕント中心で一過性のものが多く、持続的なものとは言い難

いものも多くみられた。

前述のՏ合ࢯは人口減少の最大の要因は「子供を出࢈できる若い女性の激減」と܁りฦし指摘

し、その「激減が決まってしまっている以上、日本の少子化は止めようがない」と断言している。

最大の要因である「女性」への政策から目をҳらし、ै来௨りの地方へのバラマキを進め、10

年༨という時間をඅやした݁果、少子化と人口減少を加速させてしまったʜʜこれが2014年から

始まった「地方創生」の総括と言えるだろう。

５．まとめ：地方主体による本来の「地方創生」を
2014年にスタートした「地方創生」は「問題の可視化」には成ޭしたが、根本的な「構造転

換」には至らなかったといえる。その失ഊから見えてくるものは、少子化という国全体のあり方

と方向性にى因した問題へのղ決アϓローνと、ै来型の「中央集権」的な政策推進ではなく地

方から生まれてくる地域活性化へのエネルギーを内แした取り組みの、２つのϕクトルが重要だ

ということである。

本ߘをং文とし、以下、छ田ࢯ、ຟ口ࢯ、ᜊ౻ࢯ、川ࢯݪ、長沢ࢯが、人口減少社会における

地域づくりや労働組合の地域の関わりについて考察を行っているので、各論ߘに೚せたいが、

「地方創生」を取りרく「失ഊ」と「܇ڭ」を、今後の地方創生、地域づくりにいかし、そこに

暮らす住民が主体となり、自らの地域をどうະ来へ方向づけていくか、という議論を大੾にした

いと考える。
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―  拡大から縮小の時代をどう生きる  ―
成長神話を捨て「地域づくり」から

　� 　　　　　　　　　　　　公益社団法人　新潟県自治研究センター

理事・研究主幹　種　田　和　義

少子高齢化、人口減少が日本の課題として提起されてから久しい。しかし、有効な改善策を見

いだせないまま、年間出生数が70万人を切り、65歳以上の高齢者の割合が３割に迫る超高齢化社

会に突入した。高度経済成長期を拡大の時代だとすれば、これから我々は縮小の時代を生きなけ

ればならないということだ。東京一極集中に歯止めは掛からず、地方からの人口流出は止まらな

い。特に若年層の流失は地域の活力を損なう。しかし、いくら人口が減り、高齢化しようが、そ

こで暮らす人々がいる。夢よ再びと拡大の時代を懐かしむだけでは前には進まない。縮小という

現実を正面から受け止め、この時代にどう生きるかを真剣に考える時が来ている。

１．上から目線の増田レポート
2024年、民間の有識者らによる人口戦略会議（議長・三村明夫日本製鉄名誉会長、副議長・増

田寛也日本郵政社長）が、2100年に日本の人口を8,000万人台に安定させる目標と、成長力ある

社会の構築を目指した提言を行った。提言書（人口ビジョン）では歯止めのかからない人口減少

と少子化に危機感を示すとともに、「国民の意識の共有」「若者、特に女性の最重視」「世代間

の継承、連帯による共同養育社会づくり」の３点を挙げ、「未来選択社会（未来として選択し得

る望ましい社会）」の実現が不可欠とした。

未来選択社会とは具体的に「一人ひとりが豊かで、幸福感が最高水準の社会」「個人と社会の

選択が両立する社会」「多様なライフスタイルの選択が可能な社会」「世代間の継承と連帯を基

礎とした社会」「国際社会において存在感と魅力ある社会」の５つを挙げている。

同様の人口ビジョンは2014年に増田氏が座長を務めた、日本創成会議の人口減少問題検討分科

会で提言を行っており、「消滅可能性自治体」として全国896の自治体を上げ衝撃を与えた。し

かし、「消滅」という衝撃的な言葉を用いたショック療法も10年過ぎても効はなさず、人口減少

に歯止めが掛かるどころか加速しているのが現状だ。今回の「新増田レポート」は再度危機感を

訴えたものと言っていい。

新増田レポートでも「消滅可能性自治体」の改訂版を提示している。20～39歳の若年女性数が

2020年から2050年の推計で、減少率が50％を超える自治体を「消滅可能性」としたのである。そ

れによると全国1,729の自治体の４割を超える744自治体が「消滅」の危機に瀕しているとしてい

る。特に人口減少が激しい秋田県では県庁所在地の秋田市を除く、全市町村が「消滅可能性」の

烙印を押された。青森県では県庁所在地の青森市さえ「消滅可能性」に数えられた。

新潟県は30市町村のうち18市町村が「消滅可能性」とされた。市部では村上、胎内、阿賀野、

五泉、加茂、小千谷、魚沼、十日町、妙高、糸魚川、佐渡の11市、町村部では阿賀、田上、出雲
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崎、津南、湯沢の５町と粟島浦、関川の

２村である。若年女性の減少率が７割を

超えたのは阿賀町と田上町だった。

衝撃的な数字ではあるが、２度目とな

ると自治体サイドも「またか……」と

いった感じで、10年前と比べると衝撃度

は大きなものになっていない。人口減少

の要因を地方に押し付け、しかも若い女

性に責任を負わせている感が強いのだ。

言い換えれば上から目線のレポートであ

り、当事者たる地方の人々の共感を得る

ことは難しい。

増田レポートが言うように、このまま

では自治体の運営が難しくなる時が来る

かもしれない。しかし、そこで暮らす住

民が全ていなくなるわけではない。もし

自治体が消滅したら、住民の生活は現実的にどうなるのか。国はどう住民の暮らしを守るための

責任を果たすのか。そこまで突っ込んだ論議がなされなければ、徒に危機感を煽っただけで終

わってしまう。

２．一極集中を加速させた経済最優先政策
全国1,719市町村のうち半数を超える885市町村で過疎が進行しているという。だが、中山間地

域での過疎は昭和30年代からの高度経済成長期にすでに始まっていたのだ。高度成長を支える労

働力として、10代後半から20代の若者が大都市へと吸い上げられ続けた。「金の卵」などともて

はやされた集団就職がそれを象徴している。戦後のベビーブームの団塊の世代が生産年齢に達し

た頃と重なる。日本の社会構造が大きく転換した時期でもあった。

日本の農業を支えていた中山間地から若者がどんどんいなくなった。農業労働力は1955年から

1965年の10年間で403万人減少した。農家の兼業化も進み、青壮年の労働力不足から「三ちゃん

（じいちゃん、ばあちゃん、かあちゃん）農業」という言葉が流行語となった。過疎地域を抱え

る自治体は半世紀以上前から過疎対策と格闘してきたのだ。

増田レポートが危機感を煽っているが、半世紀前には将来的にどうなるかは分かっていたはず

である。だが、国は有効策を打てぬまま手をこまねいてきた。経済成長最優先の至上命題の下、

この問題は常に後回しにされてきたのである。

さらに1980年代の半ばから押し進められた経済のグローバル化が、東京一極集中に拍車をかけ

た。規制緩和など経済最優先の政策が、富も人材も大企業が本社を置く東京に集中させた。一方

で地方経済の基盤であった農林水産業や地場産業が衰退し、地方の疲弊は増していった。しか
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も、平成の大合併で地方公務員の数は３割以上減少した。地方の若者にとって働く場がさらに狭

くなったということだ。

2000年代に入ると小泉構造改革の下、非正規労働者が急増し、若年層の低賃金と雇用の不安定

さにより、「結婚したくても経済的にできない」若者が急増した。若年層の貧困化である。結婚

できない、しない若者が増えれば、子どもが増えないのである。2025年の出生数は約66万5,000

人と推定され、２年連続70万人割れした。戦後のベビーブーム最中の1949年に生まれた子どもは

約269万人であった。時代が違うとはいえ200万人以上の開きは極端すぎるだろう。

また、一人の女性が生涯に産む子どもの数に相当する合計特殊出生率も2024年には1.15と前年

の1.20を大きく下回り過去最低を記録した。特に東京都は0.96と２年連続で1.0を下回った。若者

人口が最も多い東京都がこの状態である。ちなみにベビーブームのころは4.4前後で推移してい

た。少子化に歯止めが掛かるどころか急激に進行しているのだ。国は2023年にこども家庭庁を創

設し、少子化対策に本腰を入れる姿勢を見せ始めたが、遅きに失したというべきだろう。

３．高度経済成長を支えた急激な人口増
高齢化社会の到来でも日本は世界の先頭を走っている。毎年敬老の日に総務省が発表している

高齢者の統計分析2025年版では、65歳以上の高齢者人口は3,619万人で、総人口の29.4％に上り、

高齢化率は主要35ヵ国のうちトップになっている。高齢者数自体は前年に比べ約５万人減少した

ものの、高齢化率は0.1ポイント上回り過去最高を更新し続けている。

高齢化率は1950年の4.9％から年々上昇、高度経済成長期の1970年代までは一けた台だったも

のの、1985年に10.3％と初めて１割台に乗り、バブル崩壊後の1995年には14.8％、団塊の世代が

高齢者入りした2015年に26.6％と急上昇した。2050年には43.2％になると予測されている。

地域別に見ると秋田県の39.5％を筆頭に３位青森県35.7％、５位山形県35.7％、７位岩手県

35.4％とトップ10のうち４つを東北地方が占めている。新潟県も34.3％で13位と上位にいる。

1950～60年代に見られた集団就職など、若者が労働力として東京に吸い上げられた地域と重なっ

ている。この時期、若者の大移動で東京都の人口は100万人近く増加した。地方の高齢化は起こ

るべくして起こった現象なのだ。

高齢化の大きな要因として、戦後の食料事情の改善と医療の急速な進歩により、平均寿命が飛

躍的に伸びたことが上げられる。1950年に男性58.0歳、女性61.5歳だったものが、2024年には男

性81.09歳、女性87.13歳である。75年の間に男女とも25年ほど長生きするようになった。男女平

均の84.46歳は、世界平均の71.4歳を大きく上回り、日本は世界でもトップクラスの長寿国なので

ある。

平均寿命がいくら伸びても、出生数がそれ以上に減り続ければ、人口は減り少子高齢化社会に

なるのは必然なことだ。地方では半世紀以上前からこの問題と格闘してきたが、解決策を見いだ

せないまま時間だけが過ぎてきた。危機感を煽ることより、現実に目を向けるべきだ。危機感を

一番抱いているのは、若者がいなくなった集落で暮らす高齢者なのである。

歴史的に見ると入手できる食料と人口は密接な関係にあった。日本の場合、江戸時代初めの
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人口は1,300万人程度だったと言われている。戦国時代から平和な世の中になり、農業生産力が

向上し、100年後の1700年代には3,000万人台までに膨らんだ。だが、それ以後、明治維新までの

150年間は人口がほとんど増えず、3,000万人前半で推移している。鎖国体制の完全な自給自足の

中では3,000万人が限界だったということだろう。

明治に入り近代化の波の中で、人口は徐々に増え続け、1920年の第１回国勢調査では5,576万

3,053人を記録している。太平洋戦争が終わった1945年は約7,200万人と緩やかな増加カーブを描

いていた。しかし、戦後は急激な上昇カーブを描くことになる。1967年には１億人を突破した。

明治の初めから第１回国勢調査までの50年で増えたのは2,000万人強であるが、終戦から22年

で約2,800万人が増加したのだ。この異常な人口増加の勢いが、世界でも類を見ない高度経済成

長をもたらしたといっていい。

日本の人口は2008年の１億2,808万人をピークに減少に転じることとなる。国立社会保障・人

口問題研究所の将来推計では2056年に１億人を割り、2067年には9,000万人を下回るとしてい

る。日本の人口１億人時代は100年続かなかったということだ。

日本の国土面積（37.8万㎢）からしても１億人は限界を超えていたのではないか。日本と国

土面積が似通っている欧州の各国は、ドイツ（35.7万㎢）が8,410万人、イギリス（24.2万㎢）が

6,960万人、フランス（55.1万㎢）が6,670万人、イタリア（30.1万㎢）が5,920万人である。食料自

給率がカロリーベースで38％、生産額ベースで63％の日本に１億人はやはり多すぎたのである。

人口減少は自然の流れであり、起こるべくして起きているのだ。

４．バラまき支援では解決しない
人口減少のデメリットとして、税収減や高齢化の加速で社会保障費の増加により財政が悪化

し、公共施設等のインフラの老朽化への対応が難しくなり、行政サービスが低下する懸念がある

とされている。人手不足で生活に必要な商品やサービスの入手が困難になるなども指摘されてい

る。また、空き家や空き店舗の増加に伴って、地域コミュニティの機能低下も危惧される。これ

らは地方ではすでに現実のものとして現れている。

しかし、人口減少は悪いことだけなのだろうか。環境負荷の軽減や住環境の改善など生活の質

の向上、格差や競争社会から脱却する社会構造の変革への足掛かりなど、プラスにとらえる指摘

もある。人間が人間らしく生きる道が開ける可能性を秘めているというのだ。高度経済成長期に

起こった劇的な人口増加だっただけに、減り方も激しいものになるのは止むを得まい。そのいび

つさが負の遺産として現れ始めているのだ。人口減少が止められない流れなら、発想の転換が必

要だろう。

全国市長会の少子化対策・子育て支援に関する研究会が2014年に、合計特殊出生率が高い上位

30市にアンケート調査を行っている。自治体の回答は―

「交流のしやすさ、情報の得やすさ」

「昔ながらのゆったりとした地域のつながりが安全と安心となる」

「地域の見守り隊の存在など子育て世帯を包み込む機能を持っている」
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「人の生活の営みが見えることで、家庭における安心感や家族観が幼少期より養われ、そのこと

で出産や多産が幸福につながる風土が形成されている」

「出産、子育てが地域の規範として根付き、将来に向けたライフデザインの実践的な教育機能を

果たしている」

などであった。

また、二世代、三世代同居が多いことや、近隣に子どもを預けることができる両親や祖父母が

いることなど、日常的、緊急的に子どもの面倒をみてもらえる親族や友人、知人のネットワーク

が構築されていることも上げられていた。

これらの市は医療費や不妊治療費の助成や保育料の減免など、多くの自治体と同様の子育て支

援事業を行っているが、出生率を上げるような特別な支援事業は行っていないという。要は「住

民の幸福度をいかに高めるかを主眼に、住民自治に基づく地域づくりを系統的に行う」ことこ

そ、最重要であるということを示しているのだ。国は人口減少、少子化対策としてバラまき型の

支援に終始してきた。しかし、その効果はどうだったのだろう。最も基本となる「地域づくり」

という視点が、国の政策には欠落していたのではないか。

「日本列島を、強く豊かに」が高市政権のキャッチフレーズだという。日本が明治維新以来掲

げていた「富国強兵」を想起させるのだが、高市首相は金融緩和と財政出動を基盤に、防衛、エ

ネルギー、食料分野に重点を置いて投資し、経済成長を促すとしている。しかし、人口減少、超

高齢化の日本は縮小の時代に入っているのである。いたずらに成長神話に取りつかれていては、

日本の将来を危うくするものになりはしまいか。

それにしても、２月に行われた衆院選では、人口減少や少子高齢化の問題は全くと言っていい

ほど、語られることはなかった。与野党とも物価高対策に向けてのバラまき公約のオンパレード

だった。あまりにも近視眼的にすぎないか。地方創生の旗はどこに行ったのだろうか。
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人口減少社会における持続可能な地域社会づくりに関する政策提言
― 人口減少を踏まえた将来の社会構造の考察 ―

　� 公益社団法人　新潟県自治研究センター

常務理事・研究主幹　桝　口　敏　行

本稿の要旨
日本における急速な人口減少と高齢化の進行は、必至の情勢にある。

そのことを背景として、地方都市・中山間地域・過疎地域が直面する構造的な課題を整理し、

実証的事例分析を通じて「持続可能な地域社会の構築」に向けた政策的な方向性を提示すること

を目的とする。

旧来の人口増加前提の地域政策から転換し、「縮小を前提とした持続可能性」「多主体の協働」「地

域内循環」「生活の質（QOL）の確保」を中核概念として位置づけての政策を含め考察すること

とする。

１．人口減少時代における地域社会の危機
１）日本における人口減少の進行とその特徴

日本は世界に例を見ない速度で人口減少社会へと移行している。

出生率の長期的低下と平均寿命の伸長により、総人口は減少局面に入り、生産年齢人口の縮小

と高齢人口比率の上昇が同時進行している。この現象は全国一律ではなく、特に地方都市、中山

間地域、過疎地域において先鋭的に現れている。

これらの地域では、若年層の流出と高齢化が重なり、地域社会の維持そのものが困難になる局

面が現実のものとなっている。

地域の論評には、過疎進行地域、限界集落、消滅自治体などの呼称がつけられるなど、将来を

暗示する表現が用いられるに至っている。

従来、人口減少は地域政策において「克服すべき課題」「是正すべき異常状態」として捉えら

れてきた。その結果、出生率向上、移住促進、企業誘致といった人口増加を目的とする政策が中

心的に展開されてきた。

その原点となって進められてきたのが、「地方創生」政策であった。しかし、こうした政策に

もかかわらず、人口減少の趨勢は反転しておらず、むしろ地域間格差を拡大させる結果も生ん

でいる。この事実は、「地方創生」政策が明らかに首都圏一極集中の解消すら達成するに至らず、

人口減少を単なる政策の失敗として理解する視点の限界を示している。

そもそも「地方創生」政策の失敗は、日本の人口減少・東京一極集中という構造問題が背景に

あり、政策設計そのものの限界がはっきり表れている。

現実には、
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①人口減少・流出は止まっていない

多くの地方では出生数は減少し、若年層は依然として都市へ流出し続けている。

②東京一極集中はむしろ強化

コロナ期を除けば、再び東京圏への転入超過が続いている。

③政策の持続性が弱い

補助金終了と同時に、目的を達成せずに事業を終了するケースが多数となっている。

失敗の要因としては、「人口を増やす」ことへの前提が非現実的な取り組み政策であった。

全国的に人口減少が続く中で、自治体任せの成長戦略だけのお任せ政策であった。

補助金は、現実的に取り合いとなり総量だけが実績として残されている。

事業の偏重も明らかとなっているが、道の駅、交流施設、フェスなどのハコモノ・イベントが

代表的に進められてきている。

投資をして終わっている感が強いが、短期的な賑わいは作れるものの、本来の目的である定住

や雇用には繋がっていないのが現実である。

地方に「安定した・将来性のある仕事」が少ないことや賃金・キャリア形成・教育環境で都市

に負けることなど、雇用問題の本質に踏み込めていない状況と言える。

自治体の事務負担も過剰となっており、KPI設定、計画書、報告書が目的化し、現場の人材と

時間を消耗しただけの例も決して少なくない。

国主導の横並び政策には、大きな問題点が浮き彫りとなっている。地域の条件差（地理・産業・

人口構成）を十分反映できず、成功事例の「コピー」が失敗を量産し続けているのである。

地方創生は実質的に、「人口減少社会をどうマネジメントするか」ではなく、「減らないことを

前提にした延命策」になっていた点が最大の問題なのである。

これらを踏まえると、政策的な教訓として「守る地域／たたむ地域」を直視する必要性があり、

成長よりもサービスの集約、インフラの縮退、行政・医療・教育の再編というような「痛みを伴

う再設計」が不可避となっているのではないだろうか。

今後の成功への定義を、「人口増 → 生活の持続可能性」に切り替える必要がある。

地方創生政策の失敗は、今日に至っても人口減少を前提にした「現実的な撤退戦略」を描けて

いないことにある。

２）地方都市・中山間地域・過疎地域への影響

人口減少は、地域社会のあらゆる側面に複合的な影響を及ぼし続けている。

第一に、地域経済の縮小である。消費人口の減少は地場産業や商業の衰退を招き、雇用機会の

減少がさらなる人口流出を引き起こす悪循環を形成する。

第二に、行政サービスの維持困難化が挙げられる。税収基盤の縮小と社会保障費の増大により、

自治体財政は恒常的な制約下に置かれ、医療、福祉、教育、公共交通といった生活基盤サービス

の持続可能性が問われている。
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中山間地域や過疎地域では、これに加えて集落機能の弱体化が深刻である。自治会や消防団、

冠婚葬祭といった相互扶助の仕組みが担い手不足により機能不全に陥り、地域社会の統合力その

ものが低下している。

地方都市においても、中心市街地の空洞化や郊外化の進行により、都市構造の非効率性が顕在

化している。

人口減少を「失敗」や「例外的事態」として捉えるのではなく、今後も長期にわたり継続する

人口の構造的前提条件として捉え直すことが必要と考える。

人口減少が不可逆的である以上、政策の目的は人口を増やすことそのものではなく、人口が減

少する中でも地域住民の生活の質（QOL）を維持・向上させ、地域社会を持続可能な形で再構

築することに置かれるべきなのである。

このような視点の転換は、政策評価の軸をも変化させることとなるであろう。

人口増加や経済規模の拡大といった量的指標ではなく、生活の利便性、社会的包摂、地域内循

環、住民の満足度といった質的指標が重視される必要がある。

本章では、人口減少がもたらす地域社会の危機を整理するとともに、人口減少を前提条件とし

て再定義する必要性を示したところである。
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２．人口減少と地域政策に関する理論的整理
本章では、上述の視点を理論的に支えるため、人口減少と地域政策に関する主要な理論枠組み

を整理し、従来の地方創生政策との差別化を明確にすることとしたい。

１）持続可能な地域社会論

持続可能性の概念は、もともと環境問題を起点として発展してきたが、近年では地域社会や公

共政策の分野にも広く適用されている。持続可能な地域社会とは、将来世代の選択肢を損なうこ

となく、現在の住民の生活を支える社会構造を指す。

人口減少社会においては、成長を前提としない持続可能性、すなわち「縮小均衡下での安定」

が重要な論点となる。　

２）縮小社会・スマートシュリンク論とは

人口減少・高齢化が不可逆に進む社会を「元に戻す」前提を捨て、縮小することを前提に、い

かに持続可能で質の高い社会を再設計するかを問う考え方である。

特に日本では、地方政策・都市政策の文脈で用いられている理論であり、紹介することとする。

縮小社会論は、人口や経済規模の縮小を不可避な現象として受け入れ、その中で効率性と生活

の質を両立させる戦略を模索する理論である。

この理論では、高度成長型の「人口増⇒インフラの拡張⇒経済発展⇒税収増」のようなモデル

は、成立しないのである。

その特徴は、人口・世帯数・労働力の減少、空き家・空き地・遊休インフラの増大、行政コス

トの上昇（１人あたり）、地域間・世代間格差の拡大と言った「成長」を前提にした政策が機能

不全を起こす社会状態を指す概念なのである。

また、スマートシュリンク（Smart Shrink）論とは、縮小社会を前提に、無秩序に衰退するの

ではなく、計画的・選択的に縮み、生活の質（QOL）を維持・向上させる戦略の理論である。

スマートシュリンク論の核心原則としては、以下のことが代表的に挙げられる。

①「すべてを守らない」……全集落・全公共施設・全インフラの維持は不可能、守るもの／た

たむものを明確に区分する。

②「密度を回復する」……人口を「拠点（コンパクト）」に集約し、医療・教育・交通・商業

を集中配置（コンパクトシティ）する。

③「撤退も政策」……道路・上下水・公共施設の計画的廃止、除却・用途転換・自然回帰（グ

リーン化）を推進する。

④「生活の質を指標に」……人口数・GDPよりアクセス時間、安心、安全、関係性を重視する。

日本における具体政策の例としては、立地適正化計画（都市機能誘導区域／居住誘導区域）、

公共施設マネジメント（統廃合・複合化）、空き家除却・用途転換、地域公共交通の再編（デマ

ンド交通）、小規模自治体の機能連携・広域化など多くの分野で反映され実践されている。
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地方創生との違いをまとめてみると、以下のようになる。

点　　؍ 地方創生ïै来ð スマートγϡϦンク
人　　口 増やす前提 減る前提
ΰ ー ル 定住・出生਺ 生活の質・持続性
手　　法 ༠க・補助金 ฤ・ఫୀ・集約࠶
想　　ࢥ 成長主義 現実主義

理論の批判と課題としては、「撤退＝切り捨て」と受け取られ易く、政治的に不人気（選挙と

相性が悪い）、高齢者・周縁地域への配慮設計が不可欠であることや合意形成コストが非常に高

いことなどとなっている。

これらの理論を一言で言えば、縮小社会＝避けられない現実、スマートシュリンク＝その現実

を「設計し直す思想」と言うことができる。

特に都市政策分野においては、スマートシュリンク（賢い縮小）という概念が提唱されてきた。

これは、無秩序な縮小を放置するのではなく、都市機能や居住を集約し、公共サービスの効率性

を高めることで持続可能性を確保しようとする考え方である。

また、地方都市や中山間地域においても、同様の発想が応用可能である。

すべての集落や地区を従来通り維持するのではなく、機能の再配置や重点化を行うことが現実

的な選択肢となる。

３）レジリエンスと共助の概念

人口減少社会では、外部環境の変化や突発的なリスクに耐える地域の適応し回復する力（レジ

リエンス）が重要となる。レジリエンスとは、危機から迅速に回復し、適応する能力を指す概念

であり、地域社会においては多様な主体の関与と柔軟な制度設計によって高められると考えられ

ている。

また、行政だけに依存しない共助の仕組みも不可欠である。

住民、NPO、企業、地域運営組織（RMO）などが役割を分担し、生活基盤の維持に関与する

ことで、人口減少下でも社会機能を保つことが可能となるのである。

以上述べたことから、従来の地方創生政策との差別化を考えると、次のことが言える。

従来の地方創生政策は、人口流入や経済成長を主目的とする傾向が強かった。

その結果、短期的な成果を求める事業が多く、持続性や地域固有性が十分に考慮されないケー

スも少なくなかった。

本章で述べた理論枠組みは、人口減少を前提とした長期的視点に立ち、地域社会の再編と生活

の質の確保を政策目標の中心に据える点で、蔓延と続けられている「地方創生」施策とは明確に

異なるものである。

本章では、持続可能性論、縮小社会論、レジリエンスと共助の概念を整理し、人口減少社会に

おける地域政策の理論的基盤を明らかにしたところである。
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３．日本における人口減少と地域の現状分析（実証）
この章では、上述の理論を踏まえ、日本の地方都市・中山間地域・過疎地域の実態を実証的に

解析する。

１）人口動態データから見る地域差

日本の人口減少は、全国的な現象である。

日本の人口は2005年以降、死亡数が出生数を上回る自然減が続き、その減少幅は拡大傾向にあ

る。2008年をピークに総人口は2011年から減少が続いている。

特に自然減は長期化・拡大し、近年は年間数十万人規模で進行、総人口の減少は10年以上にわ

たり連続している。

一方で、社会増減（転入・転出）では、特に東京圏への転入超過が続き、若年層の都市部集中

と低出生率が人口減少・少子化に影響を与えている。

それらの進行速度と影響の現れ方には、大きな地域差が存在している。

総務省統計や国勢調査を基にすると、三大都市圏では依然として人口の集中傾向がみられる一

方、地方圏、とりわけ中山間地域や過疎地域では、急激な人口流出と高齢化が進行している。

特に20～39歳の若年・生産年齢層の減少は顕著であり、地域の再生産構造そのものが弱体化し

ている。

人口の自然減と社会減を区別してみると、多くの地方自治体では両者が同時に進行しているこ

とが解る。
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出生数の減少により自然減が拡大する一方、進学や就職を契機とした若年層の転出が社会減を

加速させている。この二重の減少構造は、一度進行すると短期間での回復が極めて困難であるこ

とを示している。

２）地方都市の構造的課題

地方都市は、周辺中山間地域や過疎地域の生活圏の中心として、医療、商業、行政サービスを

担ってきた。しかし人口減少下では、その中核機能の維持が難しくなってきている現状が進行し

ている。

中心市街地では空き店舗や空き地が増加し、郊外化による都市構造の分散が公共交通やインフ

ラ維持の非効率性を高めている。

དࡰȁȘǮǚᇠຳ人口のਊኟᇠ౦તྎ໠数

2020年の人口ਊኟ（人）

5๑
ቴተ

5๑⿤
1ቮ

1⿤
3ቮ

3⿤
5ቮ

5⿤
10ቮ

10⿤
30ቮ

30⿤
50ቮ

50ቮ⿤
100ቮ

100ቮ
එࡒ

ሾॆၗ 84 40 33 7 6 7 1 1 179

ဪሾ 35 45 69 25 24 13 2 1 214

৘ဪ 17 23 58 46 60 78 17 14 3 316

ሾ৘ဪ 6 7 29 23 20 16 2 1 104

ႊ৘ဪ 11 16 29 23 40 62 15 13 3 212

ཨᆪ 47 37 77 55 58 29 9 3 1 316

ઝ਄ 22 26 58 28 44 32 12 2 3 227

ཨ国 16 9 36 19 9 14 2 1 1 107

౟国 23 12 31 14 7 5 2 1 95

ડೱfࣱႈ 39 46 84 44 33 19 5 3 1 274

ຳ計 283 238 446 238 241 197 50 24 11 1728

2035年の人口ਊኟ（人）

5๑
ቴተ

5๑⿤
1ቮ

1⿤
3ቮ

3⿤
5ቮ

5⿤
10ቮ

10⿤
30ቮ

30⿤
50ቮ

50ቮ⿤
100ቮ

100ቮ
එࡒ

ሾॆၗ 105 29 26 4 8 6 1 179

ဪሾ 58 43 64 17 21 10 1 214

৘ဪ 23 31 60 39 56 73 18 13 3 316

ሾ৘ဪ 9 10 29 20 20 13 3 104

ႊ৘ဪ 14 21 31 19 36 60 15 13 3 212

ཨᆪ 57 41 80 45 54 27 8 3 1 316

ઝ਄ 29 28 54 32 43 26 11 1 3 227

ཨ国 22 13 36 14 4 14 2 1 1 107

౟国 30 11 33 9 6 4 2 95

ડೱfࣱႈ 51 44 88 40 28 16 3 3 1 274

ຳ計 375 240 441 200 220 176 44 21 11 1728

2050年の人口ਊኟ（人）

5๑
ቴተ

5๑⿤
1ቮ

1⿤
3ቮ

3⿤
5ቮ

5⿤
10ቮ

10⿤
30ቮ

30⿤
50ቮ

50ቮ⿤
100ቮ

100ቮ
එࡒ

ሾॆၗ 122 23 18 5 6 4 1 179

ဪሾ 80 45 48 19 13 8 1 214

৘ဪ 38 33 56 42 42 72 17 13 3 316

ሾ৘ဪ 14 15 25 21 15 12 2 104

ႊ৘ဪ 24 18 31 21 27 60 15 13 3 212

ཨᆪ 69 39 88 35 49 24 8 3 1 316

ઝ਄ 42 35 52 27 37 21 9 1 3 227

ཨ国 25 21 31 9 8 9 2 1 1 107

౟国 37 13 28 8 5 2 2 95

ડೱfࣱႈ 69 46 78 36 28 11 3 2 1 274

ຳ計 482 255 399 181 188 151 41 21 10 1728

Åདࡰતᇀはऀࡒのྫྷƿ
ሾॆၗ：ሾॆၗ　　ဪሾ：ฬස県、৤೚県、਺඗県、೷ဂ県、౅૛県、ᆵဥ県
ሾ৘ဪ：ࡹ඗県、ၦኪ県、ૌ჉県　　ႊ৘ဪ：టઈ県、๑ጃ県、ဪੜဒ、්ၼ๖県
ཨᆪ：新潟県、ᆏ౅県、ุ๖県、ᆵ࡮県、౅ጪ県、ྙኾ県、৴ᆢ県、อࣰ県、࠮ཐ県
ઝ਄：ూഓ県、ಒर県、ੜဒᆒ、་ఙᆒ、ᇐୃ県、ၼፕ県、Ꭼऒ౅県
ཨ国：ྛ೘県、ဥ௠県、ࣰ౅県、ஃဥ県、౅口県　　౟国：ၝဥ県、ஷ๖県、࠮ᅨ県、ஸཐ県
ડೱfࣱႈ：ᆵࣰ県、௨र県、ྙఞ県、ુ本県、་ᇀ県、਺ఞ県、ಟಋဥ県、ࣱႈ県

（౦તྎ໠数）

ȁȘǮǚ ຳ計

ȁȘǮǚ

ȁȘǮǚ

ຳ計

ຳ計
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また、地方都市の経済構造は、公共事業や特定産業への依存度が高い場合が多く、人口減少に

よる需要縮小の影響を受けやすい。

雇用機会の減少は若年層の流出を招き、結果として都市機能のさらなる縮小を引き起こすこと

と繋がっている。

このように、地方都市は自立的な成長が難しい構造的制約を抱えている。

特に、中山間地域・過疎地域における生活基盤の維持については、喫緊の重要問題となっている。

中山間地域や過疎地域では、人口減少の影響が生活基盤の維持に直結して現れることとなって

いるが、医療機関や商店、公共交通の撤退により、日常生活の利便性が著しく低下している現状

にあり、特に高齢者にとっては、移動手段の確保や買い物、通院が深刻な課題となっているので

ある。

さらに、集落単位での人口減少は、自治会や地域行事といったコミュニティ機能の維持を困難

にしている。様々な分野での担い手の不足により、防災、環境管理、相互扶助といった非公式な

公共機能が失われつつあり、地域社会の持続性そのものが脅かされているのである。

４．新潟県の人口減少の実態と対策の実効性
１）人口減少の現状

出典：新潟県報道資料

新潟県の人口は1997年をピークに一貫して減少傾向にあり、2020年国勢調査時点で約220万人

だった人口は、2023年には約212.6万人にまで減少している。近年の傾向としては、2024年にお

いて人口が戦後初めて210万人を下回ったという報道もあるなど、減少が止まらない状況である。

人口減少は大きく二つの要因に分けられる。

　①自然減（出生数 ＜死亡数）

　出生数が減少し、死亡数が増えることによって自然減が継続している。合計特殊出生率は

全国的な傾向と同様に低く、新潟県でも出生数は減少傾向にある。

　②社会減（転出超過）

　若年層、特に20代前半～ 30代前半の女性や学生などが進学・就職を契機に県外へ移動す

ることで、社会減が生じている。2024年の調査では、新潟県は転出が転入を上回る「転出超
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過」となり、その数は5,782人に上り、全国９番目の多さだった。男女別では女性の転出数

が男性の1.5倍程度だったという統計もある。

加えて高齢化の進行は顕著であり、現役世代（15～64歳）の割合は低下し、65歳以上人口の割

合が増大している。高齢者世帯、特に単独世帯の割合も増加し、社会保障・生活支援などの需要

が増加する方向にある。

県人口の推移 （単位：人）

年次 人口 対前年増減数 年次 人口 対前年増減数

2014年 2,313,820 △ 16,977 *2020年 2,201,272 △ 20,732

*2015年 2,304,264 △ 9,556 2021年 2,176,879 △ 24,393

2016年 2,285,856 △ 18,408 2022年 2,152,664 △ 24,215

2017年 2,266,121 △ 19,735 2023年 2,126,276 △ 26,388

2018年 2,245,057 △ 21,064 2024年 2,098,804 △ 27,472

2019年 2,222,004 △ 23,053 2025年 2,071,066 △ 27,738

出展：新潟県統計課人口動態調査から、各年10月1日の県推計人口
*○〇〇〇年は国勢調査人口　推計人口は国勢調査人口(確定値)を基に、住民基本台
帳法に基く届け出を加減し、外国人を含む人口。

中長期的な人口推計

− 47 −



２）将来人口の予測および地域的特性と要因

国立社会保障・人口問題研究所などによる地域別推計によると、新潟県の人口は今後も減少が

続き、2040年～2050年にかけて大幅な人口減少が見込まれている。具体的には、2050年頃の人口

は約152.5万人程度まで減少するという推計があるなど、今後30年で人口は30％程度減少する可

能性が示されている。

過去の将来推計資料では、2045年時点で新潟県の総人口が約179万人まで減少し、老年人口割

合が４割を超える可能性がすでに示されていた。

この推計は出生率や社会動態（転出・転入）などの仮定に基づくものであり、出生率の改善や

転入増加などがなければ、減少トレンドはさらに加速する可能性がある。

なお、出生率が人口置換水準（2.07）に達するシナリオでも、短期間では人口減少を食い止め

るのは難しいとみられる。

また、人口ピラミッドでは若年層の人口が激減し、高齢者人口が顕著に増える「つぼ型」の構

造が予測されている。

20～39歳の女性人口の大幅減少が示されるなど、将来の人口動態においても女性の比率低下が

人口減少を加速させる要因として懸念されている。

このような人口構造の変化は、労働力不足の深刻化、地域経済の萎縮、社会保障負担の増大な

ど多面的な課題をもたらすものとなっている。

人口減少の地域的特性と要因については、共通する点を整理する。

①若年層・女性の流出

　新潟県においては、特に若者、女性の転出が人口減少の大きな要因として指摘されている。

進学や就職の機会を求めて首都圏へ移動する傾向が強く、若年層の「県内定着」が進まない

ことが人口流出につながっている。東京圏の就職機会の多さや情報環境の違いなどがその背

景とされ、就職・キャリア形成の選択肢の広さが流出を促しているという声が報じられている。

②出生率の低下

　新潟県の合計特殊出生率は全国的な傾向を反映して低水準であり、1.23程度と推定されて

いる。出生率の低下は未婚化・晩婚化に伴うものであり、若年人口の減少と相まって、自然

減を加速させる要因となる。

③高齢化と社会的ニーズの変化

　高齢化の進行は、単純な人口減少のみならず、医療・介護・福祉サービスの需要増加、地

域社会の支援システムへの負担増など、社会的コストの増大をもたらす。高齢者単独世帯の

増加は社会的孤立や生活支援の必要性を高めており、地域コミュニティの維持にも影響する。

３）新潟県における人口減少対策

県・市町村レベルの取り組みは、最重要課題と位置付け、県民会議等を設置し、対策を推進し

ている。
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2025（令和７）年には「新潟県人口減少問題対策推進県民会議」が設立され、危機意識を共有

し、オール新潟での取り組みが進められている。これには「子育てに優しい社会の実現」など６

つの重要課題への対応が含まれている。

市町村レベルでも「人口ビジョン」や「総合計画」において人口減少対策が位置付けられてお

り、地域特性に応じた施策が計画されている。例えば、新潟市では転出超過の解消や出生率向上

により人口減少のペースを和らげる方策が検討されている。

重点課題としては、①若者・女性の定着支援、②子育て支援政策、③地域経済・暮らし支援が

共通して取り組まれている。

①若者・女性の定着支援では、若年層や女性の県内定着を図るため、地元企業の魅力向上、働

きやすい職場環境の整備、就職支援などが行われている。特に女性が働き続けやすい環境の

構築やキャリア形成支援を強化する施策が求められている。

②子育て支援政策では、出生率向上を目指して、子育て支援策（保育サービスの充実、出産・

育児支援金、育児休業支援など）の強化が進められているが、これらがどの程度定着や出生

率改善につながるかは課題となっている。

③地域経済・暮らし支援としては、移住促進や地域活性化策として、地方移住の支援、起業支

援、地域交流イベントなどが行われている。特にコロナ禍以降、テレワーク環境の普及に伴

い、地方への移住促進が進む可能性が期待されている。

しかし残念ながら、対策の実効性評価については、思いや願いも叶わず期待に添った成果を得

られていない状況と言える。

施策の成果と限界について考察すると、県や市町村の施策は個々の事業としては一定の進展を

見せているものの、人口減少そのものに劇的な歯止めをかけるまでには至っていないという評価

である。

県内自治体の約８割が対策を「不十分」と認識しているとの報道もあり、自治体単独での対策

には限界があるという意見が多数存在する。

重要な課題となっている「若者流出の抑制と定着」については、若者・女性流出の抑制のため

の施策は一定進められているが、就業機会やキャリア形成の面で大都市圏との格差が依然として

大きいとの指摘がある。

ローカル企業の生産性向上や給与水準の底上げ、インターンシップ制度の拡充などが求められ

ている状況が続いている。

出生率・子育て支援の効果については、出生率の改善には長期的な取り組みが必要であり、単

年度や短期間で効果が現れるものではない。経済的支援と同時に、結婚・子育てに対する社会的

価値観の変化を踏まえた政策設計が不可欠であるが、達成されていない。

人口減少と社会構造への影響を考えると、人口減少が進む中で社会インフラや公共サービスの

維持が困難となる現象が生じている。

例えば公共施設の維持コストの増大や医療・介護サービスの提供体制の逼迫など、人口減少の

社会的影響が実務レベルで顕在化している。
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こうした構造的変化への対応策は、人口そのものの増加対策とは異なる「人口減少社会への適

応戦略」として検討されなければならない。

新潟県の人口減少は 自然減と社会減が重層的に作用して進行している深刻な課題である。将

来人口の推計でも 今後30年で人口が３割程度減少する可能性が高いとされ、出生率や社会動態

の改善がなければ現状のトレンドは続くこととなる。

必要な対策は多岐にわたるが、現時点では十分な成果を上げているとは言い難い。

特に若者・女性の県内定着促進や出生率改善には中長期的な視点が必要であり、地域経済の活

性化、働き方改革、子育て支援の強化などの政策が一体的に進められることが重要である。さら

に地方自治体だけでなく国との連携や広域的な政策展開が不可欠であろう。

人口減少は社会構造そのものに影響を及ぼす問題であり、単に人口数の維持だけでなく、減少

社会における「質の高い生活」「持続可能な社会の構築」を目指す取り組みが求められている。

５．地域コミュニティ（地域社会・まちづくりコミュニティ）の現状と直面する課題
１）地域コミュニティの現状と課題

地域コミュニティの問題は、今や先進諸国でも共通する悩ましいテーマとなっている。

人口・社会環境の変化が、地域の繋がりを希薄なものとしている。

その原因は、高齢者の比率が上昇し、子どもの数が減少する少子高齢化により住民構成の変化

である。

また、核家族化・単身世帯の増加も近隣住民のつながりの希薄化に繋がっている。

都市部への人口集中・地方の過疎化によって、地方では地域コミュニティが維持困難な地域も

増加しているのである。

地域の繋がりの実態は、伝統的な対面交流が減る一方でNPO、自治会・町内会、住民活動は

これまでと違った形で継続しているところもあるが、総じて希薄な状態に拍車が掛かっている。

町内会・自治会に入らない人の割合はどのくらいであろうか？

町内会や自治会への加入は任意であり、法的な義務はない。

全国的な加入率の実態と地域による違いについてみると、約３割が未加入、総務省が実施した

「地域コミュニティに関する研究会」の報告書によると、2021（令和２）年度における全国600市

区町村の自治会等の加入率の平均は71.7%と報告されている。

つまり、全国平均で約28%、およそ３割の世帯が町内会や自治会に加入していないという計算

になる。

この数字は10年前の2010（平成22）年度には78.0%だったことを考えると、わずか10年間で6.3

ポイントも低下していることになる。

この調査対象となった600団体のうち、加入率が減少した団体は530団体（88.3%）にも上り、

全国的に加入率の低下が進行していることが明らかとなっている。

一部の地域では状況がより深刻である。東京都の2023年の調査では加入率が41.4%にとどまっ

ており、６割近くの世帯が町内会に加入していない状況となっている。
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町内会の加入率には、地域の人口規模による明確な傾向がある。総務省の報告書によると、人

口規模が大きい自治体ほど加入率が低くなる傾向が確認されている。

具体的には、人口１万人以下の小規模自治体では加入率が90%程度と高い水準を保っている一

方で、人口50万人以上の大都市では加入率が60%程度にとどまっている。

この30ポイント近い差は、都市部と地方では町内会に対する意識や生活スタイルが大きく異な

ることを示している。

都市部で加入率が低い理由としては、以下のような要因が考えられる。

①転勤や進学などで短期間の居住を予定している人が多い

②共働き世帯が多く活動に参加する時間が取りにくい

③匿名性の高い集合住宅が多く近隣との交流が少ない

④行政サービスが充実しており自治会の必要性を感じにくい

一方で地方では、古くからの地縁関係が残っており、町内会が地域社会の重要な役割を果たし

ているケースが多く見られる。そのため加入が当然視される風土があり、加入率も高い水準を維

持している状況がある。

なぜ町内会に入らない人が増えているのだろうか？

全国的に町内会の加入率が低下している背景には、現代社会の変化や人々の価値観の多様化が

あると言われている。

多くの人が町内会への加入を、見送る主な理由を５つに整理してみる。

①加入するメリットが分からない

　町内会に入らない理由として最も多く挙げられるのが、「加入するメリットが分からない」

「加入しなくても困らない」という声である。

　以前は、町内会が地域の情報伝達や相互扶助の中心的な役割を果たしていたが、現代では

インターネットやSNSで情報が簡単に入手できるようになった。

　また、行政サービスも充実し、ゴミ収集や防災情報なども自治体から直接得られる環境が

整っている。

　特に若い世代にとっては、子どもの頃に地域の祭りや子ども会などで町内会の活動に触れ

る機会がなかった人も多く、町内会という存在自体がよく理解できないというケースも少な

くない。

　「町内会って何をしているのか分からない」「自分の生活に関係がない」と感じる人が増

えているのが実情なのである。

②役員の負担や会費の支払いが重い

　町内会に加入すると、多くの場合は輪番制で役員や班長などの当番が回ってくることが多

く見られ、この役員としての負担の大きさが、加入をためらう大きな理由となっている。

　役員になると、会合への出席、回覧板の取りまとめ、自治会費の集金、イベントの企画・

運営など、多岐にわたる業務を担当することになる。
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　共働き世帯が増えている中、平日の日中や夜間に時間を割くことが難しいという声も多く

聞かれる時代なのである。

　また、会費の負担も無視できない。地域によって金額は異なるが、年間で数千円から１万

円程度を支払う必要があると言われている。

　また、特に問題視されているのが、会費の使途が不透明であるという点である。

　会計報告が適切に行われていなかったり、役員の懇親会などに多額の費用が使われていた

りするケースもあり、「自分たちに還元されていない」という不満も生まれている。

③集まりや活動に参加する時間がない

　仕事や子育てで忙しい現代人にとって、町内会の活動に参加する時間を確保することが難

しいというのも大きな理由となっている。

　町内会の活動は、清掃活動、会合、祭りやイベントの準備・運営など、定期的に時間を割

く必要がある場合が多くある。

　早朝の清掃活動や夜間の会合など、子どもの世話や翌日の仕事に支障が出るという声も多

い。こうした時間的な制約から、「参加したくても参加できない」という状況に陥っている

人も多い。

④人間関係のトラブルを避けたい

　町内会では、様々な世代や価値観を持つ人々と関わることになり、人間関係の煩わしさや

トラブルを避けたいという理由で加入しない人も増えている。

　町内会の活動アンケート調査では、「人間関係が面倒」というストレスを感じている人が

多くみられる。

　また、古くからの住民と新しく転入してきた住民との間で意識の違いがあり、溝が生まれ

ることもある。

　現代社会では、プライベートを大切にしたい、必要以上に他人と関わりたくないという価

値観を持つ人も増えている。

　「近所付き合いは最低限で良い」と考える人にとって、町内会への加入はメリットよりも

デメリットの方が大きく感じられる。

⑤強制的な雰囲気に抵抗感がある

　町内会への加入は法的には任意であるにもかかわらず、実質的に強制されているような雰

囲気を感じ、それに抵抗を覚える人も少なくない。

　個人の自由を重視する価値観が広がる中、強制的な加入や参加を求める姿勢そのものが時

代に合っていないという指摘もある。

町内会に加入しないデメリットも多い。

地域で共有される重要な情報が入手しにくくなるが、町内会では回覧板を通じて、地域のイベン

ト情報、防犯・防災に関するお知らせ、行政からの連絡事項、工事や交通規制の予定など、様々

な情報が共有されている。
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未加入の場合、これらの情報が自動的には届かないのである。

不審者情報や地域での犯罪発生状況、防災訓練の日程、避難所の場所、災害時の支援体制など、

安全に関わる情報を逃してしまう可能性がある。

また、道路工事や水道工事などで一時的に断水や通行止めが発生する場合も、事前に知らされ

ないことで不便を被ることとなる。地域に密着した細かな情報は町内会を通じてしか伝わらない

ことも多く、情報格差が生じる可能性は否定できない。特に大規模な災害が発生した際、町内会

に加入していないと地域からの支援を受けにくくなる可能性がある。防災訓練や避難訓練も町内

会主催で実施されることが多く、参加していないと避難経路や避難所の場所を十分に把握できな

いまま災害を迎えることになる。高齢者や小さな子どもがいる世帯、障害のある方がいる世帯な

ど、災害時に支援が必要な場合は、町内会とのつながりがより重要となる。

日頃から地域とのコミュニケーションを取っておくことが、いざという時の備えにもなるので

ある。

最近では、オンラインコミュニケーションの浸透を目指す地域も見られ、また自治体も有効な

活用への助言を行なっている。

具体的には、LINEグループなどSNSでの情報共有や住民間連絡が活発だが、温かい対面関係

が代替されるわけではなく、また、高齢化も進んでいることから、活用には課題も少なくない。

また、多様な価値観を持つ新たな移住者、外国人住民、LGBTQ＋など、新たな人々が地域に

加わることにより交流のきっかけは増えるが、受け入れ体制・共通言語づくりが必要となっている。

では、今後の活動見通しは、どうであろうか。まず、考えられることは、デジタル技術の活用

拡大である。

住民投票、意見交換、地域イベント参加のハードル低下など、オンラインによる住民参加が拡

がるであろう。

また、AI防災・スマート防犯、防災アプリなどの導入進展により、情報共有と安全安心への

対策が充実すると考えられる。

多世代・多文化共生の可能性も高まることとなる。子ども食堂、シェアスペース、コミュニ

ティカフェなど、世代や背景を超えた交流の場の増加が考えられる。

結果として、増える多様なライフスタイルに合わせたコミュニティ形成が期待される。

さらに、社会課題と地域ニーズの再評価が進み、地域ごとの特性に合った取り組み（高齢者支

援、防災、農業交流、環境活動、空き家活用など）が増えることとなる。

しかし、課題も多い。第一に、参加意欲と担い手不足の問題である。特に若年層、単身者の参

画が低く、行事・自治会への参加者は減少が続いている。また、担い手の高齢化によって、役員・

リーダーの世代交代が進まない状況にある。「地域のつながり」の質と量のバランスにも課題が

ある。オンラインで情報は共有できても深い信頼関係や支え合いには限界があることや「助け合

い」と「監視社会」の境界線が煩わしさを生むことにも繋がることは多い。

地域内の格差にも課題は多い。都市部と地方で資源・人材・予算が偏在し、地方は予算・支援

体制が不足し、都市部では顔のみえる関係づくりが困難となっている。
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今後の対応を考えると、多様性・共生の実現を目指し、違う価値観のすり合わせが必要となる。

外国人、移住者、LGBTQ＋、新参者への受け入れと支援には、言語・文化・慣習の違いを超

えた関係構築が必要である。

持続可能な運営の構築は、ボランティア頼みでは限界があり、官と民の役割分担の明確化、財

源の確保と透明な使途は欠くことは出来ない。

現状の取り組み例は、以下のようなものが挙げられる。

現在とこれからの地域コミュニティに必要な視点を整理する。

①多様性を受け入れつつ、安心できる場づくり

②デジタルとリアルの両輪でつながりを強める仕組みづくり

③担い手支援と負担軽減の仕組み整備

④官・民・住民の協働の明確なルールと継続性

いずれにせよ人口が激減する地域状況にあっては、厳しく困難さは容易に考えられる。

２）行政サービスと財政制約

人口減少と高齢化は、自治体財政に大きな圧力を与えている。税収の減少と社会保障関連支出

の増加により、財政の硬直化が進んでいる。その結果、従来と同水準の行政サービスを維持する

ことが困難となり、施設統廃合やサービス水準の見直しが避けられない状況となっている。

特に小規模自治体では、専門人材の不足も深刻である。政策立案や事業実施を担う職員数が限

られる中で、複雑化する行政課題に対応することは容易ではない。このような制約条件の下では、

単独自治体による対応には限界があり、広域連携や多主体協働の必要性が高まっている。

日本における人口減少の地域差と、それに伴う地方都市および中山間・過疎地域の現状を実証

的に整理した。これらの分析から、人口減少が地域社会の構造的課題であり、従来型の政策対応

では不十分であることが明らかとなっているのである。

６．持続可能な地域社会を支える要素分析
人口減少社会における地域政策の核心は、「すべてを維持すること」が不可能であるという現

実を直視した上で、「何を守り、何を再編するのか」を意図的・戦略的に選択する点にある。本

章では、持続可能な地域社会を構成する主要要素として、①地域経済、②生活基盤、③コミュニ

ティ、④デジタル技術の４点を取り上げ、それぞれについて維持・強化すべき領域と再編が不可

避な領域を整理する。
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１）地域経済と雇用：量的拡大から質的維持へ

人口減少下において、地域経済の量的成長を追求することには限界がある。重要なのは、雇用

機会を無理に拡大することではなく、地域住民が安定的に生活できる最低限の経済循環を維持す

ることである。

特に、医療・介護、建設・維持管理、農林業、生活関連サービスといった基礎的産業は、人口

規模が縮小しても地域に不可欠であり、重点的に守るべき分野として位置づけられなければなら

ない。

医療、福祉、交通、教育といった生活基盤サービスは、地域社会の存続を左右する要素である。

しかし、人口減少下では、すべての施設・サービスを従来通り維持することは困難である。した

がって、拠点化・集約化による重点的維持が不可欠となる。

具体的には、地域内に生活拠点を設定し、医療や行政、商業機能を集約する一方、周辺地域か

らのアクセスを公共交通やデマンド交通によって確保する方向性が考えられる。教育分野におい

ても、学校統廃合は避けられない課題であるが、単なる合理化ではなく、地域コミュニティの維

持との両立を図る視点が求められる。

一方で、外部資本誘致や大型開発に依存した経済活性化策は、人口減少地域においては持続性

に乏しいケースが多い。今後は、地域内調達・地域内消費を重視し、小規模でも安定的な経済活

動を支える仕組みへと再編していく必要がある。

また、人口減少が進む地域では、従来の自治会や集落組織に依存したコミュニティ運営が限界

を迎えている。今後守るべきなのは、形式としての組織ではなく、防災、見守り、環境管理といっ

た機能そのものである。

そのためには、地域運営組織（RMO）やNPO、外部人材を含む多様な主体が関与する柔軟な

体制への再編が必要となる。住民全員参加を前提とした仕組みから、「参加可能な人が役割を担う」

仕組みへと転換することが、持続可能性を高める鍵となる。

デジタル技術の活用が多くの場面で考えられてきている。デジタル技術は、人口減少地域にお

ける重要な補完手段である。オンライン行政手続き、遠隔医療、デジタル教育、業務の省力化は、

人的資源が限られる地域において特に有効である。

しかし、デジタル化は万能ではない。高齢者を中心としたデジタルデバイドの存在や、通信イ

ンフラ整備の地域差を踏まえる必要がある。したがって、デジタル技術は対面サービスの代替で

はなく、補完として位置づけ、アナログとの併用を前提とした導入が求められる。

以上の分析を踏まえると、人口減少社会において守るべきものは、地域住民の生活の質を直接

支える基礎的機能であり、再編すべきものは、人口増加や成長を前提として構築された制度・施

設・組織であると言える。
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７．地域社会を支える労働組合の新たな役割
１）労働組合の本来的機能と日本的特質、そして限界

労働組合は本来、労働者が個別では交渉しえない労働条件や生活保障を、集団的に実現するた

めの組織である。賃金や労働時間といった職場内の条件改善にとどまらず、社会保障制度や公共

政策に対する発言主体としての役割も歴史的には担ってきた。

しかし、日本における労働組合は、企業別組合を中心に形成されてきた結果、活動範囲は特定

企業の雇用関係に強く規定され、地域社会との接点は相対的に希薄となってきた。

この企業内志向は、高度成長期には安定的雇用と賃金上昇を背景に一定の合理性を有していた

が、人口減少と雇用の流動化が進む現代においては、労働組合の社会的射程を著しく狭める要因

となってきている。

人口減少社会では、地域経済の縮小、公共サービスの後退、ケア需要の増大といった課題が、

職場外の生活領域に集中して現れる。

しかし、企業別組合を中心とする労働組合は、これらの地域課題を「組合の外部」として捉え

がちであり、結果として、労働者が生活者として直面する問題に十分に対応できていない。

また、非正規雇用、フリーランス、高齢就労など多様な働き方が広がる中で、企業に帰属しな

い労働者は組合から排除されやすくなっている。

こうした状況は、労働組合の組織率低下のみならず、「働くこと」と「地域で生きること」の

分断をさらに深めているとの指摘がされている。

２）地域活動との接点としての「コミュニティ・ユニオニズム」と新たな役割

近年、こうした限界を克服する試みとして、地域や職種を単位とする労働組合、いわゆるコミュ

ニティ・ユニオニズムが注目されている。

これらの組織は、特定企業に所属しない労働者や、生活上の問題を抱える住民をも包摂し、労

働相談、最低報酬の確保、行政交渉などを通じて地域課題に関与している。

コミュニティ・ユニオニズムの意義は、労働組合を「職場の組織」から「地域社会の制度的ア

クター」へと再定位する点にある。労働問題と生活問題を切り離さず、地域における生活基盤の

維持を労働の問題として捉え直す視点は、人口減少社会において特に重要である。

このような背景のもとで、地域活動を支える労働組合の新たな役割が見えるのではないだろう

か。

地域活動の多くは、これまで住民の無償奉仕に依存してきた。しかし、活動の高度化・継続化

に伴い、責任や負担が増大する中で、従来のボランティアモデルは限界に達している。ここで労

働組合は、地域活動を「労働」として再定義し、その条件整備を担う主体となりうるのではない

だろうか。

具体的には、地域運営組織が担う見守りや生活支援、施設管理といった活動について、労働組

合が最低報酬や労働時間、安全配慮の基準を提示し、自治体との交渉を行うことが考えられる。
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このような役割は、労働組合の本来的機能である「交渉」と「権利保障」を、地域社会に拡張す

るものでもある。

労働組合と地域活動の接続は、単なる活動領域の拡大ではなく、労働組合の存在意義そのもの

を問い直す課題である。人口減少社会において、労働組合が企業内にとどまり続ける限り、労働

と生活の乖離は拡大するのではないだろうか。

一方で、地域活動に関与し、地域を支える労働の制度化に取り組むならば、労働組合は再び中

間組織としての社会的役割を回復しうることは明白であろう。

８．地域社会の持続可能性を高める事例
本章では、人口減少を前提条件としてようとする先進的な取り組みを取り上げる。具体的な事

例の成果と課題を整理することで、今後の政策設計に資する知見を抽出する。

１）コンパクトシティ政策の事例分析

地方都市におけるコンパクトシティ政策は、人口減少下でも都市機能と生活利便性を維持する

ための代表的手法である。

代表的な事例として、富山市では、公共交通沿線への居住誘導と中心市街地への都市機能集約

を進めることで、高齢者の移動利便性向上や行政サービス提供の効率化を図ってきた。この事例

の特徴は、人口増加を目的とするのではなく、人口減少を前提とした都市構造の再編を明確に打

ち出した点にある。

一方で、居住誘導区域外に住む住民への配慮や、合意形成に時間を要する点など、社会的受容

性の確保が大きな課題として指摘されている。

２）地域運営組織（RMO）の事例分析

中山間地域や過疎地域では、地域運営組織（RMO）が生活基盤維持の中核的役割を果たして

いる。島根県や鳥取県などでは、複数集落を単位としたRMOが設立され、買い物支援、見守り

活動、地域交通運営などを担っている。

これらの事例に共通する成功要因は、行政の全面的代替ではなく、行政と地域組織の役割分担

が明確にされている点である。一方、担い手の固定化や財源の不安定さといった課題も存在し、

制度的支援の継続性が問われている。

３）関係人口施策の事例分析

近年注目されている関係人口施策は、定住人口の増加に依存せず、地域と継続的に関わる人々

を増やす取り組みである。長野県や高知県などでは、二地域居住、ワーケーション、地域活動へ

の参加を促進する施策が展開されている。

これらの事例では、外部人材が地域活動の担い手や新たな価値創出の主体として機能している。

一方で、関係人口に過度な期待を寄せることは、地域内部の担い手育成を遅らせるリスクもあり、
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補完的役割として位置づけることが重要である。

４）事例比較から見える共通要因と限界

三つの類型の事例を比較すると、共通する成功要因として、①人口減少を前提とした明確な政

策目標、②多主体協働による役割分担、③地域特性を踏まえた柔軟な制度設計が挙げられる。一

方で、いずれの事例も万能ではなく、地域条件や住民合意の有無によって成果が左右される。

人口減少社会における地域政策は、単一の解決策ではなく、複数の手法を組み合わせることが

不可欠であることが示されているのである。

９．まとめ　課題の整理と政策的論点
人口減少社会における地域政策が直面している課題を整理してきたが、特に、国および自治体

による既存政策の限界、財源・人材・ガバナンスの制約、そして政策が現場で十分に実装されな

い要因等について、政策提言に向けた論点を明確にし、まとめとする。

１）国・自治体政策の限界

国の地域政策は、地方創生以降、一定の制度整備や財政支援を行ってきた。しかしその多くは、

依然として人口増加や経済成長を前提とした枠組みから脱却しきれていない。

成果指標として人口流入数や出生率の改善が重視されることで、短期的・可視的な成果を求め

る事業が優先され、長期的な地域再編や生活基盤維持に直結しないケースが多数見られる。

自治体レベルにおいても、国の制度設計に依存する傾向が強く、地域の実情に即した柔軟な政

策展開が難しい状況にある。

特に小規模自治体では、制度運用の負担が大きく、補助金事業が目的化することで、本来の政

策目標が曖昧になるという問題が生じている。

２）財源制約と人材不足の構造

人口減少と高齢化の進行は、自治体財政に恒常的な制約をもたらしている。税収減少と社会保

障費増大の同時進行により、自由度の高い政策財源は縮小し、新規施策への投資余力は限定的と

なっている。

この結果、既存事業の維持が優先され、構造転換を伴う政策に踏み切れない状況が続いている。

また、人材不足も深刻な課題である。専門性を要する政策立案や事業評価を担う職員が不足す

る中で、現場では前例踏襲的な運用に依存せざるを得ない。特に中山間地域や過疎地域の自治体

では、少人数で多岐にわたる業務を担う必要があり、政策の企画・改善に十分な時間と労力を割

けない実態がある。

３）ガバナンスの課題と多主体協働の現状

人口減少社会では、行政単独で地域課題に対応することは困難であり、多主体協働が不可欠と
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されている。

しかし実際には、行政と地域組織、民間事業者との役割分担が不明確であったり、責任の所在

が曖昧であったりするケースが多い。

地域運営組織（RMO）やNPOなどの主体が期待される一方で、制度的な位置づけや安定的な

支援が不十分なため、活動が属人的・一過性になりやすい。ガバナンスの未整備は、持続可能な

協働体制構築の大きな阻害要因となっている。

４）現場で実装されない政策の実態

政策が現場で十分に機能しない背景には、複数の要因が重なっている。

第一に、政策目的と現場ニーズの乖離が挙げられる。国や自治体上位計画で掲げられる抽象的

な目標が、現場レベルで具体的な行動に落とし込まれないケースが少なくない。

第二に、住民合意形成の困難性がある。施設統廃合や機能集約といった再編政策は、住民の生

活に直接影響を与えるため、強い反発を招きやすい。合意形成に時間を要する中で、結果として

現状維持が選択される場合も多い。

第三に、政策評価と改善の仕組みが十分に機能していない点が挙げられる。短期的成果が重視

されることで、失敗から学び、政策を修正するプロセスが制度的に弱い。このことが、実効性の

低い政策の反復を招いている。

人口減少社会における地域政策の限界と課題を、制度、財源、人材、ガバナンス、実装の観点

から整理したが、これらの課題は相互に関連しており、部分的な対応では解決が困難なのである。

部分的であっても、着実に進めることが重要であろう。

また、一国民として、一労働者として、一地域住民として、あらゆる場面に対応する努力を惜

しんではならないのである。
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過疎・人口急減自治体における「地域維持」と「新しい働き方」
―特定地域づくり事業協同組合を一例に―

　� 公益社団法人　新潟県自治研究センター

理事・研究主幹　齋　藤　喜　和

はじめに
いわΏる「地方創生」路ઢは、人口減少を危機としてଊえ、国・地方一体となった取り組みを

行うというݐ前で、2014年に当時の安倍内閣の؃൘政策のͻとつとしてスタートした。本報告

書では、別ߘにてԣ田ণࢯࡾとԬ田ߒ人ࢯによりこの間の「地方創生」の総括的な論評がされ

ているが、ච者もこれまで「地方創生」路ઢの問題ʕघに、「消滅」をઞりながら、自治体に

੹೚をഭり、実ଶとして中央集権化したݐ付けとその成果の๡しさʕを܁りฦし述べてきた一

人である。その一方で、あるछのڴしと不安にഭられながらも、ಠ自の取り組みを໛ࡧしてきた

自治体や住民の౒力にはܟ意を表してきた。「地方創生」10年を経て、十分な成果の出ていない

現実を政府自らが認め͟るをಘない状況のなかで、当時の石破ट૬がଧち出したのが「地方創生

2.0」であった。ところが、その後の高市内閣の成立により、関連する政策は実質的にண手され

ないまま؃൘のֻけସえが始まっている。これまでの「新しい地方経済・生活環境創生本部」や

有識者会議は廃止され、「地域ະ来戦略」としてҥସえが行われた。そして、地域ະ来戦略本部

の設置により、地域ごとの࢈業集ੵ地のܗ成や地場࢈業の付加価値向上などをめ͟し、地方経済

の活性化に力点を置くという。地方への人の流れを加速させるなどの路ઢは変わらないとして

も、౤ࢿをݺび込む、インフラ੔උを進めるという点は、「ੵ極財政」とされる政権の特৭があ

らわれているとも読める。ただし、「地方創生」10年のৄࡉな分ੳ評価等については、ԣ田ࢯの

論考にҕねることにしたいが、ච者としては、ઌに৮れたような「地方創生」路ઢが有する根本

的な問題点については変わらないと考えている。

また、これまでܧ続的に本研究が取り上げてきた、「働き方」をもうͻとつの࣠に置いて本ߘ

でも述べていきたい。【グラフ１】は非正規労働者の割合を年代別にάラフ化したものである。

労働法制が૬次いで「規制؇和」された1990年代後半以降、非正規労働者の割合の上昇とその後

のݻ定化が働くどの世代にも影を落としている。この「失われた30年」ʕ実際は40年になろう

としているʕが、「ණՏ期」などとউ手に名付けられた世代にもたらした雇用と生活、そして将

来にわたるあらΏる「不安定」との連関性を無視して「地方創生」をޠることはできないとච者

は考えている。

人口減少対策として「まち・ͻと・しごと」の޷॥環で自治体が੹೚を持って取り組むʕそ

のために人口ビジョンと総合戦略の࡞成がすべての自治体に要ٻされたʕというのが「地方創

生」の大きな࿮組みであり、現在も続いている姿である。しかし、この間、「まち」にも、「ͻと」

にも、「しごと」にも、一人の人間が「住み」「暮らす」ために必要な、将来設計可能な安定した

雇用や働き方を保障するという؍点が、国には欠落していた点を指摘しなければならない。
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（出య）総務省統計局「労働力調査」（ج本集計）2024年（令和６年）平ۉなどをجに、ච者が࡞成。

本ߘでは、そのような理ղの下に、人口減少が深刻化する状況において、地域の維持と働き方

という؍点から、その取り組みの一୺として特定地域づくり事業協同組合のもつ可能性への期待

と課題について述べていきたい。その際、特に仕事の「安定」という؍点から、この間取り組ま

れてきた「地域おこし協力ୂ」についても比ֱ対৅として৮れていく。また、新潟県内でもっと

も新しい特定地域づくり事業協同組合として認定された、「村上市ෳ業協同組合なりわいネοト」

について঺հする。

１．特定地域づくり事業協同組合が求められる背景
１）過疎・人口急減の現状

総務省によれば、人口の急減に直面している地域における地域࢈業の୲い手確保と、地域内外

の若者等の雇用・ब業機会の提供等により、地域づくりの人ࡐҭ成や地域社会の維持・地域経済

の活性化をਤることが、特定地域づくり事業協同組合に期待されることとなっている。

特定地域づくり事業協同組合についてのઆ明は次節で述べることとし、まず、この前提となっ

ている過ૄや人口急減地域の現状について؆୯にまとめておく。なお、ච者はかつて、新潟県自

治研究センターの受託研究として取り組んだ報告書で「地域活性化への『人ࡐ೿ݣ的政策』の現

状と課題ʕ地域おこし協力ୂを一例としてʕ」をࣥචし（2020年５月）、それを加ච修正した

「―の意義と働き方―『地域おこし協力ୂ』を一例に『ࡐ外部人』地域活性化を୲う」、でܗ

を『新潟自治』ୈ84߸（2020年７月߸）にߘدした。いずれも「新潟県自治研センター研究νー

Ϝ」名義となっているが、ච者がまとめてࣥචを୲当しており、本ߘにおいても同論文の認識を

。で述べていくܗに加චするج

まず、過ૄ地域とはなにか。

1988೧ 1994೧ 2000೧ 2006೧ 2012೧ 2018೧ 2024೧
15ʛ24ࡂ 17.2 22.2 40.5 46 47.4 49.7 52

25ʛ34ࡂ 10.7 11.9 15.8 25.1 26.4 24.9 21.5

35ʛ44ࡂ 19.3 19.9 23.1 27.4 28.2 28.8 26.4

45ʛ54ࡂ 19.3 20.7 24.6 30.2 31.4 32.1 30

55ʛ64ࡂ 27.3 27.3 32.6 40.8 46.2 46.9 43.1
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【グラフ̏】ඉਜ਼و࿓ಉं͹ׄ߻【グラフ１】非正規労働者の割合
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2021年４月１日から過ૄ地域の持続的発లの支援に関する特別ા置法（以下、持続的発ల法）

が施行されており、過ૄ地域は現在以下の̏つに大別されている（注１）。

①持続的発ల法ୈ２条ୈ１߲に規定する市町村ຢはୈ41条ୈ１߲により過ૄ地域とみなされる

市町村（「過ૄ市町村」）の区域

②持続的発ల法ୈ̏条ୈ１߲若しくはୈ２߲ຢはୈ41条ୈ２߲（同条ୈ߲̏の規定により४用

する場合をؚむ）の規定により過ૄ地域とみなされる区域（「一部過ૄ地域」）。また、一部

過ૄ地域を有する「一部過ૄ市町村」。

③持続的発ల法ୈ42条の規定により過ૄ地域とみなされる市町村（「みなし過ૄ市町村」）の区

域（注２）

総務省「令和５年度൛ 過ૄ対策の現況」によれば、過ૄ地域の人口は1
166万8
630人と全国の

9.3％であるものの、市町村਺では885と51.5�であり、面ੵでは国౔の63.1�を઎めている。前ه

੿ߘでは、「全国の人口の約１割、市町村の５割ۙく、国౔面ੵの５割以上」となっていたことから、

今日までの୹期間においても過ૄが進行していることがわかる。

新潟県内ではどうだろうか。上ه①～③に֘当する、新潟県内自治体別の過ૄ指定の状況につ

いては、下ه【表１】にもまとめたところであるが、2025年４月１日ஈ֊で、全部過ૄ市町村は

12、一部過ૄ市町村が7市22地域、特定市町村が１市２区域となっている。県境にۙい自治体に

全部過ૄが広がっており、県内30自治体（20市10町村）のうち、過ૄ地域をؚまない自治体は10

しかない。新潟県全体をみても、中心部に人口が増加しているわけではなく、県ி所在地である

政令市の新潟市でさえも、10年前に比して5.3�も減少していることが最ۙ報じられた（注３）。全国

の政令市においても北九州市、੩Ԭ市に次͙トοϓクラスの減少率となっており、人口のμϜ機

能も果たせていない状況が読み取れる。県全体の人口減少とともに、この間、「国とのύイϓ」「県

とのύイϓ」をことさら強調しながら、݁果的にはそのύイϓからٵい取られている問題は重い

といえよう。

ちなみに、後述の事例঺հで取り上げる「村上市ෳ業協同組合なりわいネοト」の活動する村

上市は、全部過ૄの自治体となっている。今次報告書では論及されていないが、過ૄ問題につい

ては、市町村合併の検証のなかで今後

研究されるべきテーマでもある。

過ૄ地域の多くは೶ړࢁ村地域であ

り、国౔の保全やਫݯのᔻཆ、自然環

境の保持等々の多面的機能を有してい

る。そしてこれらはいずれも人々の生

活にとって重要な役割を果たす公益的

機能であり、実効性ある対策の必要性

がこれまでもٻめられてきた。 （出య）新潟県「過ૄ関܎市町村の状況ᴷ令和７年４月１日現在」
をجに、ච者が࡞成。

IUUQT���XXX.QSFG.OJJHBUB.MH.KQ�VQMPBEFE�BUUBDINFOU�469066.QEG

【表１】新潟県内の過疎市町村
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しかし、現状をみる限り、1970年に過ૄ地域対策ۓ急ા置法が制定されて以降、これまで法改

正を重ねながら取り組まれてきた長年にわたる「過ૄ対策」が、本当に実効性あるものとなって

いたとはなかなか言い難いものがある。前ه「令和５年度൛過ૄ対策の現況」でも、少子・高齢、

人口減少とともに、「自主財ݯに๡しく、੬ऑな財政構造」として深刻な財政状況が特௃として

市町村の歳入に઎める地方੫収割合は13.3％と全国の31.0％に比べ20܎げられている。過ૄ関ڍ

ポイントۙく低く、財政力指਺でも、過ૄ関܎市町村の平ۉは0.26となっている（全国平0.49ۉ）。

また、「ґ然࢒る格差」として、「生活ج൫」や「福ࢱ・ҩྍ」も指摘されていて、とりわけ後者

のうち、ҩྍ問題では、්࢈人Պ・࢈Պをはじめとした専門ҩが全国に比べ顕著に低い。そして

「無ҩ地区の80％以上が過ૄ地域にଘ在」するというのが現実となっている。　

人口減少対策において、「ૅج体力」のऑいところに、「自助」をٻめる政策制度の構造をච者

は問題にしてきた一人であるが、今日の「地方創生」路ઢのੋ非や修正の必要点は過ૄ地域のこ

うした現実からも考えられなければならない。

２）地域おこし協力隊との比較

本報告書では、人口減少が進むなかで、地域社会を維持していくためにどのような方法が考え

られるのか、地域のさま͟まな団体（自治会・町内会、企業、協同組合、労働組合、ϘランテΟ

ア組織等々）の取り組みに஫目して論じられている。ච者はそのいずれの団体もଚ重されるべき

ものと考え、当事者の取り組みにܟ意を表している。その一方で、そのどれか一つが「特効ༀ」

であるかのようにଊえるのは無理があるとも考えている。ٻめられるのは地域条件に最適な組み

合わせと総合力であり、国が自治体に行うべきは、自治体の「ૅج体力」への支えであることを

。りฦし述べておきたい܁

今回取り上げる特定地域づくり事業協同組合でච者が஫目しているのは「働き方」と「地域」

であり、これまで一؏してこだわってきた「住み」「暮らす」こととのかかわりである。その意ຯで、

本節では地域おこし協力ୂを一例にڍげて、より特௃をはっきりさせたい。

地域おこし協力ୂは、過ૄ地域等の条件不ར地域のৼڵ策として行われ、また「地方創生」に

かかわる施策の一環としても஫目されてきた。「人口減少」「೶業・地域ৼڵ」「定住政策」等、

様々な֯度から取り組まれ、ୂ員の活༂、成ޭ事例がϝデΟアに঺հされることも少なくない。

もっとも、地域おこし協力ୂは「地方創生」路ઢがスタートする以前からଘ在しており、創設は

2009年度である（当時はຑ生内閣）。ただ、創設のഎܠに過ૄ地域の抱える深刻なॾ課題があり、

2014年̕月に「地方創生」が公ࣜに発表され、安倍政権の下での「؃൘政策」となった時期か

らの地域おこし協力ୂのྔ的な৳びは著しいものがある。また、受け入れ自治体਺についても、

2018年度からはৗに1
000団体以上となっている。ୂ員਺、受け入れ自治体਺ともに、਺年をআ

き増加し続けてきた状況にある。それぞれを示したものが次ϖージの【グラフ２】【グラフ３】

である。

ちなみに、新潟県内には2025年12月１日時点で、県と26自治体（੟᝷町・໻඙村、田上町、מ

Ӌ村以外の市町村）が地域おこし協力ୂを受け入れ、合計251人のୂ員が活動している。市町村

− 64 −



によって受け入れ਺は異なっており、最多はࡾ条市の40人。本ߘで関連する村上市では４人となっ

ている（注４）。

（出య）総務省「令和６年度地域おこし協力ୂのୂ員਺等について」をجにච者が࡞成。

（出య）総務省「令和６年度地域おこし協力ୂのୂ員਺等について」をجにච者が࡞成。

地域おこし協力ୂは、都市地域から過ૄ地域等の条件不ར地域に住民ථを移し生活のڌ点を移

した者を地方自治体がҕ৤し、１年から最長̏年の೚期中、地域おこしの支援や೶ྛਫ࢈業への

ै事などを行いながら、その地域への定住・定ணをਤる取り組みである。総務省がઆ明するよう

に「地域おこし協力ୂは、人口減少や高齢化などの課題を抱える地域が都市部から人ࡐを受け入

れ、地域活性化に取り組む」とされており、外部人ࡐの活用と地域活性化がபとなっている。

また、総務省の地域おこし協力ୂの関連サイトでは、これもよく஌られたものであるが、地域、

自治体、地域おこし協力ୂそれぞれにϝϦοトがあるとして、以下のように「ࡾ方よし」とઆ明

されている（注５）。

⿝地域ʜʜ「࢐新な視点」（ϤιϞϊ・ϫΧϞϊ）、「協力ୂ員の೤意と行動力が地域に大きな

「激を与えるࢗ

⿝地域おこし協力ୂʜʜ「自਎の࠽能・能力を活かした活動」「理想とする暮らしや生きがい

の発見」
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⿝地方公共団体ʜʜ「行政ではできなかったॊೈな地域おこし策」「住民が増えることによる

地域の活性化」

たしかに、それぞれのϝϦοトをつなぎ合わせれば、上هのઆ明はその௨りではある。では、

その全体のϝϦοトは何を（どの部分を）あるछのϦスクとした上に成り立っているのであろう

か。

地域おこし協力ୂの活用については、「会計年度೚用職員として೚用するŉ、「地方自治体が

೚用せず、協力ୂ個人とҕ託ܖ約をక݁するŉ、ň関܎団体と業務ҕ託ܖ約等をక݁した上で、当

֘団体の職員等を地域おこし協力ୂにҕ৤する」などさま͟まなケースがある。しかし、どのよ

うな೚用やҕ託等のケースであったとしても、活動期限は１年から最長でも̏年というのが一ൠ

的であり、非ৗに限られた୹期間の਎分である。ୂ員の年齢構成でも、20～29歳が33.2�、30～

39歳31.0�と若年૚が６割を超え、40～49歳20.5�、と続いている。たとえばキϟϦア్上で仕事

をࣙめ、過ૄ地に̏年ۈめて、そのઌの保証がないというݐ付けは、「ණՏ期」とは異なる今日、

果たしてこのઌ௨用する政策なのであろうか。そして、そもそも政府が推঑すべき働かせ方なの

であろうか。

地域おこし協力ୂの定ண率についても࿩題になることが多い。

2019年４月１日から2024年̏月31日まで５年間の定住状況については、೚期がऴྃしたୂ員

8
034人のうち、同じ地域ʕ「活動地と同一市町村内に定住」と「活動地のۙྡ市町村内に定住」

をؚむʕに定住したのは68.9�にあたる5
539人。「約７割が定住」というのはこうした਺値にجづ

いている。なお、より厳ີに「活動地と同一市町村内に定住」したものに限れば55.7�である（注６）。

新潟県においては、全国平ۉよりも定住率は低く、同時期5年間で63.6�となっている（注７）。

「７割が定住」（新潟県では「６割以上が定住」）というߠ定的な表現が一ൠ的に࢖われている

が、ච者はそのଊえ方ついて、間ҧいとまではいわないが、不十分であると考えている。本来の

目的であった「地域力」が上がったのかどうかが評価のபのͻとつであるべきで、しかも、その

݁果として（ୂ員の）̏割以上が現住自治体から流出（人口流出・社会減）しつづけている点の

評価がऑく、改善のয点はそこに置かれるべきである。とりわけ、「当֘市町村に生活の本ڌを

有しないと認められる者は、؍٬的ډ住の事実がなく、当֘市町村に住所を有さないこととなり、

地域おこし協力ୂの要件をຬたさないため、地域おこし協力ୂとして೚用ຢはҕ託することはで

きません」（注８）とのઆ明も事前にされており、当֘自治体の住民であることをきわめて重視した

制度であればなおさらのことである。

前述の੿ߘでは、地域おこし協力ୂへの一定の期待と評価はしながらも、「特に、定住率や人

とのつながり、受け入れઌでのコϛϡχケーγョン等の課題とฒべて論じられるなかで、『人ࡐ

೿ݣ』の根本にある雇用の不安定さへの視点が૬対化されてしまうことへの危ዧ」を表明してい

た。「『消滅可能性自治体』の危機をઞる一方で、報ঈඅ一人当たり200万円の財政ા置の下、人

の流れをつくる重大な੹೚を、実施主体である地方自治体が୲い、୹期ܖ約の『人ࡐ』に大きな

期待がدせられるあり方を『ࡾ方よし』とまとめてよいものなのだろうか」とあえてఝをࢗして
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きた正しさは、今日あらためて問う価値があるものと感じている。

「失われた30年」の論理ʕ労働法制の૬次͙؇和による不安定雇用と将来不安を、自ݾ੹೚

とした社会ʕが根本的に改められる必要性があるという立場からすれば、地域おこし協力ୂの

意義を高く評価しながらも、「ࡾ方よし」で欠落している、欠落させてきた「労働」のあり方を

今後の議論のなかで入れていく必要があるのではないだろうかと考えている。そのことが、これ

までの地域おこし協力ୂの成果を踏まえた発లにつながるだけでなく、その他の地方活性化策に

も޷影響をもたらすはずである。その意ຯで、特定地域づくり事業協同組合の労働者೿ݣ事業が、

どのような労働のあり方をల開していけるのかにච者は஫目しているのである。

２．特定地域づくり事業協同組合への期待と課題
１）特定地域づくり事業協同組合の概要

特定地域づくり事業協同組合制度とは、「地域人口の急減に直面している地域において、೶ྛ

ਫ࢈業、商޻業等の地域࢈業の୲い手を確保するための特定地域づくり事業を行う事業協同組合

に対して財政的、制度的な支援を行うもの」である（注９）。2020年６月施行の「地域人口の急減に

対ॲするための特定地域づくり事業の推進に関する法཯（人口急減地域特定地域づくり推進法）

により創設された比ֱ的新しい制度であるが、2026年１月30日時点で、40道府県において137組

合が認定されている（注10）。なお、「地域人口の急減に直面している地域」とは、۩体的に「過ૄ

地域の持続的発లの支援に関する特別ા置法にجづく過ૄ地域」か「過ૄ地域と同ఔ度の人口減

少が生じている地域」とされており、持続的発ల法における過ૄ地域の分ྨで前述した【表１】

が֘当する市町村等と考えてよい。

この制度が期待し視野に入れる分野は、雇用機会の創出とब業機会の提供、地域人ࡐのҭ成か

ら地域の維持、経済活性化まで広ൣғに及んでいる。事業の主体となるのは、中小企業等協同組

合法にجづく事業協同組合であり、都道府県஌事が一定の要件をຬたすものとして認定した特定

地域づくり事業協同組合は、特例ા置として労働者೿ݣ法にجづく労働者೿ݣ事業が実施可能

となる。組合の設立には４者以上の事業者（個人・法人は問わない）（可でなく届出で実施可能ڐ）

が発ى人となることがٻめられる。ઌ行事例でも一次࢈業・二次࢈業・ࡾ次࢈業、その他ޫ؍協

会など組合員の構成はさま͟まである。

特定事業としての労働者೿ݣ事業は、季節毎の労働ध要等に応じてෳ਺の事業者の事業にै事

する、いわΏる「マルνϫーΧー」としての೿ݣということになる。総務省のࢿ料で示されてい

るマルνϫークのイϝージの例としては、４月（೶業）、５～10月（ҿ食業）、11～̏月（ञ造

業）と季節ごとにब業ઌを変えるケースと、一日のうちޕ前（հޢ事業PSこども園）・ޕ後（小

ച業）と୹時間労働を組み合わせて௨年働くケースが঺հされている。この国ですでに行われて

きた೿ݣ労働という仕組みに、マルνϫークという「新しい働き方」が加わったܗになっている

が、ච者が特に重要だと考えるのは、この事業の雇用ܗଶが「無期雇用職員に限る」と規定され

ている点である。これまで「人ࡐ活用」をうたってల開されてきた、地域活性化や雇用政策にな

かった、働く側の「安定」という؍点が国・地方・事業者で共௨の理ղとして入れ込まれた制度
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という点をච者は޷意的に஫目している。

また、特定地域づくり事業協同組合に認定されると、組合ӡӦඅについて財政支援を受けるこ

とができるようになる。組合ӡӦඅ（対৅経අは、「೿ݣ職員人件අ」及び「事務局ӡӦඅ」）の

１ʗ２のൣғ内で公අ支援があり、内༁は国１ʗ２、市町村１ʗ２となっている。その地方ෛ୲

分のうち、１ʗ２は特別交付੫がા置されるため、実質的な地方ෛ୲分は全体の１ʗ８というこ

とになる（つまり、ӡӦඅ全体としては認定団体１ʗ２、国̏ʗ８、市町村１ʗ８ෛ୲）。2025

年度国ݿ補助分の予ࢉ額は5.6ԯ円である。国が地方自治体へ過重なෛ୲を強いる制度でもなく、

民間との連携で取り組むܗになっているといえる（注11）。

２）村上市複業協同組合なりわいネットの取り組みから

本ߘのࣥචにあたり、ච者は新潟県内で昨年新たに認定された特定地域づくり事業協同組合

「村上市ෳ業協同組合なりわいネοト」（以下、なりわいネοト）への取ࡐの機会をಘた。スター

トஈ֊での多๩ななかで協力いただいたことに感謝申し上げたい。以下、関連事߲について述べ

ていく。

新潟県内では現在７つの特定地域づくり事業協同組合が認定されており、なりわいネοトは県

内７൪目の認定である【表２】。2026年１月には2026年度の職員ื集も始まっている。

（出య）新潟県ϗーϜϖージ「特定地域づくり事業協同組合」をجにච者が࡞成。
IUUQT���XXX.QSFG.OJJHBUB.MH.KQ�TFD�DIJJLJTFJTBLV�UPLVUFJUJJLJEVLVSJKJHZPVLZPVEPVLVNJBJ.IUNM

【表２】新潟県内の特定地域づくり事業協同組合

（１）村上市の人口減少

村上市の人口は2026年１月１日現在52
228人、世ଳ਺は21
980。前述のように全部過ૄ地域に

指定されている。いわΏる平成の大合併で現在の村上市となったのは2008年４月１日である（注12）。

合併時2008年４月１日現在の人口は70
019人、世ଳ਺22
777であったことから、とりわけ人口が

この間で25％以上も減少していることがわかる。また、旧村上市域以外の合併自治体の地域での

減少が進んでいる。たとえば、2005年国勢調査ஈ֊との比ֱでいえば、当時のࢁ北町7
291人に

対し、2026年１月１日現在のࢁ北地域では4
411人と４割ۙい減少となっている。

（２）なりわいネットの創設

なりわいネοト創設にあたり、立ち上げの४උஈ֊からຉ૸してきたのが、代表理事である渡
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辺ඒ紀子ࢯである。有限会社࡫川流れؿޫ؍ધの代表取క役として、これまでもࢁ北地域の活性

化に取り組んできた一人であり、村上地域における地域おこし協力ୂの「仕ֻけ人」でもあった

渡辺ࢯは、地ݩの人口急減を目の当たりにし、地域の将来を໛ࡧするなかで、なりわいネοトの

構想を「以前からあたためてきた」という。実際に、特定地域づくり事業協同組合制度発足後す

͙に、中小企業団体中央会から情報をಘたことで動き出し、ࢁ北商޻会が฼体となったҕ員会の

立ち上げと同商޻会の重点施策化という後ԡしもಘながら進めていくこととなった。その意ຯで

は、県内でもっとも新しい特定地域づくり事業協同組合ではあるが、十分な「४උӡ動」「助૸期間」

を経ての出発ということであろう。

総務省のΨイυラインでは「事業協同組合の設立に当たっては、都道府県୲当部局、都道府県

中小企業団体中央会と十分૬ஊすることが重要」とのࡌهがある。「४උӡ動」「助૸期間」にど

れだけの支援があるのかは、今後の県内外の団体増加にかかわる重要なポイントであるとච者は

考えるところである。渡辺ࢯも「申੥等で൐૸型の支援をしてくれたࢁ北商޻会がなければ立ち

上げができなかった」と࿩すように、なりわいネοトのケースでは、商޻会による手ްい൐૸型

支援の後ԡしが大きかったといえる。

当ॳはࢁ北地域での活動を構想していたそうであるが、村上市からの支援を受ける際に「市域

全体の組合として」とのࢫの条件が市長から示されたことにより、村上市内各地区の事業者から

の協力をಘるというஈ֊へと入っていく。その後の市からのバοクアοϓʕ特に認定を行う県

とのڮ渡し役として市町村の役割は大きいʕのなかで、設立への動きはさらに進んでいくこと

なる。

なりわいネοトの設立は2025年10月１日。雇用の維持という؍点から、当ॳは７～８業者をと

考えていたそうであるが、協力する組合員は、市内各地域から15事業者にも及Ϳ。その業छも、

೶業、ړ業、食品加޻業、ޫ؍業、ΨιϦンスタンυやコンビχエンスストア経Ӧ者等々、実に

෯広い。そのため、マルνϫーΧーとしての働きઌも෯広く確保されている。ٯに、2026年度ื

集の̏人の雇用では、加ໍするすべての業者で働き手を受け入れることができない状ଶであるが、

そうした点についても事業者の理ղと協力の下に進められている。企業・事業者の社会的ݙߩと

いう面はより評価されるべきであるし、この点でも県・自治体が公的にどう支えていけるのかと

いう議論は今後ٻめられるであろう。また、渡辺ࢯが「キーマン」という、事務局長の২田పࢯ

は、ݩ々は地域おこし協力ୂ員だった経ݧを持つ。前述のように、渡辺ࢯが村上市の地域おこし

協力ୂの取り組みにかかわった人的つながりが活かされている。

（３）制度の発展に求められる支援とは

特定地域づくり事業協同組合への期待とともに、より制度の実効性を高め、今後の新たな組合

の設立に向けてٻめられる支援や課題にはどのようなものがあるだろうか。

今後の議論の参考として、ච者が考えるいくつかの点について要点だけ示しておきたい。

まず、自治体による支援である。とりわけ、൐૸型支援は重要である。なりわいネοトの設立

経過で、地ݩ商޻会からの支援が大きな力となっていたこともポイントであると述べたが、情報

提供から申੥ஈ֊まで、設立に至る੾れ目のない支援のあり方がさらに追ٻされる必要がある。
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ච者は当ॳ、この制度について、人口減少対策等に関わる行政主導型の設立という姿を想૾して

いたが、なりわいネοトのケースでは、「地域にࢥいのある」「地域の人」が１からスタートして

いるܗになっている。もちろん、行政からの働きかけでスタートした事例も全国的には少なくな

いだろうとも考えられるが、どちらにしても、自治体による൐૸型支援のあり方が議論になり、

そのために国が自治体を財政的に支えていくことを望みたい。

また、マルνϫークとしてब業する際の住୐支援についても必要性が高いといえる。多職छで

のब業ということは、場合によってはब業ઌへの௨ڑۈ཭が各職場で大きく異なることも想定さ

れる。特に、新潟県でいえば、平成の大合併で自治体の面ੵは広域となり、ब業に最適なډ住地

が限られるということも少なくないはずである。自治体によっては、これまで、いわΏる「移住・

定住支援」として住୐අ補助等に取り組むところもあるが、特定地域づくり事業においても、移

住者の「住ॲ」を自治体の支援で確保できるしくみがٻめられよう。

実効性という点では、県による制度の࿮組みのॊೈなӡ用もまた必要となっていると考えられ

る。合併により広域化した現在では、特定地域づくり事業協同組合が生活ݍや経済ݍ、文化ݍな

どのۙさから、県内の他市町村、場合によっては県をまたいだܗで活動した΄うが良いというケー

スもあるのではないだろうか。特に新潟県の自治体のなかには、ྡ઀する県の他自治体の事業者

と協力すれば、特定地域づくり事業協同組合が設立しやすいというケースもあるのではないだろ

うか。

特定地域づくり事業協同組合同࢜、またྨࣅ団体との協力や協同についても৮れておきたい。

県内でもすでに７つ、全国でも137団体が認定され活動していることから、成果や成ޭ事例、困

難な点など、団体同࢜の情報共有と今後の情報発৴に向けた、ネοトϫークの構ஙは有益であろ

う。いわΏる人ࡐҭ成についても同様である。あわせて、地域維持・地域づくりのために活動し

ている、/10団体や労働者協同組合などྨࣅの取り組みを行う団体、地ݩの大ֶをはじめとし

た研究機関との連携も、可能性を広げる一つの؍点である。地域文化の୲い手という؍点でいえ

ば、ֶߍなどڭҭ機関との連携も考えられる。労働組合との連携により、働く側の声も取り入れ

られ、労働組合による環境や文化などへのさま͟まな地域支援活動とも૬৐効果が期待できるの

ではないだろうか。

まとめにかえて
なりわいネοトの取ࡐのなかで、特にҹ৅に࢒った言༿がある。

地域おこし協力ୂに関わった࿩のなかで出てきた、「ډ場所がなくなればいられなくなるので

はなくて、生活ج൫があればいられる」という考え方と、特定地域づくり事業協同組合制度につ

いて力を込めてޠった「人が足りないからというだけでなく、人をҭてるという制度」であると

いうઆ明である。

ۙ年、まるで「બばれる地域をつくるために住民がいる」かのような、౗ࡨした議論をみかけ

ることが多くなった。これは、少子・高齢、人口減少社会のなかで、市町村に੹೚をෛわせる議

論と一体となったものである。બばれるようになるかどうかは、そこに「住み」「暮らす」人々にとっ
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て、「住み続けたい」「暮らし続けられる」地域であるかどうかという݁果であるはずである。そ

の際に大前提となるのが、安定した労働であり、働き手がҭてられる環境だとすれば、地域を維

持するためにٻめられるものは、「不安定な非正規」、「役に立つ」、「࢖える」という発想に立た

ない別のしくみだということになる。それがபとなったときに、たとえば、本ߘでは例としてڍ

げた地域おこし協力ୂのような、能力と意ཉを持った移住者の働きもより効果をもたらすのでは

ないだろうか。

少子・高齢、人口減少が進むなかで地域社会を維持しなければならないと危機感を持たせ、市

町村レϕルの੹೚と財政的なコスト論から出発した「ղ決策」をٻめるあり方は、今日限界にき

ている。その流れのઌとして、現在は人間を支える福ࢱやҩྍなどの公的分野にまで「੺ࣈղ消」

「無ବ࡟減」の議論がऻいかかり、労働条件の低さが働き手不足を加速させる状況がつづいている。

で取り上げた特定地域づくり事業協同組合は、あくまで全体の取り組ߘりฦしになるが、本܁

みのなかの一部であり、これをもってղ決可能な「特効ༀ」とはならない。しかし、ιーγϟル

キϟピタルとしての؍点からも、これまでとはҧう可能性をもった制度となりಘるものなのであ

る。今後の動向に期待したい。

（注１）新潟県においても、持続的発展法に基づき、2021年度から2025年度までの５年間を期間とする新潟県
過疎地域持続的発展方針及び新潟県過疎地域持続的発展計画が策定されている。

（注２）参考までに、①～③に該当する持続的発展法の条文は以下の通りである。
e-Gov 法令検索https://laws.e-gov.go.jp/law/503AC1000000019より条文引用。
過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法

（過疎地域）
第二条　この法律において「過疎地域」とは、次の各号のいずれかに該当する市町村（地方税の収入以外の政

令で定める収入の額が政令で定める金額を超える市町村を除く。）の区域をいう。
一　次のいずれかに該当し、かつ、地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）第十四条の規定により算

定した市町村の基準財政収入額を同法第十一条の規定により算定した当該市町村の基準財政需要額で除して
得た数値（第十七条第九項を除き、以下「財政力指数」という。）で平成二十九年度から令和元年度までの
各年度に係るものを合算したものの三分の一の数値が〇・五一以下であること。ただし、イ、ロ又はハに該
当する場合においては、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成二十七年の人口から当該市町村人口に
係る平成二年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・一未満
であること。

イ　国勢調査の結果による市町村人口に係る昭和五十年の人口から当該市町村人口に係る平成二十七年の人
口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る昭和五十年の人口で除して得た数値（以下この項において

「四十年間人口減少率」という。）が〇・二八以上であること。
ロ　四十年間人口減少率が〇・二三以上であって、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成二十七年の人

口のうち六十五歳以上の人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・三五以上であるこ
と。

ハ　四十年間人口減少率が〇・二三以上であって、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成二十七年の人
口のうち十五歳以上三十歳未満の人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・一一以下
であること。

ニ　国勢調査の結果による市町村人口に係る平成二年の人口から当該市町村人口に係る平成二十七年の人口を
控除して得た人口を当該市町村人口に係る平成二年の人口で除して得た数値が〇・二一以上であること。

二　四十年間人口減少率が〇・二三以上であり、かつ、財政力指数で平成二十九年度から令和元年度までの各
年度に係るものを合算したものの三分の一の数値が〇・四以下であること。ただし、国勢調査の結果による
市町村人口に係る平成二十七年の人口から当該市町村人口に係る平成二年の人口を控除して得た人口を当該
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市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・一未満であること。
２　主務大臣は、過疎地域をその区域とする市町村（以下「過疎地域の市町村」という。）を公示するものとする。
（特定期間合併市町村に係る一部過疎）
第三条　特定期間合併市町村（平成十一年四月一日から令和三年三月三十一日までの間に、市町村の合併（二

以上の市町村の区域の全部若しくは一部をもって市町村を置き、又は市町村の区域の全部若しくは一部を他
の市町村に編入することで市町村の数の減少を伴うものをいう。以下同じ。）により設置され、又は他の市
町村の区域の全部若しくは一部を編入した市町村のうち、前条第一項、第四十一条第一項又は第四十二条の
規定の適用を受ける区域をその区域とする市町村以外のものをいう。以下この条及び第六章において同じ。）
であって、財政力指数で平成二十九年度から令和元年度までの各年度に係るものを合算したものの三分の一
の数値が〇・六四以下であるもの（地方税の収入以外の政令で定める収入の額が政令で定める金額を超える
市町村を除く。）については、特定期間合併関係市町村（平成十一年三月三十一日に存在していた市町村で
あって、同年四月一日から令和三年三月三十一日までの間に市町村の合併によりその区域の全部又は一部が
特定期間合併市町村の区域の一部となった市町村をいう。以下この条及び第四十一条第二項において同じ。）
の区域（平成十一年四月一日から令和三年三月三十一日までの間の市町村の合併の日（二以上あるときは、
当該日のうち最も早い日）の前日における市町村の区域をいう。次項及び第四十一条第二項において「特定
期間合併関係市町村の区域」という。）のうち、次の各号のいずれかに該当する区域を過疎地域とみなして、
この法律の規定を適用する。ただし、第一号、第二号又は第三号に該当する場合においては、国勢調査の結
果による特定期間合併関係市町村の人口に係る平成二十七年の人口から当該特定期間合併関係市町村の人口
に係る平成二年の人口を控除して得た人口を当該特定期間合併関係市町村に係る同年の人口で除して得た数
値が〇・一未満である区域に限る。

一　国勢調査の結果による特定期間合併関係市町村の人口に係る昭和五十年の人口から当該特定期間合併関係
市町村の人口に係る平成二十七年の人口を控除して得た人口を当該特定期間合併関係市町村の人口に係る昭
和五十年の人口で除して得た数値（以下この項及び次項において「特定期間合併関係市町村四十年間人口減
少率」という。）が〇・二八以上であること。

二　特定期間合併関係市町村四十年間人口減少率が〇・二三以上であって、国勢調査の結果による特定期間合
併関係市町村の人口に係る平成二十七年の人口のうち六十五歳以上の人口を当該特定期間合併関係市町村の
人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・三五以上であること。

三　特定期間合併関係市町村四十年間人口減少率が〇・二三以上であって、国勢調査の結果による特定期間合
併関係市町村の人口に係る平成二十七年の人口のうち十五歳以上三十歳未満の人口を当該特定期間合併関係
市町村の人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・一一以下であること。

四　国勢調査の結果による特定期間合併関係市町村の人口に係る平成二年の人口から当該特定期間合併関係市
町村の人口に係る平成二十七年の人口を控除して得た人口を当該特定期間合併関係市町村の人口に係る平成
二年の人口で除して得た数値が〇・二一以上であること。

２　特定期間合併市町村であって、財政力指数で平成二十九年度から令和元年度までの各年度に係るものを合
算したものの三分の一の数値が〇・四以下であるもの（地方税の収入以外の政令で定める収入の額が政令で
定める金額を超える市町村を除く。）については、特定期間合併関係市町村の区域のうち、特定期間合併関
係市町村四十年間人口減少率が〇・二三以上である区域を過疎地域とみなして、この法律の規定を適用する。
ただし、国勢調査の結果による特定期間合併関係市町村の人口に係る平成二十七年の人口から当該特定期間
合併関係市町村の人口に係る平成二年の人口を控除して得た人口を当該特定期間合併関係市町村に係る同年
の人口で除して得た数値が〇・一未満である区域に限る。

３　前二項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。
（旧過疎自立促進地域の市町村に係る特例）
第四十一条　令和三年三月三十一日において旧過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号。第三

項及び附則において「旧過疎自立促進法」という。）の規定に基づく過疎地域をその区域とする市町村（以
下この章及び附則において「旧過疎自立促進地域の市町村」という。）であって、次の各号のいずれかに該
当し、かつ、財政力指数で平成二十九年度から令和元年度までの各年度に係るものを合算したものの三分の
一の数値が〇・五一以下であるもの（地方税の収入以外の政令で定める収入の額が政令で定める金額を超え
る市町村を除く。）の区域は、第二条第一項の規定の適用を受ける場合を除き、過疎地域とみなして、この
法律の規定を適用する。ただし、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成二十七年の人口から当該市町
村人口に係る平成二年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が
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〇・一未満である市町村の区域に限る。
一　国勢調査の結果による市町村人口に係る昭和三十五年の人口から当該市町村人口に係る平成二十七年の人

口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る昭和三十五年の人口で除して得た数値（以下この項において
「五十五年間人口減少率」という。）が〇・四以上であること。

二　五十五年間人口減少率が〇・三以上であって、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成二十七年の人
口のうち六十五歳以上の人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・三五以上であるこ
と。

三　五十五年間人口減少率が〇・三以上であって、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成二十七年の人
口のうち十五歳以上三十歳未満の人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・一一以下
であること。

２　旧過疎自立促進地域の市町村のうち特定期間合併市町村であって、財政力指数で平成二十九年度から令和
元年度までの各年度に係るものを合算したものの三分の一の数値が〇・六四以下であるもの（地方税の収入
以外の政令で定める収入の額が政令で定める金額を超える市町村を除く。）については、特定期間合併関係
市町村の区域であって、第三条第一項又は第二項の規定の適用を受ける区域以外の区域のうち、次の各号の
いずれかに該当する区域を過疎地域とみなして、この法律の規定を適用する。ただし、国勢調査の結果によ
る特定期間合併関係市町村の人口に係る平成二十七年の人口から当該特定期間合併関係市町村の人口に係
る平成二年の人口を控除して得た人口を当該特定期間合併関係市町村に係る同年の人口で除して得た数値が
〇・一未満である区域に限る。

一　国勢調査の結果による特定期間合併関係市町村の人口に係る昭和三十五年の人口から当該特定期間合併関
係市町村の人口に係る平成二十七年の人口を控除して得た人口を当該特定期間合併関係市町村の人口に係る
昭和三十五年の人口で除して得た数値（以下この項において「特定期間合併関係市町村五十五年間人口減少
率」という。）が〇・四以上であること。

二　特定期間合併関係市町村五十五年間人口減少率が〇・三以上であって、国勢調査の結果による特定期間合
併関係市町村の人口に係る平成二十七年の人口のうち六十五歳以上の人口を当該特定期間合併関係市町村の
人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・三五以上であること。

三　特定期間合併関係市町村五十五年間人口減少率が〇・三以上であって、国勢調査の結果による特定期間合
併関係市町村の人口に係る平成二十七年の人口のうち十五歳以上三十歳未満の人口を当該特定期間合併関係
市町村の人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・一一以下であること。

３　前項の規定は、令和三年三月三十一日において旧過疎自立促進法第三十三条第二項の規定の適用を受けて
いた市町村のうち特定期間合併市町村であって、財政力指数で平成二十九年度から令和元年度までの各年度
に係るものを合算したものの三分の一の数値が〇・六四以下であるもの（地方税の収入以外の政令で定める
収入の額が政令で定める金額を超える市町村を除く。）に係る同項の規定に基づく過疎地域であった区域に
ついて準用する。

第四十二条　旧過疎自立促進地域の市町村のうち平成十一年四月一日から令和三年三月三十一日までの間に、
市町村の合併により設置され、又は他の市町村の区域の全部若しくは一部を編入した市町村については、第
二条第一項又は前条第一項の規定の適用を受ける場合を除き、当該市町村の区域で主務省令で定める基準に
該当するものを過疎地域とみなして、この法律の規定を適用する。

（注３）2026年２月３日付『新潟日報』参照。
（注４）新潟県「自治体別地域おこし協力隊の状況」

https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/attachment/475536.pdf
（注５）地域おこし協力隊ナビ「地域おこし協力隊・地域・地方公共団体の『三方よし』の取組」

https://www.soumu.go.jp/chiikiokoshitai/about/index.html
（注６）総務省地域力創造グループ地域自立応援課「令和６年度地域おこし協力隊の定住状況等に係る調査結

果（2025年４月４日）」https://www.soumu.go.jp/chiikiokoshitai/pdf/001003056.pdf
（注７）新潟県「新潟県内の地域おこし協力隊卒業生の定住率」

https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/attachment/445941.pdf
（注８）前記（注5）「Ｑ＆Ａよくある質問」

https://www.soumu.go.jp/chiikiokoshitai/about/index.html
（注９）新潟県「特定地域づくり事業協同組合」

https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/chiikiseisaku/tokuteitiikidukurijigyoukyoudoukumiai.html
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（注10）全国中小企業団体中央会「特定地域づくり事業協同組合制度」
https://www.chuokai.or.jp/index.php/associationsystem/tokutei-chiiki-dukuri/

（注11）特定地域づくり事業協同組合に認定される前の段階での支援（組合設立への支援）も設けられている。
https://www.soumu.go.jp/main_content/000877313.pdf

（注12）村上市の合併の経過については、2004年９月、合併協議会の議論がまとまらず一時は暗礁に乗り上げ
るなど、県内における合併自治体のなかではさまざまな苦労のあった地域でもある。新潟県の平成の大合併
についての研究では基本文献として知られる、新潟県自治研究センターの『平成の大合併新潟県の軌跡』（監
修は羽貝正美氏）発刊時（2007年４月）ではまだ新市の発足前であるが、その間の経緯について、当時の佐
藤度市長から「紆余曲折乗り越え再出発」という論稿も収録されており、参照いただきたい。
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市民がつくる新しい事業体、労働者協同組合の展開

日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会��
労働者協同組合ワーカーズコープ・センター事業団��

　北信越事業本部��本部長　川　原　隆　哲

１．はじめに
今、自から出資をし、事業を運営して働く、そんな組織のあり方に関心を持つ人たちが増えて

います。その組織の一つに、労働者協同組合があります。

この働き方は、雇われて働く働き方に対して、経営に参加（意見反映）する主体的な働き方、

協同する働き方であることから、協同労働と呼ばれています。

労働者協同組合は2020年に、超党派による協同組合振興研究議員連盟（以下、議連）による議

員立法で衆参両議院に提案され、全会一致で採択がされました。２年の準備期間を経て2022年10

月に施行されました。現在、全国には179法人（2026年２月１日時点）が設立しており、様々な

業種に及んでいます。【図１】【図２】

この法人格については、2023年４月発刊の『新潟自治』第95号「NEWSリポート東西南北」で

「労働者協同組合の可能性と協同労働が拓くもの」として寄稿させていただきました。（注１）

その寄稿文では、労働者協同組合法の特徴を中心に、組織の性格や概要を報告しています。例

えば、経営方針の決定に組合員の意見反映が重視される事、事業種目は派遣業以外の仕事なら事

業制約を受けない事、また設立手順が準則主義により、総会開催の告知を行い、設立に必要な意

思決定（組織定款、事業計画、役員体制を定める）を決める設立総会を開き、その記録や手順が

踏まれれば、法務局への資料提出により法人登記を行える事等、非常に簡便で設立できる事を記

述しました。

設立準備人数も役員体制が最低３人以上の理事と１人以上の監事、比較的少ない人数で立ち上

げられる事などの特徴を記載しています。一言で言えば、地域の困り事を仲間３人以上が集まっ

て解決しようと相談がまとまれば、みんなで仕事おこしをして解決する法人格ができる法律（事

業体なので最賃以上の給与を払うことが必須）です。

また、この法人には施行当初３年間（2025年９月まで）は、NPO法人・企業組合法人からの

組織移行が認められていたことから、現在42法人が組織変更をしました【図２】。

今回はこの寄稿文から、既に２年10 ヵ月が経過したことから、あらためて労働者協同組合を

取り巻く様々な事案や現状を報告します。さらに、今回は原稿枚数を多く頂いたので、私たちは

今どんな社会に生きているのか、どういう社会的要請のなか、労働者協同組合は生まれたのか、

今どのように労働者協同組合は展開しているのか、さらにこの間立ち上がった労働者協同組合の

特徴や活動などを合わせて紹介します。そして労働者協同組合の可能性と課題を検証します。
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【図１】労働者協同組合法

【図２】労協設立情報（厚労省完成版）

（出య）ް生労働省ϗーϜϖージ「労働者協同組合」より。

（出య）ް生労働省ϗーϜϖージ「労働者協同組合」より。
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２．どういう時代を私たちは生きているのか
日本は少子高齢社会の真っただ中にいます。先進国のなかでも高齢化の進行はとても速いとい

われています。人口構造は、団塊の世代を塊にした釣鐘型から、つぼ型へと変化し、最終局面を

迎え人口減少社会へと確実に速く移行しています。

私たちがこれから定常型社会をどう描くかが大きな分岐点にもなっています。生活の単位であ

る家庭は、高度経済成長時代の核家族中心から、単身世帯へと移行しています（注２）。なかでも、

３人以上の家族は減少し、１人から２人世帯（単独世帯、もしくは夫婦のみ）が家族構成全体の

主流となっています。こうした家族の変容は、家庭が持つ相互補完的な機能を弱くしていること

を示しています。例えば、子どもの人数の総体は減っている一方、学童に通う児童の人数は増え

ています。

また高齢者の介護サービス利用に伴い、在宅によるデイサービスや訪問介護の利用よりも施設

入所への移行が高まっています。

子育て支援や介護保険などの社会保障の充実が行われないと、暮らす事が厳しい状況が拡がっ

ています。地方と都市に親と子どもが分散して家族を持ち、それぞれの状況の変化（入院や死亡、

離婚）に伴い、孤立や孤独、孤独死、貧困や空き家問題などの課題が拡がっています。

働く環境はこの20年の間に非正規就労者が2,126万人を超え、非正規雇用労働者と完全失業者

を合わせた割合は労働力人口の約35％から40％といわれております。アルバイト・パート・派遣・

契約社員などの非正規雇用の増加は、低賃金構造・不安定雇用・キャリア形成が難しく、新しい

働き方につながらないなど、日本には多いとされた中流層は激減しています。

生活が不安な人たちの増加により、格差社会や貧困問題が地域の大きな課題にもなっています。

女性の社会進出は増えているものの、非正規雇用の拡大により雇用不安を抱える現状や、男性と

の収入や地位の格差構造も変わりません。一方で、共働きは家族の家計にとっても欠くべき貴重

な収入源としての側面を持ちながらも、就労環境から子育てがより難しい状況があります。また、

未婚者、特に女性にとっては厳しい生活状況がつくられています。

昨今、政治課題にもなった「103万円の壁」は、女性の労働力人口の53.5％は非正規雇用であ

ることの現状を解決しなければ、未婚者及び非婚者の増加にも影響を及ぼし、少子化や貧困の環

境はより拡大します。また、貧困を取り巻く問題にはジェンダー問題も重なり、さらに複雑化し、

深刻な状況を作っています。

こうした社会の変化は、地域にも深刻な影響を及ぼしています。

長寿化による平均寿命の伸びは、低年金を背景にして就労期間の延長を選択せざるを得ない人

が増えています。一方、少子化による人材不足への対応として、定年制を見直す企業も生まれ、

高齢雇用を進めざるを得ない状況も現れています。

この影響は、とりわけ地縁組織の高齢化と、自治会等の役員、民生委員の担い手不足に現れて

います。その一方で、単身世帯の増加を含め、個人情報保護への対応などから、家庭へのアプロー

チには個別の対応が困難になる傾向も生まれています。

人と人とのつながりを前提にした地域社会で、関係が希薄になり、世話焼き活動機能を失い、
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自治会や民生委員が行政の福祉サービスとの橋つなぎを担う事ができない状態にもなっていま

す。

現在の家族を取り巻く諸課題は、8050問題、ニートや世代を超えた引きこもり、子育てを取り

巻く課題（育児ノイローゼ、虐待やネグレクト）、認知症高齢者の介護など、多重化・複合化し、

外からはうかがい知る事ができない大きな問題です。今では、地縁関係を基礎とするボランティ

ア（助け合い、ささえあい）で、つまりは自治会の役員や民生委員で地域の関係づくりに対応す

る限度を超えていると言えます。あらためて地域を支える主体は誰かという事を考える必要があ

ります。

その一つの可能性は、既存の制度やシステムではない、新しい市民ネットワークや地域の助け

合いです。

３．市民が参加し自らの力で課題解決
こうした社会背景のなかで、市民自身が自からの力で様々な地域課題を解決する取り組みが拡

がりました。大きな変化の始まりに1995年の阪神淡路大震災があげられます。未曾有の災害のな

か、交通網の遮断や、激しい災害に、政府や自治体による災害救助の取り組みは遅れました。

また、これまで災害に耐えうると言われてきた科学技術や、民間企業も、呼応する対策の機能

不全が問題になりました。

最も大きな役割を果たしたのは、災害当事者であった市民の助け合いや、他の地域から駆けつ

けた災害ボランティアの行動でした。大きな犠牲を払うなか、様々な主体が市民性を持ちながら、

新たなまちづくりや、地域での助け合いの機運が生まれました（注３）。

一方、主体的な活動を支えた団体は、任意団体での活動であり、社会的な信頼が低い事、寄付

やカンパを集めにくい事、活動の制約がある事などの問題が挙げられました。こうした現実が、

特定非営利活動法人（NPO法人）の法制化を進める大きなきっかけになりました。

市民の声を形にするうえで、与野党を含む超党派議連による議員立法で法案が準備されました

（1998年12月施行）。2001年10月時点で、認証数は既に5,000団体を超えたという記録があります、

その後も急ピッチに法人設立が拡がりました。現在は51,866団体となっていますが、正式な活動

法人数はわかっていません。

最近は、解散数の増加や休眠NPOの問題、資金不足や人材不足、高齢化なども問題として挙

げられていますが、少子・高齢化などの地域課題を考えるうえで大きな存在です。

ここで特に注目したいのは、介護保険サービスを中心にした事業系NPO法人の歴史です。そ

れまで高齢者介護は家庭内のアンペイドワーク（無報酬労働）として位置付けられていました。

また、公的介護は行政サービスに位置づけられ、介護の担い手がいない場合のみ、サービスが提

供されました。そのサービスは、社会福祉協議会や、社会福祉法人が自治体からの受託を受けて

担われてきました（行政による直営もある）。

しかし、2000年に高齢化社会が本格化するなかで、今までの枠組みでは介護の仕組みが十分に

機能しない事から進められたのが介護保険です。介護保険は医療と同じ「保険」で、介護をサー
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ビスとして提供する仕組みです。その大きな担い手は民間企業、つまりは市場に委ねる事でした。

その財源については、40歳以上の介護保険料、公費、サービスの利用者が負担し、社会全体

で支え合う仕組みとして設計されました。公共サービスの担い手としては、企業だけでなく、

NPO法人や協同組合にも大きな可能性をひらかれました。

制度の理念は、介護が必要な高齢者自身の有する能力に応じて、可能な限り住み慣れた地域で

「尊厳」を持ち、自立した日常生活を送れるように支援する事でした。特に、当時は市民活動をベー

スにしたNPO法人が、高齢化や介護の問題を、民間企業だけではなく、だれもが経験する事と

してとらえ対応する事、地域社会づくりを含めた課題として追求し、サービスの担い手として参

加する事により解決しようという活動を展開しました。

家族との連携や地域との連携、生活の延長線上にある居場所としてのデイサービスの存在は、

介護の質を高め、地域社会に貢献してきたことが実証されています。また、利用者本位の介護保

険の活用として機能させていく事を、市民主体の団体や協同組合、社会福祉法人などの様々な主

体で進めました。

しかし、今日、高齢化社会が進行するなかで、NPO法人の運営する事業所は厳しい局面を迎

えています。その一つは運営組織の高齢化問題です。上記の理念に立って作られたNPO法人では、

20年を超える活動団体も多く存在します。その多くは、介護の社会化の思いをベースに立ち上がっ

た市民活動から、第２世代、第３世代への担い手のバトンタッチを迎えています。

善意やボランティア精神だけでは運営は乗り越えられず、人材確保に大きな悩みを抱えていま

す。また、就労先としての条件整備が十分にできているとはいえないところも非常に多くありま

す。さらに、多くは寄付や助成金を財源としているために、資金調達が円滑でない事もあり、安

定的な収益モデルが確立できていない側面も大きな問題です。

NPO法人は法人格が市民活動の根拠法のために、事業融資を受けるための社会的信頼の構築

が難しいこともあります。そもそも、事業運営上、役員にかかる責任も非常に重く、厳しい状況

が生まれています。とりわけ、現在の介護保険事業者がかつてないほど経営的に深刻で、複合的

な苦境に立たされるなか、利用者本位であっても必ずしも効率性に向かえない介護のあり方では、

事業者としては残れないという非常に厳しい局面を迎えています。

コロナ禍を前後して、大きく広がる市民活動としては、代表的な活動が二つあります。一つは

フードバンク、もう一つは子ども食堂です。

フードバンクは、1967年に、まだ食べられるのに廃棄される食品を、困窮者など食べ物を必要

とする人たちへ提供するため、アメリカアリゾナ州で世界初の取り組みが始められました。1980

年代にフードバンクは世界的に広がり、日本で始まったのは2000年代からでした。

日本におけるフードバンク運動は、生活困難者への食糧対策という側面は継承しつつも、新し

い市民運動として、様々なボランティアとつながります。山谷地域（東京都台東区）の炊き出し

などから始まった、「セカンドハーベストジャパン」が先駆けです。しかし、大きな脚光を浴び

たのは派遣切りや年越し派遣村がメディアでも話題になった2008年以降ではなかったかと思われ

ます。雇用不安を原因にした深刻な貧困の問題が、日本にもまん延していると感じた人が多いの
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ではないでしょうか。

新潟でも2012年にパーソナルサポート事業を労福協が担うなか、「米どころ新潟でも米を食べ

る事の出来ない人の存在があった」という事実をキーワードにして、当時のセンター事業団北陸

信越事業団の守本洋二本部長が「米一合持ち寄り運動」を呼び掛けて集めました。困窮対策で訪

れる人たちには、それでは到底足らないという事で、2013年には、労福協、ささえあい生協、セ

ンター事業団北陸信越事業本部が中心となり、任意団体の「フードバンクにいがた」を立ち上げ、

広く運動を呼びかけました。

当時、この活動の役職員は、全員ボランティアで、財政状況は多くの市民運動と同様に苦しく、

会費や寄付金、助成金だけでは事務所家賃等の運営費、食材運搬（引き取りや配送等）費用の支

弁が限界でした。活動量も増大し、有償事務局スタッフを増やすため、組織や財政の強化が必要

となり、社会的認知を高めるために、2017年12月にはNPO法人を取得しました（注４）。

その後、コロナ禍のなか、地域にフードバンク組織が拡がった事から、個々のフードバンクの

活動を活かし軸を置く連合組織として、新潟県フードバンク連絡協議会へ活動の基盤を譲りまし

た。現在フードバンク連絡協議会は、NPO法人として、フードバンク団体27ヵ所が加盟、食材

の寄付、資金の寄付、及び個々のフードバンクへの食材と資金の提供を担っています（注５）。

二つ目の活動の子ども食堂は、2012年に東京都大田区で始められた、｢だんだん��こども食堂｣

が最初でした。2016年には319ヵ所に広がり、その後、2018年2,286ヵ所、2020年からコロナ禍が

始まりますが、弁当で配ることなどの方法も含めて広がりは衰えず、年々1,000件を超える広が

りがあります。2024年には10,000ヵ所を越え、2025年には12,000ヵ所ともいわれております。

多くは任意団体で行われているケースが多く、寄付や募金等を集める事から、NPO法人、一

市民が参加…むすびえこども食堂の推移

（出య）認定/10法人　全国こども食ಊ支援センター・むすびえ ϗーϜϖージより。
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般社団法人を活用した法人格で行われているケースが増えています。

子どもに限らない世代層も利用しており、地域食堂、地域の居場所として機能しています（注６）。

活動は企業からの支援や、社会福祉協議会、行政との連携などに加え、様々な支援が取り組まれ

ています。しかし、子ども食堂で本当に子どもたちの環境は変わるのでしょうか。

多くの子ども食堂は、財政基盤がぜい弱であることの課題を持っています。基本はボランティ

アで運営を担っており、運営主体は増えていますが、多くは月１回から２回、週１回がほとんど

です。また、毎日開いている子ども食堂もありますが、地域が抱える課題や、子どもの貧困の課

題は、ボランティアを基礎にした子ども食堂や、地域食堂の地域力、地域の居場所事業だけでは

対策に限界があります（注７）。

以上の様に、とりわけ1990年代後半以降の市民社会のなかで、市民が中心となり、助け合いを

進める活動はさまざまな困難も伴いながら展開をしてきました。近年、NPO法人だけではなく、

一般社団法人や企業組合法人なども利用して、時には株式会社法人なども活用し、地域課題を解

決しようとする団体も拡がっています。

その活動の共通点を確認すると、いくつかの柱があります。

⃝今社会で求められる組織の大事な柱

①自分たちで組織を作る（出資）

②運営はみんなでやりたい（意見反映）

③主体的な働き方（労働をより主体的なものに）

④生活を支える仕事は大事だがお金儲けが目的ではない（人間中心）

⑤社会の必要（困り事）を仕事（解決）にしたい

⑥そしてこの活動は持続可能なものに

以上６点を大事にした活動が、協同組合、労働者協同組合ではないかと思います。

次に、労働者協同組合を取り巻く社会状況、とりわけ世界のなかで協同組合の歴史から話を進

めます。

４．労働者協同組合とは何か
労働者協同組合は協同組合の一つです。

協同組合と聞いて意外に思う人はいるかもしれません。2016年11月「協同組合の思想と実践」

はユネスコの無形文化遺産に登録され、また2025年は、2012年に続き２度目の国際協同組合年で

した。2025年12月に、国連は、社会開発における協同組合に大きな注目が集まっており、国際協

同組合年を10年ごとに設定することを決定しました。

世界では協同組合に大きな期待が集まっています。

その協同組合のなかでも労働者協同組合の歴史は古く、19世紀のイギリスの協同組合の原型が

生まれた頃にはすでにその理念は共有されていました。一方、労働者協同組合はその運営の難し
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さから苦難の歴史があり、大きな転機もありました。それは1980年の国際協同組合同盟（以下

ICA）の世界大会の基調「レイドロー報告」で、重要課題として取り上げられたことです。この

レイドロー報告では当時の協同組合が直面していた構造的な問題を３つの危機としてまとめまし

た。

一つ目は信頼性の危機です。協同組合は、組合員のために働く組織であるという独自の価値を

持つ組織として信頼されておらず、単なる経済事業体と区別がつかなくなっている事。

二つ目は経営の危機です。他の経営体との競争の激化で民主的運営の維持が難しく協同組合の

独自性を失わせ、経営主体との分離が発生している事。

三つ目は思想の危機と言われています。協同組合が自分の社会的使命や目的を失い、明確な差

別化が出来ないという事です。

そうとらえたうえで、21世紀は協同組合の時代になると位置づけました。なかでも労働者協同

組合に最大の可能性と挑戦の必要を訴えています。特にⅤ章「将来の選択」での第２、優先分野

として労働者協同組合を提起しています。また協同組合のなかでの雇用の問題に言及し、協同組

合のなかでの協同組合らしさを媒介する労働者のあり方と、いわゆる協同組合と従業員の関係が

普通の雇用関係ではなく、より豊かなものでなければならないと述べています（注８）。

日本でも法制化以前に、様々な団体で労働者協同組合を試行する活動が取り組まれてきました。

代表的なものは日本労働者協同組合連合会（以下、日本労協連）によるワーカーズコープと、生

活クラブ生協から生まれたワ－カーズコレクティブです。ワーカーズコープは労働組合における

失業者の運動を源流にしており、ワーカーズコレクティブは生活クラブ生協の組合員、多くは女

性の社会参加（就労）としての側面を強く持っています。

しかし、みんなで出資し、運営し、働く運営理念を基礎にする活動団体は意識的なもの、無意

識的なものを問わなければ、ほかにも数多くあります。その多くは法制化以前、NPO法人や企

業組合（中小企業等協同組合法）を活用し、または任意団体、人格なき社団を通じて活動をして

きました。

しかし、活動が規模を持つと、事業制約から現行の法人格を持たざるを得ないため、どこか着

心地の悪い服を着ているような活動を余儀なくされてきました。今回の法制化で、法的に未成熟

なところがあろうとも自からの活動を真正面から表現できる法人格を得たことは大きい成果です。

５．日本労働者協同組合センター事業団について
ここでは日本における労働者協同組合の歴史を考えるうえで、法制化運動を推進してきた団体

の一つである日本労協連の歴史を振り返る事を通じて労働者協同組合が作られた理由を深めま

す。

太平洋戦争の敗戦後、GHQ主導の民主化改革（財閥解体、農地改革など）と、石炭・鉄鋼を

優先する傾斜生産方式が進められました。また、1947年に大陸からの引揚者や、戦争未亡人らの

就労対策として、失業者対策事業が国と自治体との事業として進められました。当時、「ニコヨン」

「ヨイトマケ」などという言葉がその労働者を表現しています。この労働者たちの多くを組織し

− 82 −



た労働組合が全日本自由労働組合でした。朝鮮特需（1950年）から、徐々に日本経済は高度経済

成長期をむかえる事となりました。民間活力を育て、失業者対策事業の役割を終え規模を小さく

することが進みました。

しかし、そこで働く中高年の労働者にとって、失業者対策事業は、福祉就労対策の側面を持つ

事業にもなっていました。当時は、要求を実現する力が強い労働組合だった全日自労の労働者は、

「働かない」と世間的にはみられる向きもありました。全日自労のリーダーでもあった中西五洲

氏は、地域から認められない仕事を推進する運動は社会的に受け入れられない事、制度的にも失

業者対策事業は終わろうとしている事、一方、今のベテランの労働者には行くあてがない事など

を踏まえて、一部の労働組合と共に「民主的改革」である、「働く仲間が雇われ者根性を乗り越

えてよい仕事をする運動」を展開する事を提起しました（1970年位から）（注９）。

地域から社会的に信頼される仕事は、今で言えば当たり前のことですが、これは当時、当局へ

の就労条件改善の要求が先立つ労働運動では大きな方針の転換でもありました。まずは仕事のレ

ベルを上げる事、よい仕事を目指す事から、地域の信頼や、自治体の信頼を勝ち取り、就労環境

の改善を共有する取り組みとなりました。その後、失業者対策事業は歴史的な役割の終焉へと向

かう事になりました。

一方、関西などでは、仕事を自主管理で運営するなら、自治体の公共事業を発注しようという

理解あるいくつかの自治体も生まれました。それをベースに、1979年には中高年雇用・福祉事業

団全国協議会（以下全国協議会）をつくり、活動に理解のある団体（医療生協、生協）に要請し、

病院清掃の仕事や生協の物流倉庫の仕分け作業を受託し、事業を拡げる事に成功しました。

1982年に全国協議会ではこの運動の支柱になる組織づくりをめざし、現在のセンター事業団の

前身である中高年雇用・福祉事業団全国協議会直轄事業団（以下、直轄事業団）を立ち上げまし

た。当時、直轄事業団は、全国に広がっていた事業団運動の典型づくり、人材養成の場、全国協

議会の活動財源を作り出す存在として活動する事が求められました。

全国協議会では、失業者の仕事づくりの運動から始まった特徴である「雇われ者根性の克服」

や「労働者が企業の主人公になれるのか」など、労働者の主体性を大事にする事を、現場づくり

の方針としました。当時、病院関連事業、生協物流、公園の緑化事業などは直轄事業団が取り組

む事業の中心でした。また、これらの業務は資本投資が比較的安価な事、無資格であっても誰に

でも取り組みやすい業務であった事から、話し合い（団会議）を軸に、現場の仕事をみんなで運

営する事、業務の中で一人一人の振り返りや目標設定を基に仕事のまとめと次月の方針を積み重

ね運営する「全組合員経営」が重要な方針になりました。さらに、世界の協同組合の潮流をヒン

トとするため、イタリア・スペインへ視察団を送り、労働者協同組合の方向性を鮮明にしました。

1986年に全国協議会を中高年雇用・福祉事業団（労働者協同組合）全国連合会（以下、全国連

合会）としました。その下、病院の清掃業務をベースに、連合会指導の下、直轄事業団をつくり、

全国に拠点づくりを進めました。

1987年には、13に拡大した直轄事業団の統合と、東京事業団も統合してセンター事業団として

設立総会を開きました。1993年に全国連合会を日本労働者協同組合連合会にあらため、事業団の
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方向性を鮮明にしました。また、取り組む事業の性格や事業を受託する上での法人格の必要性か

ら、当面として企業組合法人、NPO法人を取得し、事業を拡げてきました。

2000年に介護保険制度が始まる事を前後して、センター事業団では、既に展開する様々な事業

所（ビルメンテナンス、物流センター等）が、地域でヘルパー講座を企画し、講座受講生と共に

立ち上げる地域福祉事業所の取り組みが全国に広がります。

一つには、介護は日常的な家庭労働のなかでも、女性の家事労働の一環として位置付けられて

いました。高齢社会のなかでの介護保険サービスを、地域の住民が利用者として関わるだけでは

なく、地域福祉の担い手になる事をめざした事は前項で記述したとおりです。特に、ヘルパー講

座は、地域で理想を持って活動をする様々な専門家を講師に迎え、受講する人たちと一緒に事業

を立ち上げる事を目的に企画しました。

全国の様々な事業所で、地域づくり、仕事づくりとして講座を取り組み、ヘルパーステーショ

ンやデイサービス等の事業所を全国に拡げる役割を果たしています。このように、取り組んでき

た事業所を地域福祉事業所と名付け、介護・障害・子育て支援などを通じて、地域住民が協同で

地域の困りごとに関わり、誰もがささえあえる居場所づくりをめざしました。

2000年を過ぎると、公共サービスの民営化は地域の公共施設、児童館や学童クラブ・福祉施設

が、指定管理者制度や業務委託を通じてアウトソーシングされるようになりました。これら行政

のスリム化は、公共事業の民営化、民間活力の導入として進みました。

廉価で質の高い公共サービスを提供するという政策の下に進められましたが、同時に官製ワー

キングプアの問題が取りざたされました。しかし、センター事業団では、公共サービスの市民化、

コミュニティの運営主体を立て直す事を目的に、運営・管理団体として挑戦する事を方針にしま

した。

特に、地域社会のなかで子育て支援や地域交流館、地域センターの運営理念としては３つの協

同を大事にすることを方針の柱にしました。

第１に、施設やサービスを利用する人との協同です。例えば、学童クラブであれば親や子ども

たちが利用者です。学童クラブは利用者が顧客で、利用者満足を追求する事が事業者に求められ

る場所ではありません。そもそも就労等の事情があり、子どもに十分手をかけられない親に替わ

り、昼間の居場所を提供し、そのなかで保育を担い、職員と親はコミュニケーションを通じて共

有します。また、学童クラブは、いろいろな経験を通じて子どもたちの主体性や成長・発達を育

む場です。子どもたちの意見を聞き、子どもたち同士の関係や様々な経験を積む事を通じて成長

します。その場をしっかり見守り、関わるサービスを提供する事で育つ場です。

第２に、地域との協同を大事にします。運営する施設は公共である以上、利用者だけではなく、

地域にとっても必要性が促進される場とする事が大事です。

第３に、以上の方針を支えるために働く仲間の協同が必要です。場づくりには、誰かに雇われ

る働き方ではなく、仲間の主体的な働き方を基礎に、協同労働という働き方を通じて、よい仕事

をする事が重要です。

こうした働き方や運営を通じて、労働者協同組合の考え方を整理してきました。そして、この
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働き方は、地域福祉や住民自治との関係からも意義はあり、住民自身が事業を運営するなどの社

会的な位置づけを与え、法制化運動を進める動機にもなりました。

６．労働者協同組合法の法制化運動の流れと活動基盤づくり
１）労働者協同組合の法制化運動の展開

労働者協同組合の法制化を求める運動は、日本労協連が「協同労働の協同組合」法制化を目指

す市民会議を2000年11月に設立したことに始まります。

市民会議は、誰もが主体的に出資・経営・労働に参加できる労働者協同組合法の制定と普及を

目的としていました。地域課題の解決、多様な就労機会の創出、連帯に基づく安心な社会の実現

を働き方から推進する事を地域に呼びかけ、多様な人たちと運動を進める活動をめざしました。

全国でも賛同者を募り、意見書の採択運動を進めました。2007年に笹森清連合元会長が市民会

議の会長に就任し、それまで労働者協同組合当事者の運動から、労働組合や生協、市民団体、協

同組合と国民的な運動へと展開しました。

賛同署名10,000団体に取り組み、労働者協同組合法制定を求める意見書採択運動に取り組みま

した。2007年12月に、埼玉県北本市の議員発議による意見書採択を皮切りに、各地の地方議会に

拡大しました。併せて、全国では、法制化市民集会が展開されました。ワーカーズコレクティブ

との法制化運動の連携に結んだことは大きな成果でした。

2008年に超党派の議連「協同労働の協同組合法（仮称）を考える議員連盟」（以下、議連）が

結成されました。当時、自治体での意見書の採択運動は、センター事業団の拠点と他団体との連

携とともに広がり、32都道府県782自治体（他趣旨採択12）の意見書採択を獲得しました（新潟

県でも11自治体が採択）。

しかし、その後、議連は民主党政権等への政権交代などで、政局の大きな変化や、同時に幾度

かの解散や議連の再結成を経て法案成立に時間を要しましたが、地方議会意見書などの後押しが

あり、2020年12月の労働者協同組合法成立に結びつきました。特筆すべきことは、法制化の実現

の過程で、国会議員や法律案に関わった衆院法制局と厚生労働省が、ワーカーズコープ及びワー

カーズコレクティブの現場へ視察に赴き、組合員の生の声を聴き、組織実態や事業状況に触れ、

いわゆる協同労働を肌で感じ取ってもらった事、法制化の必要性と法制度のイメージを深められ

た事、法案作成のプロセスで実態を根拠に検討されたことでした。法制化後は、これまで尽力し

ていただいた議連は発展的に解散し、2021年に労働者協同組合法の定着を目標にした「協同労働

推進議連」の組織を設立、施行５年後の法改正への制度見直しなどが議論されています。また、

厚生労働省でも、法案活用の情報を発信するうえで、法案成立以前の事業活動の実態が生かされ

ています。

２）協同労働推進ネットワーク

いま一つの大きな運動は、これを前後して全国各地に草の根的に広がっているネットワーク、

協同労働推進ネットワーク（以下協同ネット）の活動です。【図３】

− 85 −



当時の労働者協同組合法の意見書採択運動を日本労協連が呼びかけ、地域の団体と共催する全

国協同集会やフォーラムの開催などをきっかけに、労働者協同組合法制化を応援するネットワー

クが生まれてきました。現在23都道府県４自治体に展開しています。

協同ネットは、地域により活動の違いはありますが、労働者協同組合法の制定をめざし、応援

する事を活動の柱に置いていた事、労働者協同組合関係者だけではなく、議員や学識経験者、行

政職員及び民主的団体などを含め、緩やかなネットワークのもと活動を展開していました。法制

化実現後は、新しい労働者協同組合の設立を応援し、労働者協同組合の活用に向けた情報提供な

どの活動を支えています。

新潟県では、2006年に労働者福祉中央協議会への加盟を契機に、同年11月に準備がはじめられ

た「いま、協同が拓く全国集会in新潟」集会実行委員会に労福協が参加して、2008年に新潟青陵

大学などを会場に開催されました（注10）。

この集会を通じて、労福協とささえあい生協、センター事業団北陸事業本部などが組織づくり

を進めて、2013年に「にいがた協同ネット」（以下協同ネット）が設立されました。

労福協のパーソナルサポート事業の受託や、フードバンクの活動等が３団体を中心として協力

関係で進められ、新しい運動に拡がるきっかけにもなっています。また、2019年から新潟大学の

寄付講座（労働者協同組合を中心にした協同組合講座）に2022年まで取り組んできました。

近年では、「worker’s被災地に起つ」や「医師中村哲の仕事、働くという事」の映画上映など

の協力を県内各地で協力頂き、協同組合についての理解を深める活動も進めています。

また、中央労福協では、労働者協同組合法の理解や普及を進める集会、セミナー、イベントな

どを開催しています。

【図３】協同労働推進ネットワーク
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３）国や自治体との連携

法施行後、厚生労働省ではホームページ等を拡充して、協同組合の設立手引や、これまでの労

協法セミナーの資料、事例集などを公開しています。【図４】

労働者協同組合の促進に関心のある自治体では、広島市、京都府京丹後市、茨城県つくば市が

あげられます。

広島市では、2014年から高齢者への地域づくり活動として、協同労働という働き方に注目した

協働労働プラットホーム事業として始まりました。現在、プラットホームは協同労働支援センター

とし、各団体の立ち上げから運営までの相談や伴走支援に取り組み、立ち上げに際しては必要経

費の２分の１支援（上限100万円）を補助する制度です。これを地域に拡げるべく広報し、設立

が進む可能性のある団体への学びや交流の場づくりを進めています。

京丹後市では、協同労働促進事業を展開して、住民が出資・経営・労働を担う労働者協同組合

を通じて、地域課題の解決や持続可能なまちづくりを目指す取り組みを進めています。「きょう

たんご協同労働相談窓口」を設置し、設立手続きや運営に関する相談を受け、運営支援金補助（対

象経費の２分の１で上限30万円、最大３年間可能）で支援します。

つくば市では、地域課題の解決や活性化を目指す労働者協同組合の設立・運営を積極的に促進

しています。つくば市で個別相談窓口を担当し、運営費補助金（対象経費の２分の１助成、１会

【図４】特設サイト活用

（出య）ް生労働省ϗーϜϖージ「労働者協同組合」より。
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計年度60万円上限）を助成しています。

法制化当初、全国では県や自治体職員及び県民に向け、制度の理解を深め、周知するセミナー

が企画されました。

新潟県では、県民・職員・県下自治体を対象に、２度の学習会を県主催で行いました。第２回

目の学習会は、厚生労働省労働者協同組合業務室から労働者協同組合の法趣旨などの説明や、県

内初の事例である、「パンプアップせきかわ」の活動事例として、全国の立ち上げ事例とともに

情報提供しました（注５）。

新潟市では、職員を対象にした労協法周知セミナーを開催し、その後は動画学習会で広げまし

た。また、市議会では政策研究会として、法制度の学習の機会を設定しています。

新潟県を含む北陸信越では、すべての県（新潟・富山・石川・福井・長野）で、県職員や市民

に対する学習会（セミナー）を企画運営しています。福井県では、福井市での17担当課学習会、

越前市での全職員を対象にした学習会、坂井市・敦賀市・鯖江市と自治体職員を中心に、多くの

学習会を取り組みました。さらに、福井市では財産有効活用民間提案制度を活用した労働者協同

組合でのまちづくり講座や、シンポジウムを２年にわたり企画し、独自の周知広報に努めていま

す。

2023年度より、厚生労働省は、全国５県（神奈川・福井・長野・三重・愛媛県）を選定し、労

働者協同組合活動促進モデル事業に取り組んでいます。【図５】【図６】

【図５】労働者協同組合活用促進事業

（出య）ް生労働省ϗーϜϖージ「労働者協同組合」より。
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このモデル事業では、県が受託団体として、協議会を設置し、事務局を労働者協同組合の当事

者団体で担い、その構成員として県下自治体や協同組合関係者、設立された労働者協同組合など

も構成員に入り、多様な働き方が可能となる環境整備や、多様な雇用機会の創出などを支援しま

す。さらに、設立や運営に必要な情報提供、相談窓口を設置・運営します。

福井県は、福井協同労働推進ネットワークが構成団体に入り、事務局をセンター事業団福井事

業所が担当をしています。福井県のモデル事業の特徴は、県下自治体がすべて加入をしている事

と、県民生協が労働者協同組合推進に取り組むことを組織決定し、構成団体に加入して共同代表

を務めている事です。

長野県では、センター事業団北陸信越事業本部が主要団体として加入する長野県協同労働推進

ネットワークが構成団体に入り、事務局をワーカーズコープながのが務めています。新規設立の

労働者協同組合の多くはこの構成団体として加入し、特に実務学習をすすめるセミナーに参加し

ています。厚生労働省は、５県のモデル事業に取り組み、全国に労働者協同組合の普及を進めて

います。

【図６】労働者協同組合活用促進事業

（出య）ް生労働省ϗーϜϖージ「労働者協同組合」より。
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７．「にいがた協同集会」から新潟県における労働者協同組合の活動紹介
2025年12月７日、「にいがた協同集会」が開催されました。集会は、協同組合の研究者でもあ

る田中夏子氏（佐久市農園Vento e Tera園主、日本協同組合学会元会長）の基調講演と、これ

までに設立（活動）している新潟県内の労働者協同組合の実践報告がありました。

この項では、県内の労働者協同組合の事例として紹介します（注11）。

１）パンプアップせきかわ

厚生労働省の職員の経歴がある代表理事の石川利一氏は、民間企業での勤務経験を経て、地方

創生人材支援制度を活用して、関川村のデジタル田園都市構想（DX化）に取り組むことを目的

に、関川村役場で働いています。2022年８月、関川村は新潟県北部豪雨により、住宅や農地、公

共施設など大きな被害を受け、稲作は壊滅的となりました（現在もJR米坂線は動いていない）。

石川氏は出身が秋田県でもあり、米作のみに頼る農家が廃業する経験を子どものころから見聞

きして、何か手伝いができないかと悩んでいました。当時、知人からかぼちゃを作ってほしいと

いう依頼を受けており、関川村でブランド野菜（かぼちゃ）をつくろうと考えたそうです。

その頃、昔の同僚である水野嘉郎氏（元厚生労働省労働者協同組合業務室長）と再会し、労働

者協同組合について示唆されたそうです。

石川氏は、４人での労働者協同組合設立を決心し、関川村の農家に、かぼちゃをつくってもら

い、流通・加工・販売を担う労働者協同組合を立ち上げようと準備を進めました。専業、兼業の

多様な農家の人たちが加わり、生産の仕組みづくりができたそうです。

今では、JR東日本のNewDaysや地域のスーパーに出荷して、なかでも、かぼちゃプリンやか

ぼちゃメロンパンは好評で、首都圏のミニストップなどでも販売できる展望が生まれたそうで

す。今年３年目を迎え、ようやく経営の基盤に載せることがみえ始めて、関わっている人が喜ん

でいると楽しくなるそうです（高齢者の仕事や子どもたちの参加ができるかぼちゃ磨き)。｢おに

ぎり��ぼんご」(東京都豊島区大塚）等では、関川村で生産された米とタイアップで、かぼちゃ

を活用した総菜をつくり、販売戦略が進んでいるとのことです。生産や流通、加工を通じて、人

と人のネットワークが生まれ、都市と農村の交流を深めていくと展望を抱いています。

２）ごまのたね

「ごまのたね」は、センター事業団で子育て支援を担ってきた仲間たちが、新潟市の指定管理

事業受託として、子育て支援の事業を労働者協同組合で運営してきたいとの強い熱意から、21人

で立ち上げました。センター事業団事業所所長から代表理事になった齋藤紀美子氏は、センター

事業団という労働者協同組合から、みずからがつくった小さな労働者協同組合で、すべて自己完

結しなければならない困難さを抱えながらも、働く仲間との話し合いや、みんなで考え決定する

事の大切さ、だからこそやりがいがある、こども広場や預かり事業という実感を持っています（注12）。

事務所を活用した駄菓子屋の開設、居場所事業などに取り組み、子育て支援の新しい可能性に

挑戦して、地域との関係づくりを深めてきました。映画『医師中村哲の仕事・働くということ』
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の上映会なども通じて、自らの活動を広く紹介し、地域のなかの子育てに関わる団体として、理

解が広かり、支援してくれる人は大切と感じているそうです。

設立初年は新潟市から、指定管理で児童館を２施設受託することができ、白根地域の児童館で

子育てしやすい地域づくりを広げています。来期は、沼垂地域で放課後デイサービスの立ち上げ

を目標に準備を進めています。現在は、利用を考えている人たちが「話を聞きたい」と事務所に

来ています。不安も抱えながらも、地域に協同労働での子育て現場の拠点をつくり、多世代の交

流を促進し、人々のゆるやかなつながりを大切に、地域が協力しあい課題解決に向かえる基盤づ

くりを進めています。

３）労協あきは

「労協あきは」は、公民館で地域の祭りの準備などを担当していた仲間が集まり、地域の会合

（交流会）時に、「地域は高齢者が多く、これから大変な時代になる。自分たちで地域のために何

かできないか」という事で「労働者協同組合の仕組みを知っているけどやってみないか」という

話になったそうです。

代表理事の齋藤敏明氏は、労働組合である連合新潟会長や、労福協・新潟県労働金庫の理事長

を担っていたこともあり、現役時代に労働者協同組合は熟知していたことから、会合でお酒の勢

いもあり、「やってみようじゃないか」と設立を決めたとのことです。

労働運動の役員経験者が設立に関わっているということもあり、定款も議論も重ねて作成し、

出資金は一口１万円に設定して、25人の組合員が集まりました。日常的に公民館に集まり、祭り

や地域の困り事を相談し、検討が行われている環境もあり、立ち上げに向けた話し合いが具体的

に展開しました。立ち上げの準備資金は、新潟ろうきん福祉財団のNPO活動助成金制度に挑戦し、

30万円を獲得しました。

長野県で引退した高齢者がすでに立ち上げていた「労協うえだ」に視察し、学習会も企画しま

した。「労協うえだ」では、地域課題を掘り下げて仕事にする代表理事の北澤隆雄氏の姿に影響

と情熱をもらい、参加したメンバーは、立ち上げのイメージを持つことができたそうです。

齋藤氏は、「カネのためではないこと、決して焦らないこと、無理な仕事は受けないこと、で

きるところから始めること」と「生きがい、働きがい」の定款のもと、草取り、除雪、障子貼り

などの作業を１人１時間1,300円の基本料金で活動を始めました。

４）プラスマイナスゼロとちお

2025年11月、長岡市で建築会社を経営している田中浩一氏夫妻は、妻の両親が経営してきた酒

屋を閉めることになり、趣のある店舗の活用を考えていたそうです。

店舗がある栃尾地域では、単身者や高齢者が増えたりするなかで、美味しく、地元の食を提供

する総菜屋が求められているのではないか、また栃尾は油あげが主要な産業で、おからの残材が

非常に多く生まれ、活用したいという思いから事業の構想を固めました。田中氏は、みずから建

築会社を経営していますが、株式会社の仕組み（一人で責任を取り、人を雇用する関係性）に少
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なからず疑問を感じていたそうです。そこに労働者協同組合制度を知り、ぜひやりたいという事

から立ち上げが始まります。立ち上げには、パンプアップせきかわの石川氏からの協力で資料提

供を受け、準備が進んでいます。

５）センター事業団下越事業所

センター事業団下越事業所は、事業開始から16年が経っている事業所です。センター事業団で

は2023年に企業組合法人やNPO法人格から労働者協同組合法人へと移行しました。定款の組織

規則の変更や、バックヤードの統治機構の再構築を進めました。組織変更には、本部の業務変更

や、組織改編に伴う実務はありましたが、ここでは基礎単位である事業所・現場運営に脚光を当

てて、センター事業団下越事業所を参考に、基礎単位である事業所における意見反映や世代交代

を中心に報告します。

下越事業所では、リーダーのトップダウンでなく、ファシリテーターの技術を持つスタッフも

議論に関わることで意見反映の取り組みを工夫し、結論ありきの会議から、みんなで考える会議

を意識しているそうです。話し合う事により、新しい「何か」を一緒に生んだり、その事を通じ

て事業を発展させたりする工夫がとても大事です。一方、これまでの事業所運営を渡り鳥飛行に

例えると、トップを飛ぶ鳥（所長）は、組織外との関係で「強い風の抵抗」や「新しいものを受

け入れること」に負荷がかかります。今までは、その役割を担う所長が燃え尽き退職するケース

をみてきたそうです。しかし、ルールに基づく所長交代制をつくり、渡り鳥飛行の隊列の後方に

元所長が廻ることで、新しい風景と可能性がみえてきました。特に、組織の目指しているビジョ

ンや、社会課題への取り組み方に対して、事業所のあり方や、事業展開の方向性がみえる事に大

きな意義があったそうです。

労働者協同組合が大事にする理念と、若者支援などの事業の方向性への新たな目標がみえてき

たそうです。

８．まとめ
最後に労働者協同組合における課題についていくつか指摘しておきます。

第１に、立ち上げ時の経営的な不安で、現状は組合員の出資金を出し合う労働者協同組合では

資金確保に弱さを持っています。

第２に労働者協同組合の知名度の弱さです。地方自治体の中小企業支援策にも含まれておらず、

銀行などの資金援助も受けにくい状況にあります。

第３に意見反映という意思決定の難しさです。「意見反映」原則を守る運営は、意思決定では

株式会社に比べて合意形成に時間と手間がかかります。一方、意見反映による意思決定は簡略化

せず十分な配慮が必要です。

これらの弱点は、今後制度が社会に定着していくなかで改善される課題ではないかと思います。

しかし、とりわけ行政機関の理解や、社会的認知のうえで促進する環境づくりはとても重要です。

また、それらを考慮に入れたうえでも、労働者協同組合には新しい可能性と大きな展望がありま
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す。

広井良典京都大学名誉教授は、労働者協同組合を「定常型社会」や「持続可能な福祉社会」を

現場で支える「21世紀の新しい働き方」の核となる存在として提唱しています（協同で仕事を起

こす生き方・働き方）。広井教授が論点として挙げた事は３点です。

第１に「協同労働」による地域再生の可能性です。介護・福祉、子育て支援、環境保全といっ

た、地域に必要だが従来の市場経済だけでは成立しにくい分野へ、住民・市民という立場でとら

える視点が有効だと評価しています（2020年10月８日講演「人口減少・ポストコロナ社会の展望

と労働者協同組合」議連）。

第２に、日本の持続可能性には「地域分散社会」への移行が不可欠であると述べています。労

働者協同組合は、地域資源を生かしたエネルギーの地産地消や農産物の加工など、｢地域内経済循

環」を促す実践的モデルになると評価されています。(厚生労働省��令和４年関西フォーラムにて)

第３に、労働者協同組合の雇用創出にとどまらず、多様な人々が役割を持って参加できる「多

元参加型コミュニティ」の一部として機能する事を期待されており、超党派議連の学習会等で発

言を頂いた事から法制化には広井教授の影響を受けています（第１と同じ）。

労働者協同組合はその法律の第一条で性格規定をされています。

労働者協同組合法第一条

　この法律は、各人が生活との調和を保ちつつその意欲及び能力に応じて就労する機会が必

ずしも十分に確保されていない現状等を踏まえ、組合員が出資し、それぞれの意見を反映し

て組合の事業が行われ、及び組合員自らが事業に従事することを基本原理とする組織に関し、

設立、管理その他必要な事項を定めること等により、多様な就労の機会を創出することを促

進するとともに、当該組織を通じて地域における多様な需要に応じた事業が行われることを

促進し、もって持続可能で活力ある地域社会の実現に資することを目的とする。

以上の点を踏まえ、全国には179法人設立されていますが、特徴的な傾向をいくつか挙げられ

ます。【図２】

第１に非営利活動への新しい挑戦です。市民発の地域づくりを継続的な仕事として行おうとし

ています。子ども食堂（地域食堂）を運営している人たちから、活動を継続するために相談を受

けるケースが多くあります。柱になる事業をつくり、あわせて定期的な居場所づくりを進めたい。

彼らのメインは、子ども食堂、地域食堂でそれを運営するために何をするかが相談内容です。

また、パンプアップせきかわでも、かぼちゃの販路が生まれ加工を含めた流通事業としての成

り立ちも大事ですが、かぼちゃ磨きに高齢者や地域の様々な人が関わる仕事を通じて、継続的な

関係が生まれることでのやりがいを語っていました。

第２に、多様な働き方の追求です。他に仕事を持ち、副業として立ち上げるケースが一定程度

あります。これは財政基盤の弱さにも起因していますが、地域の関係性づくりや、ささえあいに

つながる仕事をつくりたいという思いは強くあります。将来的にやりたい仕事、生きがいに結び
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つく仕事でもあります。また、現役を引退した後、地域社会の助け合いのために労働者協同組合

を立ち上げるケースです。新潟県では、労協あきはが例として挙げられます。定年後の世代の人

たちが、地域の身近な困りごとを、みずからが解決しようと立ち上げています。労協あきはが参

考にした、労協うえだも同様の趣旨です。地域包括支援センターとの結びつきが、地域づくりを

支え、拡げる事に大きなビジョンとして位置付けられてます。高齢者の免許返納に伴う地域の交

通問題に何とか対応しようと検討を深めたり、都市に家族が移り住み、残った空き家の管理を事

業化しようとしたりしています。

第３に地域福祉への挑戦です。とりわけ福祉事業と労働者協同組合の親和性は高いのではない

かと思います。それは、利用者に寄り添う仕事と経営は、身近なところで議論をすべき事だから

です。経営的な合理性や効率性だけで福祉事業を考えるには大きな矛盾が生じます。現場の介護

職員が退職後、みずからが訪問事業所やデイサービスの事業所を立ち上げるケースも全国に広

がっています。介護保険や障がい者福祉制度は、安定的な事業運営を難しくしています。しかし、

利用者の声や職員の思いが経営方針に左右することで、労働者協同組合が運営する合理性は高い

と思います。

新潟県のごまのたねは、事業継続できない局面に立った時、これまでセンター事業団で培って

きた仕事や、運営の経験で「協同労働で子育て支援を」という思いから、労働者協同組合を立ち

上げ挑戦しました。

第４に、新たな分野を通じた公共の価値創造としての仕事おこしです。過疎問題へのアプロー

チ、第一次産業、環境問題、キャンプ、メディア、フリースクール、歯医者、IT、出版、本屋など様々

な分野での新しい労働者協同組合も始まっています。

全国では公務員が始める労働者協同組合にも注目が集まっています。2023年12月に立ち上がっ

た京丹後市の「TANGO CREW’s」は公務員が発起人となり、公務員有志で地域課題の解決、特

残品開発や継業、移住支援などに取り組んでいます。また、愛知県新城市の「YURAMEKI労働

者協同組合」も、「公務員の兼業×空き家活用」を事業としています。これらは、その仕事の社

会的な有用性を高める事や、新しい公共性に対する挑戦でもあります。

労働者協同組合は、地域の住民が参加し、新しい公共性を担う地域共生の法人格の一つとして

注目されています。労働者協同組合法は、立法にかかわった多くの人たちが、現場の持つ主体的

な空気に大きな共感を得る事ができ、実現しました。ぜひ、行政に関わる方々も現場へ訪問し、

主体的な労働や運営・組織決定など、協同労働を直で味わっていただければと思います。
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（注１）『新潟自治』第95号「NEWSリポート東西南北」「労働者協同組合の可能性と協同労働が拓くもの」公
益社団法人 新潟県自治研究センター

（注２）2020年国勢調査調べ。核家族（夫婦と子ども世帯25.1％、ひとり親世帯9.0％、夫婦のみ20.1％）54.1％
と単独世帯38.1％。

（注３）希望につながるコミュニティ　CS神戸の20年　認定NPO法人コミュニティ・サポートセンター神戸
（注４）協同の発見321号　フードバンクにいがたのとりくみ　高見優　真木英明
（注５）協同の発見392号　にいがた協同ネットの活動と新潟協同集会2025の開催について　川原隆哲
（注６）ワーカーズコープセンター事業団でも子ども食堂が全国112 ヵ所（2021年調べ）が行われており、指

定管理で運営する児童館や公共施設、介護保険や障がい者支援の空き時間などを活用し運営するケースなど
も生まれています。

（注７）東洋経済オンライン　子ども食堂から一線引く　こども食堂の名付け親は決意した背景　ボランティ
アのできる支援には限界がある（https://toyokeizai.net/articles/-/880254?display=b）

（注８）西暦2000年における協同組合〔レイドロ報告〕日本協同組合学会訳編
（注９）労働組合のロマン　苦悩する労働組合からのレポート　中西五洲　労働旬報社
（注10）協同の発見388号～ 340号及び353号、355号、358号～ 360号に詳しい。
（注11）協同の発見199号　いま「協同」を拓く2008全国集会in新潟
（注12）協同の発見391号　労働者協同組合ごまのたねの設立と今後の課題　　齋藤紀美子
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連合新潟など労働組合が地域に関わることへの期待と役割

公益社団法人　新潟県自治研究センター��

　常務理事・研究主幹　長　沢　正　一

はじめに
地域の運営に、住民自身が直接関与する組織である自治会や町内会。

2022年の総務省調査では、全国に約29万、新潟県内では8,825の組織が存在する。この数字に

は自治会数を把握していない市町村もあり、詳細は不明だ（総務省自治会等に関する市区町村の

取組に関するアンケートとりまとめ結果）。

この組織は、防災・防犯・衛生・祭りや運動会など、住民生活に対して地域の健全な維持や交

流に多くの役割を果たし必要性は認識されている。今日でも、地域の祭りなどの行事には関わり、

ゴミ集積所の清掃や管理、自然災害が激甚化している現状で防災訓練などを行っている。

また、自治会・町内会が、昔からある地域の山林や中小河川の維持管理を担っていることも多

い。さらに、水田や畑などは、耕作により維持され自然災害を未然に防止する効果もあり、特に

中山間地域では国土保全の役割も果たしている。しかし、こうした地域は過疎が激しく進んでい

る。「限界集落」の単語もあるが、人口減少により自治会・町内会の役割が果たせなくなった時、

いったい誰がどのように国土保全の観点で維持するのだろうか。

地域に欠かせない組織として自治会や町内会の存在は認知されてきたが、歴史やつくられた背

景、時代ごとの活動については理解されていないことが一般的だ。

現在の自治会・町内会の役割や取り組みをみたとき、地域の維持や住民生活の向上のために、

住民が自発的に作った組織のように思われがちだが、地域によってさまざまだが、実は国家権力

の維持にも使われ、その歴史は古い。

この項目では、自治会・町内会の生い立ちや役割の変遷、日本の労働組合の性格と現状、地域

へのかかわりの可能性、未来への期待を込めて執筆する。

１．自治会・町内会の歴史と役割の変遷
自治会や町内会は、江戸時代の５人組が発祥ともいわれている。日常生活の「自治」が委ねら

れ、明治維新で廃止されるまで続いた。明治・大正期は、地域の有志や婦人会の組織ができはじ

め、1900年には内務省令で衛生組合が設立する。このころは、日清戦争後で日露戦争に突き進む

時代だ。愛国婦人会も作られ、戦没者遺族の支援、託児所運営などが始まっている。

玉野和志氏（放送大学教授）は、欧州では労働組合が大衆民主化という人々の願いを受け止め

る組織であったのに対して、日本ではそれに対応する組織が、自営業者が中心となって結成した

町内会であったのではないかと著書（『町内会』：ちくま新書2024年）で記している。

1940（昭和15）年９月、内務省は「部落会町内会等整備要領（内務省訓令17号）」を訓令し、

第１条には戦前の戦時体制のなか、大東亜共栄圏の確立と世界の新秩序建設のため高度な国防国
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家体制の構築の目的に部落会・町内会を全国に確立して、地方行政の下部組織として位置づけら

れた。目的は、この時点で、部落会や町内会は任意の住民組織ではなく、戦争を遂行するための

国家の末端機構として位置づけられる。

⃝部落会町内会等整備要領第一条

一　隣保団結ノ精神ニ基キ市町村内住民ヲ組織結合シ万民翼賛ノ本旨ニ則リ地方共同ノ任務ヲ遂

行セシムルコト

二　国民ノ道徳的錬成ト精神的団結ヲ図ルノ基礎組織タラシムルコト

三　国策ヲ汎ク国民ニ透徹セシメ国政万般ノ円滑ナル運用ニ資セシムルコト

四　国民経済生活ノ地域的統制単位トシテ統制経済ノ運用ト国民生活ノ安定上必要ナル機能ヲ発

揮セシムルコト

第２条では「組織」が規定され、部落会・町内会の組織形態、隣保班、市町村との関係（常会）

の三つが記載され、住民生活の末端に至るまで国家・国政への協力体制が示されている。

ここでの特徴は、農村部には部落会を、都市部には町内会を設置し、一定区域の居住世帯全戸

の組織、自治体行政の下部組織、部落・町内会長選任は地域の意向及び市町村長の意向が反映さ

れる、部落会・町内会の下部組織には隣保班を置き個々の生活の隅々まで管理体制が敷かれるこ

と、として国家戦時体制の組織に組み込まれた。隣保班の長の多くは地域の有力者が就き、大政

翼賛会や行政組織の下請の末端組織として利用されてきた。

隣保班制度は、10世帯程度を班の単位として物資配給、防空訓練、徴兵連絡、日常的な相互監

視まで担った。相互の助け合いと同時に「監視と統制」の組織といえる。

1942年には部落会・町内会は大政翼賛会の末端組織とされ、翌1943年に法制度化された。部落

会・町内会会長の権限は極めて幅広く、人口・世帯数・住居異動、選挙人名簿などの行政事務や

転入・転出・罹災者、引揚者などが権限として与えられていた。

そのため、第二次世界大戦で敗戦した日本政府は、食糧の配給などに部落会・町内会の活用

を視野に入れていたが、一方で連合国軍最高司令官総司令部（GHQ）により統治され、GHQは

1947年政令第十五号により、町内会・部落会の解散と活動禁止を命じた。

その理由は、部落会・町内会が大日本帝国の戦争と思想統制を支える基盤だったからだ。

GHQは1945年11月に日本政府に対し「隣保班」の詳細報告を求めている。

内務省は、GHQの調査の意図や目的を推察し、部落会・町内会を自主的な組織に基づき、自

発的な協力とする任意の組織に転換させようとした。

しかし、大日本帝国憲法下で1946年４月に行われた第22回衆議院議員選挙では、保守政党であ

る自由党・進歩党が比較第一・二党で過半数の議席を占め、社会党が第三党の結果となり、吉田

茂内閣が誕生する。

GHQは、保守政党が勝利した選挙結果を、部落会・町内会組織、特に地域の有力者による選

挙への不正な関与があったとして、隣保班の直接公選か廃止を求めた。内務省も、部落会・町内

会を利用して選挙運動を行っていたことを把握していた。

内務省は隣保班の公選実施は不可能と判断して、内務省訓令第17号を廃止し、日本社会から部
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落会・町内会は「制度」として姿を消した。一方、旧町内会長が発起人となり任意団体をつくる

など、実態的には思想統制は変わらず、防火や防犯の役割も目的とした組織として、その「看板」

を掛け替え、名称も変えるなどして存続してきた事実もあり、変わらず地域の有力者の支配は続

いていた。

そのため、GHQは罰則付きの立法措置を内務省に求め、1947年５月３日に日本国憲法や地方

自治法の施行に合わせて政令第15号を交付した。

政令第十五号は、終戦直後に１年間に会長職にあった者の市町村出張所長などの地位につけな

い事、従前の町内会長等は地域住民に対していかなる指令も発してはならない事、従前の町内会

解散後結成された類似団体も解散することなど、部落会・町内会の廃止を求めた。これにより部

落会・町内会は消滅した。

以後、部落会・町内会に変わる地域自治組織のシステムは、行政組織が直接担う事務と、住民

との連絡は町内の居住者に連絡員を配置（委嘱）する方法と、農事実行組合などの既存の組織を

連絡員として活用する方法が取られた。戦後は首長の公選制や住民へのさまざまな連絡が必要に

なり、広報誌が活用されるようになっていた。

一方、住民側も戦後の混乱期であり、地域の防犯や防火などを行う目的で、防火・防犯協会や、

感染症などへの対応で衛生組合などの地域で暮らすに必要な任意の組織をつくり、行政との連絡

や交渉にも活用していた。部落会や町内会の事実上の復活ともいえる。

1952（昭和27）年４月、サンフランシスコ講和条約の発効で、政令第十五号は失効され、部落

会・町内会の禁止は解除された。自治省（現総務省）の前身の自治庁は、部落会・町内会の位置

づけを行政の下部組織とせず市区町村の判断に委ねた。

行政サイドからすれば、行政事務の一端を担える組織は重要であり、全国的に法的な拘束力の

ない地域組織として部落会や町内会が復活し、行政事務の広報や連絡、衛生や清掃、転出入関係

などの諸証明、地域行事など幅広く行政事務の実務を担う組織として再生されていった。

当時の部落会・町内会は、法的根拠はないものの、世帯単位の加入且つ自動（強制）加入、行

政の補完機能であり封建的組織の性格は残っていたともいえる。

一方、大きな問題も抱えたままであった。その活動の多くは無償のボランティアであり善意に

依存していることだ。部落会や町内会費として集められているものの、役員の責任の重さや、作

業に係る時間に見合う報酬は支払われない。

しかし、「誰かが担わなければ成り立たない」ことから、順番などでやむなく役員を担うこと

となっていく。

現在は、少子高齢化の影響が大きく特に地方ほど高齢化は進んでいる。新潟県内の高齢化率は

【表１】のとおりであるが、すでに50％を超える自治体も現れている。このような地域の現状か

ら町内会の役員選出も難しく、選出された役員は高齢者が多く占めることになる。自治体からは

これまでと変わらない行政事務が自治会・町内会におりてくることから、役員の疲労度は大きく

なるばかりだ。

加えて、町内会への加入率も問題となっている。総務省の調査では、参考数値ではあるが2021
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年段階で71.8％と公表され、「全員加入」は大きく崩れている。

新潟県内の加入率を調べた資料がないことから、ここで記載はできないが、100％の加入率が

ある町内会がどれほどあるのか疑問だ。ただし、町内会は任意の組織であることから、加入の有

無は個人の判断によることは当然である。

２．自治会運営とその課題
今回、自治会事業を電子的に変革して図り取り組みを進めてきた、

新潟市西区にある真砂（まさご）２丁目自治会の田村健嗣前会長か

ら、自治会・町内会の存在意義と現在の課題、「電子的情報伝達シ

ステム結いネット」（以下、「結いネット」）の導入を進めた経緯な

ど語っていただいた。

田村氏が抱いていた課題は以下の４つである。

①2025年、2030年問題に対する危機感

団塊の世代が75歳以上の後期高齢者となる2025年と、少子化の影

響による高齢化の進展で、３人に一人が65歳以上となる2030年に対する危機感を強く持っている。

町内会の担い手不足が深刻化して、役員の負担軽減のための運営の省力化や効率化が求められ

ている。また、回覧板の置き渡しが「不在証明」となる現実に苦慮している。

②能登半島地震の発生と長岡平野西縁活断層地

震への危機感

毎年自然災害が珍しくなくなり、直近の能登

半島地震では効果的で迅速な避難誘導と安否確

認の実施、救助要請の現実をあげた。また、単

独世帯の増加【表２－１】【表２－２】により、

避難行動要支援者をいかに速やかに避難させる

か。

③孤独死７万人時代での孤独死放置防止

近所との関係が希薄化するなか、見守りをど

う実現させるか。現実に、孤独死の発生時に近

隣の世帯へ責任転嫁させない仕組みや取り組

み。

④令和４年大阪高裁、令和５年最高裁判決への

対応

自治会への未加入者に対する行政広報の配付

手段の確保。

ĭĬఄࡒඑ人口Ɲ単ၤฌ໷のআ஽

年 人口 単ၤฌ໷数 আ஽

2020 721,278 106,094 14�7

2025 720,988 119,956 16�6

2030 708,831 129,511 18�3

2035 697,387 137,003 19�6

2040 698,653 144,537 20�7

2045 686,067 146,326 21�3

2050 658,557 142,868 21�7

ĮĬఄࡒඑ人口Ɲ単ၤฌ໷のআ஽

年 人口 単ၤฌ໷数 আ஽

2020 374,715 57,436 15�3

2025 418,587 71,174 17�0

2030 442,241 81,452 18�4

2035 437,441 84,765 19�4

2040 422,732 84,998 20�1

2045 410,444 85,132 20�7

2050 415,853 88,526 21�3
཯Ĩ　国ጵೂवᇱඏ人口ኴ༎ଞ੄സ
　　日本のฌ໷数の൙጖推計（ŉĭ）
཯ĩ　আ஽は、単ၤฌ໷数�ฌ໷数

【表２-１】 新潟県の高齢者世帯の将来推計

田 村 健 嗣��氏
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１）課題解決のための「結いネット」導入

また、田村氏は次のように語った。

新型コロナウイルス感染症の、さまざまな規制や制限が解除されたころに会長職を担った。コ

ロナ禍では、ほとんど自治会の活動ができなかった。

住民の安心を導くため自治会の役割があり、自治会は住民生活に欠かせない。

しかし、時代の変化で必要性が疑問になる業務があったり、少子高齢化で動ける住民が少なく

なったり自治会の在り方も考えなければならない。

自治会の運営や継続をどうするか、例えば、ごみ処理、環境美化、親睦行事などなど、今まで

自治会が担ってきたこと以外にも住民福祉が必要ではないかなど徹底して役員会で議論した。

一方、５年後、10年後を考えたときに同じようにできるのだろうかとの不安もあり、電子回覧

板の計画を検討した。電子回覧板は、目的は「回覧板」の役割ではなく、一番は災害時の支援対

応や困りごとへの相談窓口が目的で、生活のうえでちょっと困ったときに電子的に瞬時にやり取

【表２⿜２】 新潟県౦ྎ໠の高齢者世帯のଵඡӡ２㕰２㕰Ⴉேฒྔ௮Ӣ

ຳฌ໷数 ஸ፼ೄ ƒの໢の 単ි ஸ፼ೄ ƒの໢の

஽計 ཌྷ ൅ ᆍ　ᆎ ஸ፼ೄฌ໷ ஸ፼ೄ ᆍ　ᆎ ஸ፼ೄฌ໷

県計 864,750 205,055 98,746 37,005 61,741 94,074 12,235 23�7 11�4 10�9 1�4

新潟౦ 331,272 71,644 35,041 12,201 22,840 33,120 3,483 21�6 10�6 10�0 1�1

ྙࣰ౦ 104,489 23,576 11,226 4,173 7,053 11,026 1,324 22�6 10�7 10�6 1�3

ూඞ౦ 72,850 17,518 8,179 3,113 5,066 8,339 1,000 24�0 11�2 11�4 1�4

ცఞ౦ 34,000 7,788 3,699 1,409 2,290 3,640 449 22�9 10�9 10�7 1�3

新ᄇဂ౦ 33,904 8,657 4,175 1,643 2,532 3,963 519 25�5 12�3 11�7 1�5

൚๑༭౦ 35,191 8,203 3,876 1,422 2,454 3,764 563 23�3 11�0 10�7 1�6

加አ౦ 12,113 2,911 1,321 569 752 1,388 202 24�0 10�9 11�5 1�7

ഋ日ྎ౦ 9,396 2,577 1,246 505 741 1,178 153 27�4 13�3 12�5 1�6

ଣᆣ౦ 18,012 5,282 2,397 986 1,411 2,530 355 29�3 13�3 14�0 2�0

໠එ౦ 14,136 3,327 1,471 560 911 1,655 201 23�5 10�4 11�7 1�4

࣓౦ 21,549 6,435 3,230 1,170 2,060 2,720 485 29�9 15�0 12�6 2�3

౷ਖ਼๖౦ 28,522 6,031 2,789 1,073 1,716 2,856 386 21�1 9�8 10�0 1�4

ቿஸ౦ 16,442 5,376 2,577 964 1,613 2,448 351 32�7 15�7 14�9 2�1

ୖ๜౦ 11,306 3,177 1,479 569 910 1,474 224 28�1 13�1 13�0 2�0

එࣁ౦ 17,021 4,369 2,192 862 1,330 1,884 293 25�7 12�9 11�1 1�7

ࠬरኾ౦ 13,484 3,052 1,465 597 868 1,347 240 22�6 10�9 10�0 1�8

௨ဍ౦ 21,261 7,605 4,036 1,566 2,470 3,009 560 35�8 19�0 14�2 2�6

ਖ਼൮౦ 12,703 3,352 1,578 687 891 1,505 269 26�4 12�4 11�8 2�1

ႊਖ਼൮౦ 19,576 4,035 1,807 818 989 1,846 382 20�6 9�2 9�4 2�0

໿ၾ౦ 10,305 2,550 1,145 469 676 1,215 190 24�7 11�1 11�8 1�8

ร᭦ྎ 4,804 683 333 148 185 295 55 14�2 6�9 6�1 1�1

኿ᅝ໠ 2,605 586 273 110 163 275 38 22�5 10�5 10�6 1�5

ဂඑྎ 3,990 1,041 499 180 319 476 66 26�1 12�5 11�9 1�7

ࠬरྎ 4,061 1,705 909 381 528 654 142 42�0 22�4 16�1 3�5

出ࢦఞྎ 1,535 564 293 127 166 217 54 36�7 19�1 14�1 3�5

ူ༘ྎ 3,583 1,081 630 346 284 391 60 30�2 17�6 10�9 1�7

ྥႊྎ 3,119 954 447 172 275 414 93 30�6 14�3 13�3 3�0

ঢ࢏໠ 1,595 388 161 81 80 196 31 24�3 10�1 12�3 1�9

৘๖໠ 1,756 540 249 96 153 232 59 30�8 14�2 13�2 3�4

໠ࢠဥࡈ 170 48 23 8 15 17 8 28�2 13�5 10�0 4�7

 ཯：Ĩ) 数値の単位ቴተを౟ಾୖႚしƔƈƝにƽƿ、஽計の数ಌƝၾዅの計ƁࡴཙしƟŹ඘஽Ɓŷǀ。

ஸ፼ೄฌ໷（ฌ໷） ฌ໷আ஽（²）

ຳ 数
単ිஸ፼ೄ

ຳ 数
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りできるシステムとして導入したかった。

自治会が検討対象にした「結いネット」は、他のネット空間とは切り離された完全な閉鎖空間で、

LINEのように開けた場ではなく、自治会役員と住民が一対一で気楽に「会話」できるメリット

がある。月々77円の使用料は必要になるが、無料のSNSでは、悪意の第三者が入りこむ余地があり、

リスクを限りなく少なくして安心を与えることが重要だ。

例えば、詐欺被害を防ぎながら、特に高齢者が電子機器に触れる機会をつくろうとしても考え

た。

高齢者の家庭に点検詐欺などが来る、もし詐欺にあったらすぐに状況をメールで送ってもらい、

自治会と協力関係にある業者等に見てもらい判断する。

古物買取詐欺もあるので、不安だったらすぐに自治会にメールで送ってもらう。電話だと掛け

づらい一面があるようだが、「会長これはどうすれば？」とメールが気軽に送られてくる。そこ

に自治会から返信して、何件か詐欺を撃退した。

自治会名簿は貴重な財産だ。今は、会長の管理下で電子化している。特に高齢の単独家庭の名

簿流出は犯罪に使われる。

最初は、電子化への敷居が高かったが、慣れてくると「つながっている（安心）感が強くなる」。

それだけ、現代社会の疎外感は強くなっている。団塊世代が高齢化し、逆に孤独感も増えて、話

す場所が無くなっている。

施設に入っている会員も、近所の情報が欲しくて「結いネット」に引き続き入っている。自家

の写真を撮って送っている班長もいるようだ。近所とのつながりも感じられ、いろいろな使い方

ができる。

電子化で人と人の距離が離れるように思われがちだが、使い方によってはつながりが強くなる。

防災組織も「結いネット」が活用されている。避難行動要支援者は行政がするが、どうしよう

というのがない、見守りも同じ。孤独死があると、近隣の家に抗議や批判の電話が集中する。そ

れを排除できないかと考えて見守り電球の設置や、災害時に動けないとき傍にいる方が手助けす

るが、「結いネット」で位置情報が把握できることから、防災訓練でシミュレーションでき防災

組織の再構築を行った。

また、高齢者向けの「スマホ教室」はまだまだ行いたい。まずは場所づくりをはじめようと、

茶の間事業を進めた。いきなり「スマホを使って」と言われても困る方、敬遠する方もいるので、

何とか触る機会を増やして慣れてもらおうと、茶の間事業とあわせて「スマホ教室」を企画した。

なかなか人に聞くチャンスが少なくなっており、敷居が高いこともあって、茶の間事業としての

「スマホ教室」を含めた。

現在は、スマートフォンが自らの命を守り、財布になり、電話にもなる時代だ。生活に欠かせ

ない重要なツールとなっている。

さらに、町内在住以外の親族等にも「家族アカウント」（無料）で町内の情報が入るシステム

になっている。親アカウントに異常があった場合や、災害情報等もすべて送られ、瞬時に入って

くることから家族の安心にも繋がっている。
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町内に新しく入ってきた方も違和感なく使ってもらっている。特に若い方は、朝、家に紙がお

いてあっても読まない。自治会には未加入者も存在するが、「結いネット」に入っている方もいる。

スマートフォンは、災害等で基地局が破損しても携帯基地局ですぐ復旧する。災害に強いツー

ルだ。他者と関係を結ぶ事で、信頼感が深まる事につながる。信頼感の欠如が孤立・孤独が深ま

る原因となる。

会員名簿の電子化、茶の間事業、高齢者組織の再立ち上げなど、初めての事業や手法には反対

意見もある。しかし、「これまでの事業や進め方を否定」しているわけではない。新たな時代に

即した事業や手法があり、変えられるものは変えていかないと将来に繋がっていかない。

町内は、入り組んだ私道が多く、自治会が私道の除雪をしている。

これまでは行政が委託した幹線道路除雪がいつ町内に来るかわからなかった。住民から、「除

雪車はいつ来るのか」との連絡もある。

自治会のスマートフォンで、行政の除雪車の位置情報を情報共有できるようになって、私道除

雪にも効率的に活用できている（2024年）。住民からの問い合わせにも、行政の除雪時間を知ら

せることができ助かった。

２）増え続ける「空き家」、自治会の対策にも困難が

2025年11月に発生した大分市での大火では、乾燥気候、強風、地形も影響があったが、空き家

が火災の拡大した原因の一つとも言われている。

空き家問題も自治会の重要な課題となり、年々深刻化している。家が古くなると、瓦は飛び、

ブロックは倒れる。

また、自然災害だけでなく防犯も重要だ。さらには、狐・猪・ハクビシンなど、野生動物の生

息も喫緊の課題だ。特に、野生動物は見た目が可愛らしくとも感染症を持っているので、触れな

いようスマートフォンで住民に注意の回覧を送ったりもした。

民法改正で所有者不明の不動産を利害関係者が管理できると変わった。空き家を自治会で処理

をしようと法律（民法264条２｟所有者不明土地管理命令｠、264条８第１項｟所有者不明建物管

理命令｠）に基づき適用を考えた。地裁に尋ねたが自治会で動いているのはごく少数だ。

雪深い地方では空き家の雪下ろしはだれがするのかという問題もある。ともすれば倒壊して近

隣の住宅に被害が及んだり、人身事故にもつながりかねない。今年の豪雪で、県内各地で家屋や

車庫などの倒壊がおこり、亡くなった方も出ている。

空き家問題は、行政と連携して進めなければならない課題だが、今回先鞭をつけたかった問題

だ。

自治体には、所有者が確認可能な空き家への郵送物、例えば固定資産税通知先などに、自治会

からの文書も入れてほしいとお願いしたい。自治会が送りたくとも直接所有者には送れない。ま

た、所有者不存在の裁判所申し立てでは、地域の利益を優先した手法を行政としても後押しして

ほしい。自治会のリスクも考えてほしい。空き家問題では、法律の支配もあるが、行政としてルー

ル化して対応できるようにしてほしい。
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空き家の利活用も各地域でされているが、本当に使えない物件を誰が処分するかが何も決めら

れていない。「活用できない物件」も多く、自治体の助言や助成事業があれば安心して対応でき

るし自治会も自治体も助かる。

３）外国人との共生

外国人居住者も多くなっている。新潟市西区では、小針・真砂・松海が丘・上新栄町と比較的

安価なアパートが多く外国人が居住している。集合住宅の班長には、説明が必要なら自治会で説

明すると指示してある。ゴミ出し等の日常生活のルールなどは「絵」を用意して、視覚でわかる

ように説明できるよう対応する。

外国人は、日本の習慣やルールに慣れていないだけでまじめな人は多い。日本人も外国人との

付き合いは慣れていない方が多いことから、地域の茶の間でもやりたかった。大学生を招いて、

地域のお年寄りに慣れさせるために場を作った。すぐお互いに慣れるものだ。

４）自治体のデジタル化推進を

電子事業では自治体は遅れている。自治体DXがもう少し進んでいれば、自治会の電子化も進

みやすいと感じる。町内会のクローズの空間で相談できることは高齢者には大切だ。一方でなか

なか自治体（県）の理解が浅いこともある。DXは、まず始めて広めることが重要だがなかなか

進まない。

消防の電子化や電子での情報提供も、「結いネット」を活用することで災害時の避難など簡単

に情報送信ができる。位置情報による安否確認や「被救助者」の救助の判断基準は、救助者の安

全確保を第一の判断基準にして、自治会ができないのは消防や警察で対応することで効率的とな

る。

会長職を担うまで自治会は「………」だったが、住民にとって必要な組織である。

一方、役員をすると、外部（上部組織などの）の役員がもれなくついてくるが、広域的に必要

なマクロな事業と住民に直結したミクロな事業とで市は一緒にしているような感じがある。

広域的な事業は、集中させて実施した方が効果的にできるのではないかと思う。本当に町内会

の外の役員を担う事は多い。人口減少もあるが行政もスリム化されてきた、行政需要も多様化し

てアップアップしている。多すぎる会や会議は、整理した方がいいと思う。

以上が田村氏からの聞き取りの際に語っていただいたことである。

３．新潟市における自治会アンケート
少子化による人口減少と、地方に行けば行く程進む高齢化で、役員の担い手不足は深刻になっ

ている。また、時代の変化による、団体や組織よりも個を大切にする意識傾向が強くなり、役員

のなり手不足は輪番制を決め選出しなければならない自治会・町内会も少なくない。

役員になれば、役員会の出席は任務として当然のこと、会費収集や寄付集め、地域の様々な管

理業務を担わなければならない。一方、役員が担えないという理由での脱退もあると聞く。中に
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は、引っ越し後に入会を求められ、会費を請求された際に、「入らなければいけないのですか、入っ

て何のメリットがあるのですか」と聞く人も多くなっている。

自治会や町内会は、これまで当たり前のように行われていた様々な役割が、高齢化や人口減少

なども要因となり、当たり前に持続させられない時代にある。

これまでの継続をめざしていくか、大きくその役割や任務を変えていくかが迫られている。

自治会・町内会は長年、地域の生活にかかわる維持・改善や、祭りなどの地域行事、親睦活動

などを担ってきた。また、自治体の業務である広報広聴活動など様々な活動に対する協力も行っ

てきた。住民生活を支える地域の維持や管理、住民への情報伝達など、自治体行政にとっては欠

かすことのできない存在であり、好まざるとも自治体に対して協力的な組織である。NPOなど

様々な組織も拡大傾向にあるが、自治会・町内会とは性格が違う存在である。

新潟市は2024年度に、自治会・町内会の業務効率化に向けた状況調査を行い、結果を公表して

いる（以下、新潟市市民生活部市民協働課「自治会・町内会の業務効率化に向けた状況調査」参照）。

この調査の目的は、①運営に係る負担の増大、役員の担い手、活動者減少の課題　②負担軽減

策の一つとしてICT活用の支援の在り方　③ICT活用状況や導入意向の確認とし、市内全ての自

治会長・町内会長の2,053人に2024年８月から９月にかけて実施した。調査方法は、無記名で郵

送（調査票の配付、回収とも）または電子回答も可能とした。

調査の結果、1,518自治会・町内会から回答があり、回答率は73.9％となっている。区ごとの回

答率では若干のばらつきがあり、最高で秋葉区の80.7％、最低で北区の69.6％だった。なお、電

子回答では、最高が西区の26.9％、最低は北区の11.3％となっている【表３】。

①会長の年齢

市内全体での会長の年齢（５歳刻み）では、｢70～74歳｣（29.9％）が最も多く、次に「65～

69歳｣（22.8％)で、｢75～79歳｣（18.9％）と続く。｢65歳～79歳」で71.6％と７割以上を占めて

いる。｢59歳以下」は12.2％で、仕事を持っている現役世代が担うには難しいことがわかる。一
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【表３】新潟市の自治会・町内会の業務効率化に向けた状況調査
各区の回答率ï％ð
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方、｢80歳以上」も8.2％が担っている。

区ごとの特徴では、50歳以下は南区で最も多く27.0％、次に西区13.0％、最も少ないのは西蒲

区の4.5％となっている。

各区の多い年代では次のとおりとなっている【表４】。

②会長の性別

性別では、男性が93.3％と圧倒的に多い。区別で女性が多い区は、中央区で10.9％と最も多く、

次に西区7.9％、南区6.2％と続く。最低は、西蒲区の2.0％となっている。

性別の年代別では、｢59歳以下」で女性が多く、最も多い年代は「50～59歳」で24.5％と４人

に一人は女性、次に「39歳以下」の15.8％、｢40～49歳」の14.0％と続く。

③自治会長・町内会長としての苦労や負担

会議や事務作業、情報伝達、会費集金など９項目について、点数化方式により苦労や負担と感

じているか聞いている。

※点数化：｢とても感じる｣２点、｢どちらかというと感じる｣１点、｢どちらともいえない｣０点、

｢どちらかというと感じない｣－１点、｢ほとんど感じない｣－２点

◆以下設問項目と点数

　１．自治会・町内会の会議 316点

　２．自治会・町内会以外の会議 890点

　３．行事などの企画や仕切り 811点

　４．文書作成などの事務作業 611点

　５．行政や各種団体からの依頼への対応 1,042点

　６．住民からの要望や意見への対応 603点

　７．文書回覧や住民への情報伝達・広報 363点

　８．自治会・町内会費等の集金 264点

　９．区や市への要望活動 402点

以上の結果となっているが、「行政や各種団体からの依頼への対応」が最も多く1,042点、次に「自

【表㕴】  新潟౦ત֧֓のಛಓवྙのႩ༉の１ࡔ２֧ࡔӡ²Ӣ

ત Ĩ位 ĩ位

ሾત ĭĬ⿤ĭİఄ 30�8 Įħ⿤Įīఄ 29�3

ဪત Įħ⿤Įīఄ 32�6 ĮĬ⿤Įİఄ 30�6

ཨ࣡ત Įħ⿤Įīఄ 26�5 ĮĬ⿤Įİఄ 22�1

įħఄࡒඑはĨĭeĪ²Ɲ໢તにᄾしƛၩ出しƛŹǀ

ஔႊત Įħ⿤Įīఄ 32�1 ĭĬ⿤ĭİఄ 30�4

೷ጃત Įħ⿤Įīఄ 37�7 ĭĬ⿤ĭİఄ 23�8

ႊત ĭĬ⿤ĭİఄ 29�9 Ĭħఄ༉ऀࡒ 27�0

ฦત Įħ⿤Įīఄ 30�3 ĭĬ⿤ĭİఄ 20�5

ฦঙત ĭĬ⿤ĭİఄ 38�7 Įħ⿤Įīఄ 27�4
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治会・町内会以外の会議」で890点、「行事などの企画や仕切り」の811点と続く。

低い項目は、「自治会・町内会費等の集金」が264点と最も少なく、次に「自治会・町内会の会

議」が316点、「文書回覧や住民への情報伝達・広報」の363点となる。

一方、マイナスとなった項目は一つもないことから、すべての項目で負担を「感じない」より

「感じる」とした回答の方が多い。

年代別では若年になるほど負担を感じている割合が高くなる傾向にある。

自治会・町内会の運営で詳細に聞いているが、役員の負担や担い手不足の要因となるさまざま

な実情がわかってくる。

④役員定例会議の回数

最多は「不定期」の35.3％、次いで「２～３ヵ月に１回」で25.0％だが、「月１回以上」役員

会を行うとした自治会・町内会は29.0％になる。うち「月１回」は23.7％、「月２～３回」は

4.6％、「月４回（週に１回）」以上は0.7％であった。

世帯数別では、30世帯未満から500世帯以上まで９つの区分に分けているが、回数と世帯数で

の相関関係では、大きな自治会・町内会になるほど月１回が多くなり、小さな自治会町内会ほど

不定期が多くなる。

区ごとの特徴は、「月に２～３回以上」開催している区では、秋葉区・北区・西蒲区で多い。

｢不定期開催」では、南区で56.7％、中央区で42.3％と高い。

⑤役員同士の連絡手段

役員間の連絡方法では、電話が1,103件、口頭が841件、文書送付が533件と上位の３つである。

LINEが460件、メールで323件、LINE以外のSNSでは218件となっている。

電話は50歳以上84歳までの年代で70％を超え、FAX、文書送付ともに年代が上がるにつれて

高くなる。メールは50代、LINEは49歳以下、それ以外のSNSは50代が多く使用している。特に

49歳以下のLINEは高く、40～49歳で63.3％、39歳以下は76.2％の結果だ。

⑥自治会・町内活動の状況について

自治会・町内会主体で実施している活動では複数回答可として以下の項目で尋ねている。

１．防災活動 757

２．防犯・交通安全活動 727

３．環境美化に関する活動 1,259

４．除雪に関する活動 564

５．高齢者福祉に関する活動 766

６．子ども・子育て支援に関する活動 698

７．文化やスポーツなど地域住民の交流を図る活動 695

８．行政への要望活動 909
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９．その他 167

結果の通り、「環境美化に関する活動」1,259件、「行政への要望活動」909、「高齢者福祉に関

する活動」766、「防災活動」757の順に多い。

区別で多い区は、「１．防災活動」では秋葉区の66.4％、東区・西蒲区は60.0％、「２．防犯・

交通安全活動」では、東区71.4％、秋葉区56.8％、「３．環境美化に関する活動」では西蒲区で

93.3％、東区と西区が92.4％、「４．除雪に関する活動」では西区54.3％、東区で52.4％、「５．高

齢者福祉に関する活動」では東区68.1％、西区63.2％、「６．子ども・子育て支援に関する活動」

では東区68.1％、西区61.9％、「７．文化やスポーツなど地域住民の交流を図る活動」では秋葉区

68.8％、北区66.4％、「８．行政への要望活動」では秋葉区80.8％、西蒲区80.0％の結果となった。

世帯別規模では、世帯数が多くなるほど実施している割合が多くなる傾向にある。特に、30世

帯未満での実施率は「１．防災活動」で33.9％、「２．防犯・交通安全活動」28.9％。「５．高齢

者福祉に関する活動」は24.4％。一方で500世帯以上での実施率では「１．防災活動」で73.5％、「２．

防犯・交通安全活動」85.3％、「５．高齢者福祉に関する活動」89.7％と大きく変わる。

世帯数の少ない自治会・町内会では、日ごろからお互いの顔が見える関係でもあり、組織とし

ての活動以上に日常生活のなかで注意喚起がされていると思われる。

⑦活動の今後の方向性

前述した活動の今後について、「力を入れていきたい」「現状のままでよい」「継続したいが難

しい」「縮小・廃止したい」の４択で尋ねている。

全ての項目で「現状のままでよい」が最多だ。

「力を入れていきたい」活動では、「１．防災活動」の35.4％、「５．高齢者福祉に関する活動」

の18.7％、「６．子ども支援活動」の16.6％が上位３つ。

「現状のままでよい」活動では、「３．環境美化活動」が68.8％、「２．防犯・交通安全活動」と「８．

行政への要望活動」の62.8％が上位３つ。

「継続したいが難しい」活動では、「７．地域住民の交流活動」が9.3％、「４．除雪に関する活動」

が8.6％、「５．高齢者福祉活動」の8.2％が上位３つ。

「縮小・廃止したい」活動では、「７．地域住民の交流活動」が4.6％、「６．子ども支援活動」が2.6％、

「４．除雪に関する活動」の2.4％が上位３つ。いずれも少数の回答だが、「継続したいが難しい」

活動の上位である「７．地域住民の交流活動」が9.3％と合わせると13.9％、「４．除雪に関する活動」

が8.6％とあわせると11.0％と「力を入れていきたい」と「現状のままでよい」の回答が上回る（ど

ちらもあわせて７割弱）ものの、「継続したいが難しい」と「縮小・廃止したい」をあわせて１

割強の回答がある。

⑧自治会・町内会の運営におけるデジタル機器の利用

自治会・町内会におけるデジタル機器の取り組み状況や意向を次の７項目で尋ねている。回答

の選択は、「実施している（準備中含む）」「 実施したいができない」「関心はあるがよく分からない」
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「実施する考えはない」の４つである。

１．連絡にメールやLINEを活用

２．会議をオンライン形式で実施

３．広報紙をホームぺージやSNSで発信

４．回覧や全戸配布にLINEを活用

５．文書等をインターネット上で保管、共有

６．市販のアプリを利用

７．キャッシュレス決済等による集金

「実施している（準備中含む）」では、「１．連絡にメールやLINEを活用」で41.5％、次いで「５．

文書等をインターネット上で保管、共有」の8.0％、「３．広報紙をホームぺージやSNSで発信」の3.2％

が上位３つで、その他は１～２％台。

一方、「実施する考えはない」は「１．連絡にメールやLINEを活用」の25.1％、「５．文書等

をインターネット上で保管、共有」の45.0％以外は５割を超える。

世帯規模では、500世帯以上で「１．連絡にメールやLINEを活用」の73.9％が最大で、30世帯

未満が26.7％、30～49世帯が31.6％、50～79世帯は33.5％と、世帯規模が多くなるとSNSなどの活

用は増加する。

年代別では顕著な差が生まれ、80～84歳が29.6％、85歳以上は13.8％だが、39歳以下でのSNS

などの活用は76.2％、40～49歳で66.7％、50～59歳で56.0％と年齢が低い世代は高い。

⑨自治会・町内会の運営に活用できると思う機能、または関心のある機能

以下の項目について、活用できるか、関心があるか尋ねている。

１．電子回覧・掲示板機能 450

２．緊急時の一斉連絡機能 979

３．災害時の安否確認機能 966

４．電子表決（投票）機能 143

５．会員同士の意見交換機能 275

６．オンライン会議機能 158

７．電子マネー集金機能 159

回答が多かった順では、「２．緊急時の一斉連絡機能」が979件、「３．災害時の安否確認機能」

が966件、「１．電子回覧・掲示板機能」の450件がトップ３。

⑩スマートフォン向けアプリやサービスの提供について

アプリの導入について尋ね、回答は次の通り。

１．すでに導入している 1.1％

２．導入に向け取り組み中 1.1％

３．ぜひ導入したい 5.8％
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４．市の支援によっては導入したい 4.8％

５．導入したくない 12.6％

６．わからない 44.7％

最多は、「６．わからない」で44.7％を占める。一方で、「５．導入したくない」は12.6％にとどまり、

行政の支援により電子機器による自治会・町内会の活動が進むと考えられる。

⑪市がデジタル化導入支援のモデル事業に取り組む場合に参加する意向

市のモデル事業への参加意向では、｢参加したい」25.0％、｢参加したくない」75.0％と、｢参加

したい」は４分の１ではあるが、322自治会・町内会で参加希望がある。

４．自治会運営の在り方の根本議論を
自治会役員の高齢化や担い手不足、それに伴う事業見直しなど課題は多い、

重要なのは自治会も自治体も無理なくできる事業に選別しなければならない事だ。以前から継

続している事業は、同様にこなさなければならないといった義務感で進めることになると、地域

の健全な維持、住民の生活向上の事業効果の目的よりも、事業実施に目標がおかれかねない。自

治会と自治体で毎年事業の効果検証や、自治会の基礎体力に応じて見直すべきである。

そして、地域のニーズもあり必要な事業であるにもかかわらず、自治会の「体力」が原因で運営・

実施が難しい事も考えられ、サポート体制として自治体での専門職員配置や地域のコーディネー

ターの配置などが考えられる。また、NPOや企業からの協力やノウハウ提供なども考えられる。

自治会の「全戸（員）加入」が崩れてきていることも、自治会の組織や活動の維持に悪影響を

与えている。一方、行政側は自然災害への対応で「要援護者」の地域の洗い出しや、災害時の安

否確認の計画立案を自治会に要請するなど、高度な行政の業務までが自治会にゆだねられている。

地域での人のつながりが希薄になっている現状もあり、どこまでが自治会で無理なく行えるのか

検討が必要だ。自治体も多様な行政事務により多くの業務をこなさなければならず、できれば自

治会から担ってもらうと助かる、といった事情も理解できなくはないが、人材に限界がある以上

事業の選択と集中は欠かせない。

今一つはデジタル化による自治会業務の効率化と組織としての再整備だ。これまでは、人的対

応に依存してきた自治会業務を、効率化されるようデジタル化導入の検討をすべきだ。新潟市調

査での、役員間の連絡手段では、電話・口頭が１、２位となっている。自治会役員であるから各

家庭が近いこともあると考えられるが、メールを活用することで「留守」「多忙な時間」など気

を使う必要もなく、多くの役員に連絡をするときは一斉メールで送れば簡単だ。こうした、デジ

タルの活用により自治会業務の軽減を図ることも早急に実施しなければならない。現代社会では、

業務上でも当たり前のようにメールシステムは活用されており、自治会も大きく変わらなければ

ならない。

一方、総務省資料では、「自治会の地域活動のデジタル化について支援をしていないし、予定

もない」と回答した自治体は84.9％に上っていて、自治会独自でのデジタル化の推進には自治体
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の支援は欠かせない。

デジタル化は、日常的な連絡や広報誌の送信など、時間と手間をかけなくとも瞬時に住民に情

報を届けることができる。さらに、災害時の安否確認も効率的に行うことができ、命を守るため

の役割は大きい。

自治体支援も、導入や維持管理における財政的支援や、使用訓練などの人的支援が考えられ、

自治体が支援することによりデジタル化は拡大する。

５．地域の維持、住民生活向上に労働組合等がいかに支えることができるか
新潟市のアンケートは自治会の現状を知るのにきわめて有効だ。地域の高齢化や担い手不足に

よる自治会運営の困難など、少子高齢化の縮図となってあらわれている。

また、地域課題の多様化による自治会の取り組みの量と質の変化もある。自治体にとっては、

地域住民の生活環境の維持・向上に向けて、ほぼ無償のボランティアで活動してもらっているこ

とから、ありがたい重要な存在である。

一方、自治体の限界もみえていることから、事業の選択と集中、廃止することも排除しない議

論が必要だ。また、生活しやすい地域づくりは将来にわたって変わらないテーマであり、本来は

自治体で担うべきところなのだろうが、自治体も職員数の減少により組織の見直しで統合・廃止

を進めている。

では、必要な事業をだれがどのように担えばいいのか。

地域には、NPOや企業による様々な地域貢献活動も行われている。これらの善意には敬意を

表するところではあるが、地域には労働組合も存在し組合員が生活している。

ここでは、労働組合による地域の生活環境維持や地域そのものの維持も併せて検討する。

日本の労働組合の歴史は現行憲法下で誕生したと思われがちだが、意外と古い。明治期から、

鉱山などでは低賃金や労働条件に関する闘争があり、1878（明治11）年の横須賀造船所争議、

1886（明治19）年６月の甲府（市）の雨宮製糸工場のストライキなど、労働争議が記録されている。

しかし、労働者はまだ労働組合を作るには紆余曲折があり、結成の機運があっても同志の賛同

が得られなかったりして結成には至らなかった。この当時は資本主義の基盤が確立しておらず、

1894（明治27）年の日清戦争のころから労働者の結集も強まった。

最初の労働組合は、1897（明治30）年７月、労働組合期成会の結成により日本の労働運動の歴

史が始まる。アメリカの鉄道・鉱山労働者の労働組合や、イギリスやドイツの先進的な労働組合

活動をモデルにしている。

この当時の労働組合の大きな課題は低賃金からの脱却だが、今一つは長時間労働の是正だっ

た。すでに、アメリカでは、1886年５月１日（メーデー）に８時間労働制を求めて統一ストライ

キを実施。一日12～13時間労働が当たり前の時代に、８時間労働制を築いた。今でも毎年取り組

まれているメーデーの起源となっている。

日本では、長時間労働から労働者を守る、労働者保護法の制定が運動の柱で、工場労働者の大

半は繊維産業の「女工」だった。労働時間は現代の想像をはるかに超える時間で、一日17～18時
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間にも及んでいた。明治政府も労働者保護に前向きではあったが、産業界が反発し労働時間短縮

は実現しなかった。日本で最初の労働者保護法として成立した工場法は1911（明治44）年であ

る。一方、法の施行は５年後の1916（大正５）年で、現在の労働基準法と比較すれば、適用範囲

の限定や女性の最長労働時間を12時間とするなど、労働者にとっては極めて厳しい内容だった。

労働三権の保障など、現行憲法の制定は戦後となるが、労働組合法も1945年制定、労働基準法

は1947年制定と近代労使関係の基礎ができる。

戦後の労働組合は、企業別単位での組合結成が進み、経済成長とともに労使交渉により賃金や

労働条件・環境の改善が飛躍的に図られた。戦後の混乱期で物不足の時代から高度成長期を経て、

組合員の生活向上の取り組みを中心とせざるを得なかったともいえる。

一方、1990年代からはバブルが崩壊して日本経済の低迷、春闘での賃上げ率が抑え込まれ、雇

用構造も大きく変化し雇用の不安定化も進んでいった。不安定雇用は、労働組合の組織人員（率）

にも影響を与え、組合組織率は低下の一途をたどることになる。

昨年度の調査報告書（『あしたへ―格差と貧困のない人間らしい生活と労働をめざして「格差

や貧困のない労働環境と社会の課題」に関する調査･研究』）にも、労働運動の「冬」ともいえる

1990年台後半からは、労働組合は雇用構造の変化に対応できず、組織率の低下や、求心力の低下

が懸念され、運動の強化や発展を目的とした、故中坊公平氏を座長とする外部有識者による2003

年の連合評価委員会報告があった。

ここでは、企業別組合主義からの脱却が提言され、「労働組合は女性や若者のために役割を果

たしていない。労働組合運動が国民の共感を呼ぶ運動になっているのか」と厳しく指摘し、「企

業別組合中心主義の限界を超え、働く者すべてに貢献する社会的労働運動の確立が不可欠」と提

言を受けた。

連合は、「社会性を一層高めるため、地方連合会・地域協議会を主体に地域社会の要請にこた

えうる活動と体制の確立が必要」と地域組織の強化に向けて人の配置や財政の配分を見直し、そ

れぞれの組織の役割分担を再度明確化した。

連合は、組織改革を行い「地域に根ざした顔の見える労働運動」をめざし、地域協議会には専

従役員を配置して体制確立をはかり、構成組織の参加と協力で地域での運動推進と、社会的影響

力のある運動強化に取り組むとした。

新しい地域協議会には、①労働相談、生活相談　②パート労働者等の組織化・拡大活動　③中

小・地場労働者の支援　④政策提言活動　⑤共済機能　⑥退職者の拠り所機能　⑦NPO団体と

のネットワークなどを想定し機能を持たせることとした。

労働組合の目的とは、春闘による賃金相場の形成や、最低賃金の引き上げ、労働諸条件の法改

正への関与などがある。労働組合に組織されていなくともその恩恵を享受している労働者は多

い。また、労働相談や生活相談など組織・未組織にかかわらず間口を広げ、地域に労働組合の存

在意義を発揮していることは評価できる。社会貢献活動でも、労働金庫や生活協同組合と連携し

労働者福祉協議会として事業展開もしている。一方、労働組合全体が組織人員の減少と、それに

伴う財政への影響の課題を抱えている。財政課題は、専従役員や職員数の減少につながり、活動
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の縮小や低下に直結する。

こうした現状を打破すべく連合など労働組合は奮闘しているが、労働組合が持っている企業や

自治体、様々な団体とのネットワークは貴重な財産であり、社会の健全な維持・発展にも有効活

用すべきである。

労働組合の組合員は、企業や職場の組合員であると同時に、それぞれ企業の所在地や居住地域

の組合員でもある。労働組合と地域、組合員と地域という関係から、地域の課題解決のための取

り組みや様々な地域活動への参加など、労働組合が地域に関われる活動は多い。

労働組合の組織率低下と同様に、町内会も加入率は低下している。実は労働組合と町内会は共

通項の多い組織である。

労働組合は企業等で働く組合員、町内会は区切られた地域で暮らす住民との違いはあるが、お

互いに組合員・住民の利益を最大化する組織であり、民主的に運営される組織である。加入も全

員加入をめざし、加入者平等の負担により事業運営されている。

ところが近年どちらも加入率において苦心している。

自治会は、以前から全戸加入が当たり前になっており、100％に近い加入率が低下し50％を割

り込む自治会も珍しくないようだ。そうするとこれまで行ってきた事業などは維持することすら

できなくなる。特に、若年層の未加入は町内会組織を高齢化させてしまい、役員の世代交代どこ

ろか担い手すら見つからなくなってしまい、ますます町内会の取り組みが困難な事態に陥る。

一方、自治会からすれば兵庫県南部地震や東北太平洋沖地震などの大地震、近年のゲリラ豪雨

のような災害が頻発し、災害時の要援護者の地域での確認や、避難支援を自治体に求めたりして

いる。日々の環境衛生業務、防犯対策、交流事業など日常的にも多忙な自治会役員がすべての任

務を担えるわけがない。加えて、上部団体や自治体主催の委員会への出席と身体の休まる暇がな

いのが現状だろう。

労働組合も、ユニオンショップ（企業に採用された際、労働組合に加入しなければならない労

使協約）の組合は全員加入となるが、多くの場合はオープンショップで、企業に採用された際に

は労働組合が組合加入の説明をして、本人了解のうえ加入する手法であり、自治会の加入と何ら

変わらない。

６．労働組合の現状と地域活動にかかわる可能性
地域の維持や住民生活を支えるために、地域は何に困り何を望んでいるか、労働組合としてど

のような関与ができ、全国に張り巡らされた労働組合の力を発揮し役割を果たすことができるか

考えてみる。

日本の労働組合は多くが企業内（職場内）労働組合として組織されており、当該の企業（職場）

で働く労働者を対象に組織している。労働組合の役割は、組合員の賃金改善や、休暇・福利厚生

制度の改善など企業内での労使交渉が活動の主である。

また、制度政策闘争では税と社会保障や働き方に直結する労働法制、環境やエネルギー問題、

平和や安全保障問題など、組合員の仕事と暮らしに直接・間接的に関わる課題についての取り組
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みも積極的に行われている。

一方、特に地方は人口減少局面に入り、労働者の確保や労働者不足への対応も求められている。

同時に、いわゆる現役を引退した後も働くシニア世代も増えている。平均寿命は世界でもトップ

クラスの80歳を大きく超え、定年制度とのバランスも検討が必要になっている。すでに、連合内

産別でも定年年齢の引き上げや、ドライバー不足への対応のため事実上定年制が無くなっている

産別もある。

2014年に施行された「まち・ひと・しごと創生法」とともに、地方活性化を目指す政策や取り

組みを推進するいわゆる地方創生を政府として進めている。一方、政府の政策どおりには進まず、

人口減少は緩和されるどころか東京一極集中はますます顕著となり、自治体も対策に苦慮してい

る現状がある。

少子化による人口減少は、企業にとっても他人ごとではなく、「市場の縮小」や「高齢社会」

による経営環境の変化、働き手確保への新たな課題も発生している。

労働組合としても組織人員確保やシニア世代対策など新たな対応も求められている。

さらに、地方ほど人口減少が激しく進んでいることから、これまでは自治労や日教組など、地

方自治や医療・福祉といった仕事にかかわる政策分野を担っている官公労産別は、地方自治の確

立・安心の社会保障などのスローガンを掲げて「地域自治を住民の手に」として政策を展開して

きた。まさに、日常的な労働組合としての活動と密接に関わる課題でもあり、官公労と協力関係

にある研究機関の研究・報告やシンポジウムも行われている。

一方、民間の労働組合にとっては直接には労働組合の活動領域ではないが、労働組合の組合員

は当然に地域の住民でもあり、組合員とその家族の生活向上や安心して暮らせる地域社会を考え

れば、これまでの「職場における組合員」から、「地域で暮らす住民としての組合員」として、

地域の維持や住民生活向上への新たな取り組みも求められている。

とりわけ労働組合は、組合員という「人材」、労働組合という「組織」の貴重な財産を持っている。

それぞれの産別や組合員が、地域のなかでどのような社会貢献ができるかの視点と具体的な検討

が必要になってきている。

さらに、労働組合の組合員が職場を退職すると、産別ごとに「退職者会」「OBGの会」などがあり、

一線を退いた後も労働組合とは別組織ではあるが、団体への加入活動をしている。もちろん、現

役の組合員数からすれば少ない人数ではあるが、長年の経験と知識、人脈や行動力といった貴重

な財産を持っている。シニアとなると介護や自らの健康問題など、現役世代とは違う課題に直面

して時間を取られるが、平日日中でも活動可能な「時間」を持っているシニアも少なくない。

新潟県退職者連合に加盟している組織は19団体で18,000人の会員が集っている。数十人の団体

から大きな団体は8,000人の組織力を有している。

新潟県の65歳以上人口は約70万人であり、退職者連合会員は2.5％になる。シニアの40人に一

人は会員だ。ここに、連合新潟などの労働組合の組織力も考慮すれば県内の各地域で多くの仲間

が居住していることになる。

退職者組織の活動は、それぞれの組織によって違いはあるが、年金や医療制度改善を求める社
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会保障への取り組み、反戦・平和の活動、会員間の親睦・交流や現役時代から引き続く福利厚生

へのサポート、あるいは政治活動に至るまで幅広く活動を展開している。

こうした、労働組合と労組のOBG会を、地域維持や住民生活向上のために活用して地域貢献

できるはずだ。連合としても、「地域に根ざした顔の見える労働運動」に繋がっていく。

具体的にどのような活動ができるか検討してみたい。

７．あらゆる業種の集まりである労働組合
労働組合は前述したように、基本的には企業や公務の職場ごとに労働組合がつくられる。同種

の業種は上部団体として産業別組合を持つ。たとえば、「流通・サービス」「電気」「電力」「自動車」「も

のづくり」「情報」「郵便」「学校」「自治体」などは比較的組合員が多い産別だ。また、すべてで

はないが産別ごとにOBG会も組織されている。

このように、得意分野を持った組合員やOBGが地域に居住していることから、培った技術や

ノウハウの活用も可能だ。

新潟市が実施したアンケートでは、「力を入れていきたい」活動で、「防災・高齢者福祉・子ど

も支援」があげられ、これまで以上の活動展開には自治会の業務や作業は増える。現状でも、自

治会の運営は厳しくなっていることが考えられる。

また、「継続したいが難しい」活動でも、「地域住民交流」「除雪」「高齢者福祉」の順にあげら

れた。同様に、「縮小・廃止したい活動」では、「地域住民交流」「子ども支援」「除雪」となって

いる【表５】。

�፛をႚǁƛŹƂƔŹ�ঊ動のඑ位Īƙ
�Ĩeሻఆঊ動� 35�4�
�Ĭeஸ፼ೄᆵ౵に৘Ǝǀঊ動� 18�7�
�ĭe౤ƞƷ౫࣍ঊ動� 16�6�

　�ଵඡのƳƳƜƽŹ�ঊ動のඑ位Īƙ
�Īeৄ੩ᅖँঊ動� 68�8�
�ĩeሻᄠf୪ྫྷࡊ๺ঊ動� 62�8�
�įeபทƭのጅሰঊ動� 62�8�

　�૫໗しƔŹƁႍしŹ�ঊ動のඑ位Īƙ。
�Įeདࡰ住民の୪ጺঊ動� 9�3�
�īeൊ๋に৘Ǝǀঊ動� 8�6�
�Ĭeஸ፼ೄᆵ౵ঊ動� 8�2�

　�ച൚f჋౱しƔŹ�ঊ動のඑ位Īƙ
�Įeདࡰ住民の୪ጺঊ動� 4�6�
�ĭe౤ƞƷ౫࣍ঊ動� 2�6�
�īeൊ๋に৘Ǝǀঊ動� 2�4�

�૫໗しƔŹƁႍしŹ�ঊ動のඑ位Ɲ�ച൚f჋౱しƔŹ�ঊ動のඑ位Ɯŷǀ
�Įeདࡰ住民の୪ጺঊ動�はĨĪeİ²、�īeൊ๋に৘Ǝǀঊ動�はĨ
Ĩeħ²Ɲ�፛をႚǁƛŹƂƔŹ�Ɲ�ଵඡのƳƳƜƽŹ�のषးƁඑषǀ
（ƞƖらƷᇏƐƛĮআೕ）Ʒのの、�૫໗しƔŹƁႍしŹ�Ɲ�ച൚f჋౱し
ƔŹ�を஽ǄƐĨআ੫のषးƁŷǀ。

【表㕵】 新潟౦のಛಓवצبח՛׈֊׽ಛಓवঊ၌のௗଢ଼֪֣փ֥
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近年、自然災害が多く発生している。いつ自らが居住している地域に災害が起こるかは分から

ない。避難所への避難も、高齢者や障碍者、子どもの多い家庭など事情は様々で、災害時に自治

会役員だけでは対応できない可能性もある。労働組合・OBG会員が災害時の支援者となり、住

民の命を守ることも可能ではないか。それには、労働組合の組合員は平時日中は仕事にでかけて

いることから、平日の日中と夜間、休日とそれぞれ避難（支援者）のシミュレーションを検討し

て、名簿登録などが求められる。また、日ごろからの平日・休日など防災訓練も必要となる。

「高齢者福祉」「子ども支援」共に「力を入れていきたい活動」の上位に入っていて、自治会によっ

ては、会員の年代構成による意識の違いや、回答の選択に違いがあることもうかがえるが、必要

とされている事業を自治会の組織や財政事情で廃止していくことはできるだけ避けたい。

「高齢者福祉」「子ども支援」の活動内容にも様々あるだろうが、労働組合やOBG団体には、

福祉や医療関係の勤務（経験）者や教職員（経験）者も多く加入している。専門的知識も持ち合

わせていることから、自治会の活動に何らかの支援ができるのではないか。

また、「除雪」に対しては、「継続したいが難しい」が上位２番目、「縮小・廃止したい活動」

では上位３番目に入っている。県内でも比較的降雪量は少ない地域であることから、回答に繋がっ

ていることも考えられるが、除雪路線に入らない（または優先順位が低い）生活道路では、20㎝

の積雪でも車を出せなかったり不便さがあると思われる。前述の真砂２丁目自治会においては、

私道は自治会が除雪をしている。

さらに、新潟市以外の魚沼や上越地域では、除雪に係る体制整備は日常の生活に直結し、2026

年の１月から続いた大雪で新潟県内では多くの住民が除雪作業中に命を落としている。また、家

屋や車庫の倒壊も相次いだ。

こうした雪国ならではの痛ましい事故も発生する地域で、生活維持のための除雪作業は、各地

域を所管する自治体の責任で行うことではあるが、自治体の財政や体制の縮小、除雪作業車両の

オペレーター不足もあり、瞬時に除雪を行うことは難しい。

上越市では、旧高田地区中心部や南本町地区などは、豪雪になると排雪場所に限りがあるため、

公道を一斉に通行止めにして家屋の雪を道路におろす。その後、道路は委託業者が除雪するが、

一斉雪おろしの日は特定の日が指定され、そのほかの日には道路におろせない。高齢者の住居や、

空き家も多くあり市ではボランティアを募ったりして対応している。

こうした、地域での困りごとへの手助けも労働組合やOBGで可能ではないか。また、日常的

に高齢者の一人暮らし家庭やその周辺、地域の生活道路の除雪など、その地域で暮らす労働組合

員・OBGによりメンバー登録を行い地域貢献ができるのではないかと考える。

また、「自治会・町内会以外の会議」に対する負担もあげられている、自治体として会議の集

約も必要になっているが、会議に地域の労働組合員やOBG会員から選出し、参加することもあ

りうるのではないか。

人口が激しく減少している中山間地域では、町内そのものの維持すら厳しくなっている。

労働組合やOBGによる地域への貢献という意味でも、検討すべきである。
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労働組合やOBG会の地域活動支援の可能性

・ごみ集積所管理や高齢者への戸別収集の支援

・排水溝・道路清掃などのきれいな地域づくり

・自治（町内）会館などの公共施設の清掃・管理

・安全施設や防犯施設の管理

・交通安全や見守り活動などの防犯パトロール

・子供会や老人会などが行う活動への支援、サポート

・祭りや運動会などのイベント開催への支援、サポート

・防災訓練の支援や災害時の支援・対応

・広報誌の配付

・共同募金などの社会福祉活動

・地域から行政に対しての提案活動

・自治会役員会へ依頼される他の団体の役職代行

８．結びに
新潟県は、2100年には人口100万人を維持するとしている。現在の人口の半分だ。そうした人

口減少社会に着実に向かっているが、そこで暮らす人々の生活は維持し守らなければならない。

自治体の役割は大きくなると叫んだとしても、人口減少と同様自治体もスリム化せざるを得なく

なる。

私たちが、経験したこともない人口規模の社会をどう一人ひとりが描き、住民がお互い助け合

うことができるのか、「自己責任」では済まされない社会がすぐそこまで来ている。

今回、労働組合などの団体が、地域住民としても地域に如何に関われるか、関わることができ

るのか記述したが、労福協や連合、各労働組合としても考えていただきたい。
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